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評価書様式 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

評価対象事業年度 年度評価 令和４年度（第４期） 

中期目標期間 平成 30 年度～令和４年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣  

 法人所管部局 鉄道局 

海事局 

総合政策局 

担当課、責任者 鉄道局参事官（機構監督・地域調整担当） 柿沼 宏明 

海事局総務課企画室長 太田 喜久 

大臣官房参事官（交通産業） 奈良 和美 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 渋武 容 

 

３．評価の実施に関する事項 

・令和５年６月 21 日：理事長、監事ヒアリングを実施。 

・同年６月 29 日～６月 30 日：外部有識者４名から意見聴取を実施。 

岸 利治（東京大学教授） 

熊谷 則一（弁護士） 

角 洋一（横浜国立大学名誉教授） 

二村 真理子（東京女子大学教授） 

（注）五十音順：敬称略 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

評定に至った理由 項目別評定は業務の一部がＡであるものの、全体評定を引き上げるまでは至っていないため、「独立行政法人の評価に関する指針」(平成 26 年９月２日総務大臣決定)及び「国土交

通省独立行政法人評価実施要領」(平成 27 年 4 月 1 日国土交通省決定)の規定に基づき、項目別評定の算術平均(以下算定式のとおり。)に最も近い評定が「Ｂ」評定であること及び

以下の「法人全体に対する評価」等を踏まえ「Ｂ」評定とした。 

【項目別評定の算術計算】  

（Ａ４点×７項目＋Ｂ３点×（６項目＋６項目）＋Ｂ３点×20項目）÷（33項目＋６項目）≒3.18 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。  

※算定にあたっては評定ごとの点数を、「Ｓ」評定：５点、「Ａ」評定：４点、「Ｂ」評定：３点、「Ｃ」評定：２点、「Ｄ」評定：１点とし、重要度の高い項目（項目別評定総括表、

項目別評定調書参照）については加重を２倍としている。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 北陸新幹線（金沢・敦賀間）の工期遅延・事業費増嵩に関連して、令和２年 12 月に国土交通大臣から業務改善命令を受けたが、同命令に基づき改善措置を講じるとともに、令和

３年７月に策定・公表した「鉄道・運輸機構改革プラン」によりさらなる業務改善に取り組んでいる。引き続き、同プランに基づく取組みを着実に実施することを通じて、中期目標

の達成に向けて取り組んでいく必要がある。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特になし。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

神奈川東部方面線について、令和３年度決算検査報告において不当事項の指摘を受けたことを踏まえ、工事の一時中止に伴う増加費用の算定を適切に実施するよう、引き続き関係

部門に周知徹底するとともに、その審査及び確認体制を強化し、再発防止を図る必要がある。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 ・機構の業務実施に関し、法令等に違反し問題があるとして指摘すべき点は認められない。また、機構の業務全般については中期目標の着実な達成に向け概ね効果的、効率的に業務

を推進していると認められる。 

・鉄道建設事業については、改善措置及び検証委員会の報告書等を踏まえた業務改善の取組みや機構改革プランによる改革の取組みを通じて、地域密着型の業務執行体制の強化、プ

ロジェクト毎の責任体制の明確化、工程管理・事業費管理のルールの徹底、関係自治体等との情報共有の拡充等の改善が図られており、引き続き、これらの取組みの着実な実施に

より、工程管理・事業費管理を徹底し、各事業のリスク・課題の早期・正確な把握、迅速な対処に努めるとともに、関係者と早期に情報の共有を図り協議検討を進めるなど、課題

調整に向けた緊密な連携を一層強化することが求められる。 

・機構改革プランに掲げた取組みについては、本格的な実施期間に入り、各部署の業務の一環として取組みの定常化を図ると同時に、組織横断的な項目については、チーム制により

検討を進めてきたことを確認している。 

その他特記事項 特になし。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別調

書№ 

備考 

  平成 

30  

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

  平成 

30  

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項  

 鉄道建設等業務 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(１)    組織の見直し Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ ４.(１)①  

 整備新幹線整備事業の

完成・開業年度目標の

達成に向けた適切な 

工程管理 

Ｂ○重 Ｄ○重 Ｃ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(１)    調達等合理化の取組み Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４.(１)②  

整備新幹線整備事業に

おける適切な事業費の

管理 

Ｂ○重 Ｄ○重 Ｃ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(１)    人件費の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４.(１)③  

都市鉄道利便増進事業

等の完成・開業年度目

標の達成に向けた適切

な工程管理 

Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(１)    一般管理費の効率化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４.(１)④  

都市鉄道利便増進事業

における適切な事業費

の管理 

Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(１)    事業費の効率化 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ ４.(１)⑤  

 鉄道建設業務に関する

技術力を活用した受託

業務等の支援 

Ａ重 Ｂ重 Ｂ重 Ｂ重 Ａ重 ３.(１)    資産の有効活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４.(１)⑥  

鉄道建設に係る業務の

質の向上に向けた取組

み 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(１)    電子化の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４.(２)  

我が国鉄道技術の海外

展開に向けた取組み 

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ ３.(１)            

鉄道施設の貸付・譲渡

の業務等 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(１)            

 鉄道助成業務等 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(２)            

  鉄道助成業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(２)   Ⅴ．財務内容の改善に関する事項  

 北海道旅客鉄道株式会

社及び四国旅客鉄道株

式会社からの長期借入

金の借り入れ等 

－ － － Ｂ Ｂ ３.(２)    予算、収支計画及び資金計

画 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５.(１)  

 

 

 

中央新幹線建設資金貸

付等業務 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(２)    財務運営の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５.(１)  

船舶共有建造等業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(３)    資金調達 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ５.(２)  
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  船舶共有建造業務を通

じた政策効果のより高

い船舶の建造推進 

Ａ○重 Ａ○重 Ｂ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(３)   Ⅵ．業務運営に関する重要事項 

船舶建造等における技

術支援 

Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○重 Ｂ○

重 

Ｂ○重 ３.(３)    人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ ６.(１)  

 船舶共有建造業務にお

ける財務内容の改善 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ ３.(３)    内部統制の充実・強化 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ ６.(２)  

 地域公共交通出資業務等 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ ３.(４)    広報・情報公開の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ ６.(３)  

  地域公共交通出資及び

貸付け 

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ ３.(４)    情報セキュリティ対策の推

進 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６.(４)  

 物流施設融資 － － Ｂ Ｂ Ａ ３.(４)    環境への配慮 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６.(５)  

 内航海運活性化融資 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － ３.(４)            

特例業務（国鉄清算業務） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(５)            

 年金費用等の支払及び

資産処分の円滑な実施

等 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(５)            

 会社の経営自立のため

の措置等 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３.(５)            

                   

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書Ｎｏ．」欄には、令和４年度の項目別評定調書の項目別調書Ｎｏ．を記載。 

  

  



5 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（１） 鉄道建設等業務 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保強化 

政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

政策目標 Ⅻ 国際協力、連携等の推進 

施策目標 23 整備新幹線の整備を推進する 

施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

施策目標 43 国際協力、連携等を推進する 

当該事業実施に係

る根拠（個別法条文

など） 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号）

第 13 条第１項、第３項、第４項、第 14 条第１項、附則第９条、附則第 11

条第１項第１号及び第４項 

・全国新幹線鉄道整備法（昭和 45 年法律第 71 号） 

・都市鉄道等利便増進法（平成 17 年法律第 41 号） 

・鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号） 

・海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年

法律第 40 号） 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

・整備新幹線整備事業の完成・開業年度目標の達成に向けた適切な工程管理 

・整備新幹線整備事業における適切な事業費の管理 

・都市鉄道利便増進事業の完成・開業年度目標の達成に向けた適切な工程管理 

・都市鉄道利便増進事業における適切な事業費の管理 

【難易度：高】 

・整備新幹線整備事業の完成・開業年度目標の達成に向けた適切な工程管理 

・整備新幹線整備事業における適切な事業費の管理 

・都市鉄道利便増進事業の完成・開業年度目標の達成に向けた適切な工程管理 

・都市鉄道利便増進事業における適切な事業費の管理 

・鉄道建設業務に関する技術力を活用した受託業務等の支援 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

行政事業レビュー事業番号：153、331、332、333、367、372 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

  平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

完成・開業年

度目標 

北陸新幹線

(金沢～敦賀

間):令和５

年度末 

― ― ― ― ― ― 

 予算額(千円) 

777,774,094 795,406,351 803,537,065 829,560,026 591,742,682 

完成・開業年

度目標 

九州新幹線

西九州ルー

ト(武雄温泉

～長崎間):

令和４年度 

― ― ― ― ― 

令和４年

９月 23

日開業 

 決算額(千円) 

754,130,706 789,387,595 821,366,518 708,848,369 619,725,726 

完成・開業年

度目標 

神奈川東部

方面線(相

鉄･JR 直通

― ― 

令和元年

11 月 30

日開業 

― ― ― 

 経常費用(千円) 

377,514,667 361,216,179 364,850,510 357,960,727 352,211,914 
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線):令和元

年度下期 

完成・開業年

度目標 

神奈川東部

方面線(相

鉄･東急直通

線):令和４

年度下期 

― ― ― ― ― 

令和５年

３月 18

日開業 

 経常利益(千円) 

389,299 457,655 1,910,626 49,978 178,328 

機構の技術支

援等への満足

度（５段階評

価） 

平均 3.0 以

上 
― 4.2 4.2 3.8 3.4 4.3 

 行政ｺｽﾄ(千円) 

― 362,131,094 367,511,279 408,490,994 352,994,023 

技術支援等の

実施件数 
― 

平成 25 年度

から平成 29

年度(見込

み)までの件

数･78 件 

10 件 13 件 16 件 12 件 26 件 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺ

ｽﾄ(千円) 

140,156,759 ― - ― ― 

機構職員向け

技術研修の受

講者数 

― 

平成 25 年度

から平成 28

年度までの

施工監理講

習受講者

数・2,406 人 

606 人 591 人 532 人 514 人 517 人 

 従事人員数 

1,454 1,464 1,414 1,354 1,324 

学会等への応

募・発表数 
― 

平成 25 年度

から平成 28

年度までの

学会等への

応募・発表

数・306 件 

128 件 140 件 120 件 80 件 103 件 

       

機構による業

務成果を公表

する場の開催

数 

― 

平成 25 年度

から平成 28

年度までの

技術研究会

等開催数・

30 件 

６件 ６件 ６件 ６件 ６件 

       

我が国事業者

の参入を目指

して機構が行

った海外高速

鉄道調査等の

受注額 

― ― 0.4 億円 1.5 億円 0.5 億 0.5 億 0.5 億 

       

機構が海外高

速鉄道調査等
― ― ０億円 ０億円 ０億円 ０億円 ０億円 
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を行った結果

参入した我が

国事業者によ

る鉄道システ

ムの受注額 

専門家派遣数 ― 

平成 25 年度

から平成 28

年度までの

実績･126 人

(27 ｶ国) 

36 人 

(10 ｶ国･

地域) 

40 人 

(12 ｶ国･

地域) 

０人 ０人 20 人 

       

研修員等受入

数 
― 

平成 25 年度

から平成 28

年度までの

実績･402 人

(41 ｶ国) 

385 人 

(17 ｶ国･

地域) 

435 人 

(９ｶ国･

地域) 

０人 ０人 25 人 

       

貸付料及び譲

渡代金につい

て、回収計画

に沿って回収

を行った件数 

― 

平成 25 年度

から平成 29

年度(見込

み)までの回

収件数･971

件(鉄道事業

者数:27 者) 

192 件 

(鉄道事

業者:25

者) 

186 件 

(鉄道事

業者:26

者) 

174 件 

(鉄道事

業者:25

者) 

167 件 

(鉄道事

業者:24

者) 

158 件 

（鉄道事

業者：23

者） 

       

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：鉄道建設業務について

は、北陸新幹線（金沢・敦賀間）

の工期遅延・事業費増嵩に対し

て国土交通大臣より「業務運営

の抜本的な改善に関する命令」

（令和２年 12月 22 日）が発出

され、その中で、正確な情報に

基づいて工程管理や増嵩把握

を行えなかったこと、機構の組

織内の情報伝達や、国、自治体

等関係者との情報共有が適切

に図れなかったことが指摘さ

れたことから、機構では、「業

務運営の抜本的な改善に関す

る命令を受けての改善措置に

ついて」（令和３年１月 29 日）

のとおり改善のための措置を

とりまとめ、これを実行に移し

鉄道建設等業務の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ａ４点×１項目＋Ｂ３点×（４項目＋４項目）＋Ｂ３点×３項目）÷（８項目＋

４項目）≒3.08 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

鉄道建設等業務の評価 

整備新幹線整備事業について、北陸新幹線（金沢・敦賀間）については、「業務

運営の抜本的な改善に関する命令」を受けての改善措置を着実に実施し、事業を進

捗させた。九州新幹線（武雄温泉・長崎間）については、開業準備を着実に進め、

令和４年９月 23 日に開業させた。北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）について

は、物価上昇、消費税増税等の影響や、発生土受入地確保の難航に伴うトンネルの

掘削開始の遅れ、巨大な岩塊の出現によるトンネル掘削の一時中止等、工事実施計

画認可時には必ずしも予見できなかった課題の発生により、工程・事業費管理の難
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た。また、「北陸新幹線の工程・

事業費管理に関する検証委員

会報告書」（令和３年６月２５

日）により、整備新幹線の構造

的課題や機構において改善す

べき課題等についての対応の

方向性が示されたことから、そ

こでの指摘内容を踏まえて「鉄

道・運輸機構改革プラン」（令

和３年７月 30 日）を策定し、

当該プランに沿った徹底的な

業務改善等の取組みを着実に

実施した。 

建設中の整備新幹線の各路

線については、依然として全国

的に工事発注の不調不落や資

機材の逼迫が発生している厳

しい環境の中、中期目標で示さ

れた事業の各段階における留

意事項を踏まえ、各線区におい

て設定された完成・開業時期に

向け、それぞれ工程管理を行

い、九州新幹線（武雄温泉・長

崎間）においては、令和４年９

月 23 日に開業させた。事業の

実施に当たっては、令和３年２

月に新設した事業総合管理委

員会において、理事長のトップ

マネジメントの下、工程と事業

費を同時かつ総合的に審議し、

各線区における工事の進捗確

認、リスクの把握及び対策の策

定等に適切に取り組んだ。 

なお、北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）については、認可

時には予測できなかった事象

への対応等の影響に関して早

い段階で精査を行う観点から、

令和４年９月から 12 月にかけ

て、「北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）の整備に関する有

識者会議」（以下「有識者会議」

という。）において、現時点で

見通せる範囲で事業費への影

響、工程の現状・工夫等につい

て精査した結果、約 6,450 億円

の事業費増加が見込まれると

される等の報告書が 12 月にと

りまとめられた。これを受け、

工事の進捗による設備工事の

追加に加え、前述の事業費増加

易度が高まっている状況にあるが、関係者とリスクの共有を行いながら、事業を進

捗させた。  

都市鉄道利便増進事業については、課題等を関係者間で共有し、工程管理・事業

費管理を適切に行うことで、神奈川東部方面線（相鉄・東急直通線）を令和５年３

月 18日に開業させた。 

 機構の技術力の活用については、受託業務や技術支援等を継続的に実施すると

ともに、技術基準類の整備や技術開発に継続的に取り組み、成果の活用や公表に努

めた。 

 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取り組みについては、積極的かつ適切に海

外高速鉄道調査等業務を行ったほか、国際学術会議等への参画や、海外関係機関と

の技術交流といった国際協力業務を実施した。 

 鉄道施設の貸付・譲渡等については、鉄道事業者に対し貸付又は譲渡した鉄道施

設の貸付料・譲渡代金について要回収額を全額回収した。 
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を含んだ工事実施計画の変更

認可申請を行い、令和５年３月

に認可を受けた。今後は、事業

費や進捗状況等を継続的にモ

ニタリングしながら、工事の着

実な進捗を図ることとしてい

る。 

神奈川東部方面線（相鉄・東

急直通線）については、土木本

体工事、軌道敷設工事、機械工

事、建築工事及び電気工事を完

了させた。また、開業監査等に

ついて各作業を行う部門ごと

の連携を十分に密なものとし

て進め、令和５年３月 18 日に

完成・開業させた。 

受託業務については、中央新

幹線について、協定に基づき工

事を完成させるため、適切な事

業費と工程の管理に努め、関係

者と連携・調整を図りながら工

事の着実な推進に努めた。ま

た、鉄道計画に関する調査の支

援を実施したほか、南阿蘇鉄道

(株)からの要請に基づき、災害

復旧支援事業も実施し令和５

年２月に全ての復旧支援を完

了させた。 

鉄道分野の技術力を活用し、

鉄道事業者や地方公共団体の

要請に基づき技術支援等を実

施した件数は、前中期目標期間

の平均である 15.6 件より多い

26 件であった。実施にあたっ

ては、適切かつきめ細やかに行

うことを念頭に対応し、その結

果、要請者から５段階評価で、

平均 4.3 の評価を得られた。ま

た、各地方鉄道協会、第三セク

ター鉄道等協議会、第三セクタ

ー鉄道等道府県協議会、鉄道総

合技術研究所等が主催する会

議において、積極的に機構の技

術支援に係る情報発信を行う

とともに、地域鉄道に係る老朽

化や防災・被災を含む諸課題の

情報収集に努めた。 

鉄道建設に係る業務の質の

向上に向けた取組みについて

は、技術基準類の整備と工事の

検査を充実させる対策を進め
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たほか、講習や資格取得の支援

等に努めた。また、調査、設計、

施工、改良に係る技術開発を推

進したことに加え、機構が行っ

た事業や開発した技術が、社会

の発展や技術の向上に寄与す

ると認められ、各種学会より賞

を受賞した。さらに各種学会等

に参加し、その発表会等を通じ

て技術開発の成果を公表した

ほか、鉄道建設特有の技術を部

外へ適切に理解してもらうた

めの取組みも積極的に実施し

た。 

我が国鉄道技術の海外展開

に向けた取組みについては、海

外高速鉄道調査等業務につい

て、海外社会資本事業への我が

国事業者の参入の促進に関す

る法律（平成 30 年法律第 40

号。以下「海外インフラ展開法」

という。）第 3 条の規定に基づ

き国土交通大臣が定める海外

社会資本事業への我が国事業

者の参入の促進を図るための

基本的な方針（以下「海外イン

フラ展開法基本方針」という。）

に従って適切に業務を行い、我

が国事業者の海外事業への参

入の後押しに努めた。また、国

際協力業務については、海外の

鉄道プロジェクトへの技術協

力等を行った。 

鉄道施設の貸付・譲渡の業務

等に関し、貸付料及び譲渡代金

について、回収計画に沿って全

額回収した。なお、新型コロナ

ウイルス感染症による今後の

影響が不透明な状況にあるこ

とを踏まえ、鉄道事業者の経営

状況の調査・検証の態勢整備を

図るとともに、国土交通大臣が

指定する譲渡代金の償還期間

（25 年間）が変更された事業

者等については、令和２年度決

算終了後ヒアリング等により

経営状況等の把握を図り、償還

確実性を検証した。加えて、九

州新幹線（武雄温泉・長崎間）

について、令和４年９月にＪＲ

九州へ、神奈川東部方面線（相
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鉄・東急直通線）について、令

和５年３月に相模鉄道(株)及

び東急電鉄(株)へそれぞれ鉄

道施設の貸付を行った。また、

貨物調整金について、国土交通

大臣の承認を受けた金額をＪ

Ｒ貨物に速やかに交付した。 

 

＜課題と対応＞ 

 第４期中期目標期間評価（見

込）において主務大臣から示さ

れた＜指摘事項、業務運営上の

課題及び改善方策＞への対応

として、北海道新幹線について

は、有識者会議の精査結果によ

り約 6,450 億円の事業費増加

となり、沿線地方公共団体等と

情報共有を行い、事業費増加を

含む工事実施計画の変更認可

を受けた。今後は、有識者会議

の報告書を踏まえて工程の工

夫について取組むとともに、事

業費や進捗状況等を継続的に

モニタリングしながら沿線の

地方公共団体等と情報共有を

行い、必要な協力を得ながら工

事の着実な進捗を図ることと

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）鉄道建設等業

務 

機構は、公的資金

による鉄道建設事業

を行っており、これ

を実現するため、調

査・計画の作成から

地方公共団体等関係

機関との円滑な協

議・調整、用地取得

交渉、各種構造物の

設計・施工までの業

務を一貫して実施す

るなど、鉄道建設業

務に関する総合的な

（１）鉄道建設等業

務 

機構は、鉄道建設

業務に関する総合的

なマネジメントを行

える我が国唯一の公

的な整備主体とし

て、国民生活の向上

や経済社会の発展、

地球環境にやさしい

交通ネットワークの

構築に資する良質な

鉄道を所定の工期内

に安全にかつ経済的

に建設することを推

（１）鉄道建設等業

務 

 北陸新幹線（金

沢・敦賀間）の工期

遅延・事業費増加に

関連して発出された

「業務運営の抜本的

な改善に関する命

令」（令和２年12月

22日）を重く受け止

め、同命令に基づき

機構が策定した「業

務運営の抜本的な改

善に関する命令を受

けての改善措置につ

＜主な定量的指標

＞ 

 鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

・北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）：

令和１２年度末 

・北陸新幹線（金

沢・敦賀間）：令和５

年度末※ 

・九州新幹線西九

州ルート（武雄温

泉・長崎間）：令和４

＜主要な業務実績＞ 

［整備新幹線整備事業の

完成・開業年度目標の達

成に向けた適切な工程管 

理］ 

 第４期中期目標で示さ

れた＜具体的な完成・開

業年度目標＞の達成に向

け、「業務運営の抜本的な

改善に関する命令を受け

ての改善措置について」、

「鉄道・運輸機構改革プ

ラン」等を踏まえ、事業総

合管理委員会による工程

と事業費の一体的な管理

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「業務運営の抜本的な改

善に関する命令を受けての改

善措置について」、「鉄道・運輸

機構改革プラン」等に基づく業

務プロセスの改善や組織・人事

体制の見直しなどに取り組ん

でいるところである。具体的に

は、事業総合管理委員会による

工程と事業費の一体的な管理

を実施するとともに、国や地方

公共団体等の関係者と工事の

進捗状況や発生している事象

等について密に情報を共有し、

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については、工程・事業費を管理する上で

の課題を関係者間で共有するなど工程・事業費の適切な管理に努めるとともに、工

事の着実な遂行に必要な組織・人員を各地に配置するなど、工程・事業費の管理に

必要な体制を構築した。こうした状況の中で、発生土受入地確保の難航に伴うトン

ネルの掘削開始の遅れや巨大な岩塊の出現によるトンネル掘削の一時中止等、工

事実施計画認可時には必ずしも予見できなかった課題が発生したが、適宜関係者

と現状やリスクを共有するとともに、機構においてどのような工程短縮策が取れ

るのかを検討し、状況を的確に把握して進捗を図るための取組が行われ、トンネル

工事については全 40 工区の掘削工事に着手するなど、事業を進捗させた。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）については、「業務運営の抜本的な改善に関する命
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マネジメントを行え

る我が国唯一の公的

な整備主体である。

このため、良質な鉄

道を経済的に安全に

かつ工期どおりに建

設することが重要な

目的であるとの認識

に基づき、これらの

実施に当たっては、

環境保全、都市計画

との整合等鉄道建設

に関わる課題へ適切

に対応するととも

に、技術力の向上、

技術開発の推進と公

表、工事コストの縮

減、適切な事業費の

設定及び管理を通じ

た鉄道建設の業務の

質の確保を図りつ

つ、整備新幹線の建

設、都市鉄道利便増

進事業、民鉄線及び

受託事業等における

所要の業務を推進す

る。 

この際、北陸新幹

線（金沢～敦賀間）

の工期遅延・事業費

増加に関連して発出

した「業務運営の抜

本的な改善に関する

命令」を重く受け止

め、同命令に基づき

機構が策定した「業

務運営の抜本的な改

善に関する命令を受

けての改善措置につ

いて」を確実に実施

するものとする。 

 

① 工事完成予定

時期を踏まえた事業

の着実な進捗 

整備新幹線の建設

や都市鉄道利便増進

事業等について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業費・工程

の管理を徹底するこ

進する。これらの実

施に当たっては、環

境保全、都市計画と

の整合等鉄道建設に

関わる課題へ適切に

対応するとともに、

技術力の向上、技術

開発の推進と公表、

工事コストの縮減、

適切な事業費の設

定・管理を通じた鉄

道建設の業務の質の

確保を図りつつ、整

備新幹線整備事業、

都市鉄道利便増進事

業、民鉄線及び受託

事業等における所要

の業務を遂行する。 

特に、北陸新幹線（金

沢・敦賀間）の工期

遅延・事業費増加に

関連して発出された

「業務運営の抜本的

な改善に関する命

令」を重く受け止め、

同命令に基づき機構

が策定した「業務運

営の抜本的な改善に

関する命令を 受け

ての改善措置につい

て」を確実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 整備新幹線整備

事業  

建設中の新幹線の

各路線について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業を着実に

推進するため、事業

費及び工程の管理を

適切に行うととも

いて」（令和３年１

月29日）を引き続き

確実に実施するとと

もに、業務改善の取

組をより一層進める

ために策定した「鉄

道・運輸機構改革プ

ラン」（令和３年７

月30日）に基づく取

組みを着実に推進す

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 整備新幹線整備

事業 

建設中の新幹線の

各路線について、事

業費及び工程の管理

を適切に行うととも

に、公的整備主体と

して関係者との連

携・調整を図り、以

年度 

※令和３年３月３

１日付で工事実施

計画の変更認可を

受け、完成・開業予

定時期が令和４年

度末から令和５年

度末となった。 

 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

以下の路線を開

業または工事進捗

させるため、適切に

工程管理を行った

か。 

・北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間） 

工事実施計画に

基づく令和 17 年度

末までの完成・開業

予定に対し、「整備

新幹線の取扱いに

ついて」（平成 27 年

１月 14 日政府・与

党申合せ。以下「政

府・与党申合せ」と

いう。）による令和

12年度末の完成・開

業に向けて、概ね令

和４年度末までに

トンネル及び高架

橋等の発注を完了

させるため、適切に

工程管理を行った

か。 

・北陸新幹線（金

沢・敦賀間） 

令和５年度末の

完成・開業に向けて

最大限努力すると

いう目標達成のた

め、令和４年度末ま

でに土木本体工事、

軌道敷設工事の着

実な進捗を図り、適

切に工程管理を行

ったか。 

を実施するとともに、国

や地方公共団体等の関係

者と工事の進捗状況や発

生している事象等につい

て密に情報を共有し、必

要な協力を得ながら事業

を進めた。また、北陸新幹

線に続き、北海道新幹線

においても、工事の着実

な遂行に必要な組織・人

員を各地に配置するな

ど、事業執行体制を強化

した。 

上記の取組みを行いな

がら、以下のとおり各線

区の着実な進捗を図っ

た。 

 

（１）北海道新幹線（新函

館北斗・札幌間） 

令和 12 年度末の完成・

開業に向けて、概ね令和

４年度末までにトンネル

及び高架橋等の発注を完

了し、土木工事の進捗を

図るため、適切な工程管

理に努めた。 

令和４年度計画に対す

る実績は以下のとおりで

ある。 

・トンネル工事における

建設発生土受入地の確保

については、地方公共団

体等と連携し、北海道新

幹線事業の意義をはじめ

として、発生土の性状や

受入地における具体的な

環境対策工等について地

元の理解を得られるよう

丁寧に説明し、発生土受

入地の確保に係る協議を

進めた。令和５年３月末

現在、受入土量約 1,970万

m3 のうち約 94%に相当す

る約 1,860万 m3の受入地

を確保した。残りの受入

地については、関係地方

公共団体等と情報共有を

図りながら、受入地確保

に向けた調整を行ってい

る。 

必要な協力を得ながら事業を

進めた。また、北陸新幹線に続

き、北海道新幹線においても、

工事の着実な遂行に必要な組

織・人員を各地に配置するな

ど、工事管理に必要な体制を構

築した。 

北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）においては、完成・開

業時期の５年前倒しという目

標に向け事業を進め、トンネル

工事については全工区の発注

を完了しているところである

が、トンネル掘削工程へ影響を

及ぼす可能性のある建設発生

土受入地確保に係る協議の難

航や、トンネル工事における地

質状況等の課題が存在する。こ

れに対して、建設発生土受入地

については、関係地方公共団体

等との連携を図りながら、地元

の理解を得られるよう協議を

進めた。また、地質状況等の把

握に努めながら掘削工事の進

捗を図るとともに、有識者会議

の報告書を踏まえ、工程の工夫

について検討を行っていると

ころである。高架橋等工区につ

いては詳細設計等を概ね完了

させており、全 21 工区中、令

和３年度に契約済みの１件に

加え、12件を新たに契約し、５

件についての発注手続きを進

めている。今後も工事発注を進

め、令和５年度には全 21 工区

の高架橋等工事の契約を完了

する見込みである。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）

においては、改善措置を踏まえ

て国や地方公共団体等の関係

者と情報共有を図りながら適

切な工程管理を行い、土木本体

工事を完了するとともに、軌道

敷設工事については本線部を

完了するなど、工事の着実な進

捗を図った。 

九州新幹線（武雄温泉・長崎

間）においては、開業監査等を

着実に進め、令和４年９月 23

日に開業した。 

以上のことより、各線区にお

令」に対する改善措置に基づいて、工事の進捗状況について、毎月、沿線自治体等

との間で工程・事業費管理に関する連絡会議等を開催して定期的・体系的な情報共

有を行うなど、業務改善命令に基づく改善措置に沿った工程・事業費の管理を行

い、令和４年４月に土木本体工事を完了するなど、事業を進捗させた。 

 九州新幹線（武雄温泉・長崎間）については、開業準備を着実に進め、令和４年

９月 23 日に開業させた。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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とによって、鉄道建

設事業のプロジェク

ト遂行の確実性を確

保し、着実な進捗を

図る。 

具体的には、鉄道

建設事業は、ⅰ測量・

設計等の業務や用地

協議・取得等を行う

工事の準備段階、ⅱ

土木工事や軌道工事

といった工事実施段

階、ⅲ開業に向けた

諸試験・検査の実施

など開業準備段階に

分けられるが、各事

業が、それぞれどの

段階に位置し、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

把握することとす

る。また、工区単位

で事業費や工程に課

題が発生していない

か機構内で随時確認

し、課題が発生した

場合には、速やかに

関係者との調整を行

うなど、事業費・工

程の管理を一層徹底

する。 

この際、これまで

機構が培ってきた鉄

道建設の経験と技術

力を駆使して、良質

な鉄道を予定された

事業費の範囲内で経

済的に安全にかつ工

期どおりに建設する

ことが重要であり、

建設工事の実施に当

たっては技術開発の

動向等を踏まえてコ

スト縮減に努め、想

定できなかった現地

状況に対応する必要

性が生じた等、工事

実施計画の認可等の

に、公的整備主体と

して関係者との連

携・調整を図り、今

中期計画期間中にお

いては以下のとおり

各路線の目標達成を

目指す。 

 

ａ．北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間） 

工事実施計画に基づ

く令和１７年度末ま

での完成・開業予定

に対し、「整備新幹線

の取扱いについて」

（平成２７年１月１

４日政府・与党申合

せ。以下「政府・与党

申合せ」という。）に

よる令和１２年度末

の完成・開業に向け

て、概ね令和４年度

末までにトンネル及

び高架橋等の発注を

完了し、土木工事の

進捗を図る。 

ｂ．北陸新幹線（金

沢・敦賀間） 

 令和５年度末の完

成・開業に向けて最

大限努力するという

目標達成のため、令

和４年度末までに土

木本体工事、軌道敷

設工事の着実な進捗

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．九州新幹線（武

雄温泉・長崎間） 

九州新幹線（西九州

下のとおり事業の着

実な進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

ａ．北海道新幹線

（新函館北斗・札幌

間） 

 ・建設発生土受入

地の確保に努め、ト

ンネル工事を実施す

る。 

・関係者との協議や

詳細設計等を推進

し、トンネル及び高

架橋等の土木本体工

事の発注を概ね完了

する。 

・機構初の取組みで

あるECI方式にて、

札幌車両基地高架橋

工事の発注手続きを

進める。 

ｂ．北陸新幹線（金

沢・敦賀間） 

・土木本体工事を完

了し、軌道敷設工事

を概ね完了する。 

・雪害対策設備や車

両検修設備、駅設備

等の機械工事を実施

する。 

・駅舎や車両基地内

建物等の建築工事を

概ね完了する。 

・変電設備や電車線

路設備等の電気工事

を概ね完了する。 

・開業準備段階に移

行するため、各作業

を行う部門ごとの連

携を十分に密なもの

とし、所要の諸試験

や検査を実施する。 

 

ｃ．九州新幹線（武

雄温泉・長崎間） 

・開業監査等を引き

※令和３年３月２

６日付で主務大臣

より中期目標の変

更指示を受け、同年

３月３１日付で中

期計画の変更認可

を主務大臣より受

けたこと及び同年

３月３１日付で工

事実施計画の変更

認可を受けたこと

により、北陸新幹線

（金沢・敦賀間）の

具体的な完成・開業

年度目標が平成３

４（令和４）年度末

から令和５年度末

に変更となったこ

とから、上記の評価

の視点についても

変更を行った。 

・九州新幹線（武雄

温泉・長崎間） 

九州新幹線（西九

州ルート）の開業の

あり方に係る六者

合意（平成２８年３

月２９日）に基づ

き、令和４年度の開

業に向け、適切に工

程管理を行ったか。 

 

・全延長の約８割を占め

るトンネル工事について

は、全 40 工区すべての工

区で発注済みであり、す

べての工区で掘削工事に

着手した。そのうち渡島

トンネル（村山）工区と昆

布トンネル（桂台）工区が

しゅん功し、10 工区につ

いては掘削工事が完了、

30 工区については地質状

況等の把握に努めながら

掘削工事を実施中であ

る。令和５年３月末現在、

ト ン ネ ル 総 延 長 約

168.9km のうち約 63%に相

当する約 105.8km の掘削

が完了した。なお、羊蹄ト

ンネル（比羅夫）工区にお

いては、令和３年度に巨

大な岩塊群が出現し、ト

ンネル掘削が２年以上停

止する見込みとなる事象

が発生しており、同岩塊

群の除去工事等を実施し

ている。また、令和３年度

にトンネル坑内への土砂

の流入が発生した渡島ト

ンネル（台場山）工区につ

いては、掘削工事を再開

した。 

・高架橋等区間について

は、道路・河川管理者との

協議、雪害対策の検討、Ｊ

Ｒ北海道から要請を受け

ている 320km/h 高速化の

検討を実施し、主な詳細

設計を完了した。高架橋

等工事については全21工

区中、令和３年度に契約

した市渡高架橋他工区に

おいては本体工事を進め

るとともに、令和４年度

には 12工区を新たに契約

した。そのうち、札幌駅で

はＪＲ北海道に委託した

工事の進捗を図ってい

る。現在、残り８工区中５

工区の発注手続きを進め

ている。札幌車両基地高

架橋工事については、Ｅ

いて、開業又は工事進捗させる

ため適切に工程管理を行い、事

業を推進していることから、中

期計画等における所期の目標

を達成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

○「業務運営の抜本的な改善に

関する命令」に対し、国土交通

大臣へ報告（「業務運営の抜本

的な改善に関する命令を受け

ての改善措置について（ご報

告）」）した取組みを前年度に引

き続き実施した。 

○「北陸新幹線の工程・事業費

管理に関する検証委員会報告

書」で指摘いただいた事項を踏

まえつつ、これに限らず業務プ

ロセスの改善や組織の見直し

など機構の仕事のあり方を根

本から見直すことを目的に策

定した「鉄道・運輸機構改革プ

ラン」について、具体的な取組

み内容や取組みの期限、責任者

を整理したロードマップを策

定したうえで、定期的に進捗を

確認するためのフォローアッ

プを実施することで、同プラン

の着実な進捗を図った。 

○令和３年度業務実績評価に

おいて主務大臣から示された

＜指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策＞（下記）につい

て、有識者会議の報告書を踏ま

えて工程の工夫について取り

組むとともに、進捗状況等を継

続的にモニタリングしながら、

沿線の地方公共団体等と情報

共有を行い、必要な協力を得な

がら工事の着実な進捗を図る

こととしている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策＞ 

北海道新幹線における工程

の精査については、一定の整理

がなされた際には、沿線自治体

等関係者に情報共有されたい。 
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後に不測の事態が生

じた場合を除き、認

可等の際の事業費を

上回らないようにす

るとともに、工事の

各段階では、特に以

下の点に留意して事

業を遂行することと

する。 

ⅰ 工事の準備段

階：工事実施段階に

向け、良質な鉄道を

経済的に安全にかつ

工期どおりに進めら

れるよう測量・設計

等の工事の準備を行

うこと 

ⅱ 工事実施段階：

これまで機構が培っ

てきた鉄道建設の経

験と技術力を駆使

し、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期すこと 

ⅲ 開業準備段階：

開業に向け、様々な

諸試験や検査を行う

こととなるため、各

作業を行う部門ごと

の連携を十分にし、

完成・開業予定時期

までに開業させるこ

と 

さらに、建設に係

る進捗状況について

公表するとともに、

整備新幹線の未着工

区間について、調査

を適切に実施すると

ともに、国民への説

明責任を果たすた

め、調査結果につい

て詳細な情報開示を

行う。 

＜具体的な完成・

開業年度目標＞ 

・鉄道建設につい

て、以下の時期まで

ルート）の開業のあ

り方に係る六者合意

（平成 28 年３月 29

日）に基づき、令和

４年度に対面乗換方

式により開業。 

 

 

 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。さ

らに、工区単位で事

業費や工程に課題が

発生していないか機

構内で随時確認し、

課題が発生した場合

は、速やかに関係者

との調整を行うな

ど、事業費・工程の

管理を一層徹底す

る。技術開発の動向

等を踏まえてコスト

縮減に努め、想定で

きなかった現地状況

に対応する必要性が

生じた等、工事実施

計画の認可の後に不

測の事態が生じた場

合を除き、認可の際

の事業費を上回らな

いようにするととも

に、各年度に行った

コスト縮減効果につ

いて整理・機構内で

の共有を図り、かつ、

中期目標で示された

事業の各段階におけ

る留意事項を踏ま

え、事業を遂行する。

今中期計画期間中に

おいては、全ての線

区で工事実施段階に

続き進め、令和4年

度秋頃の完成・開業

を実現する。 

（JR九州が９/23開

業を公表済） 

 

 

 

 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。事

業費や工程について

は、事業総合管理委

員会において理事長

のトップマネジメン

トの下、工区単位で

課題が発生していな

いか機構内で随時確

認し、課題の発現リ

スクがある場合や発

生した場合は、速や

かに関係者との調整

を行うなど、管理を

一層徹底する。ま

た、想定できない事

情により発生する工

程遅延や事業費上振

れリスクを低減する

ため、関係者間の会

議体等において、情

報共有を行い、課題

の解決に努めてい

く。その上で、工事

実施計画の認可の際

の事業費を上回るこ

とのないよう、技術

開発の動向等を踏ま

えてあらゆるコスト

縮減に努めるととも

に、各線区で行った

コスト縮減効果につ

いて整理し、機構内

ＣＩ方式による技術協力

業務の協定を令和４年５

月に締結し、施工者によ

る技術協力業務を開始し

た。 

・本線区は、着工から約10

年が経過し、トンネル工

事等も一定程度進捗して

いるが、予期せぬ自然条

件への対応、着工後の関

係者との協議における要

請等への対応など、認可

時には予測できなかった

事象への対応等の影響に

関して早い段階で精査を

行う観点から、令和４年

９月から 12 月にかけて、

有識者会議において、現

時点で見通せる範囲で事

業費への影響、工程の現

状・工夫等について精査

した。今後は、進捗状況等

を継続的にモニタリング

しながら、工事の着実な

進捗を図ることとしてい

る。 

 

（２）北陸新幹線（金沢・

敦賀間） 

令和５年度末の完成・

開業に向け、令和 4年度末

までに土木本体工事、軌

道敷設工事の着実な進捗

を図るなど、適切な工程

管理に努めた。 

令和４年度計画に対す

る実績は以下のとおりで

ある。 

・土木本体工事を令和４

年４月に完了するととも

に、本線部の軌道敷設工

事を完了した。 

・建築工事については、敦

賀駅を除いた各駅で完了

し、残る敦賀駅も外装工

事が概ね完了し、令和５

年２月に外観を公開し

た。敦賀車両基地内建物

等についても概ね完了し

た。 

・雪害対策設備や車両検
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に完成・開業させる

ことを目指す。 

九州新幹線西九州

ルート（武雄温泉～

長崎間）：令和４年度 

神奈川東部方面線

（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下期 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下期 

・北陸新幹線（金沢

～敦賀間）の建設に

ついて、安全確保を

大前提とし つつ、

令和５年度末の完

成・開業に向けて最

大限努力する。  

・なお、北海道新幹

線（新函館北斗～札

幌間）の建設につい

て、令和 12年度末の

完成・開業に向けて

事業の着実な進捗を

図る。 

＜目標水準の考え方

＞ 

整備新幹線整備事

業については基本的

に「整備新幹線の取

扱いについて」（平成

27年１月14日政府・

与党申合せ）におい

て示された完成・開

業予定時期を目標と

して設定した。ただ

し、北陸新幹線（金

沢～敦賀間） につ

いては、「整備新幹線

の取扱いについて」

において示された令

和４年度末の完成・

開業が困難となった

ことを踏まえて改め

て設定した。また、

都市鉄道利便増進事

業については都市鉄

道等利便増進法（平

成17年法律第41号）

に基づく速達性向上

計画において国土交

あるため、品質を確

保しつつ、合理的か

つ効率的な工事の実

施に努めるととも

に、安全な事業遂行

に万全を期す。さら

に、開業準備段階に

移行する線区におい

ては、開業に向け、

様々な諸試験や検査

を行うこととなるた

め、各作業を行う部

門ごとの連携を十分

に密なものとする。 

また、工事の進捗

状況をホームページ

等で公表する。未着

工区間について、調

査を適切に実施する

とともに、国民への

説明責任を果たすた

め、調査結果につい

て詳細な情報開示を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及び関係者間におい

て、コミュニケーシ

ョンツールや会議体

を通じて共有を図

る。 

また、中期目標で

示された事業の各段

階における留意事項

を踏まえ、事業を遂

行する。具体的に

は、工事実施段階に

ある線区について

は、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期す。開業準備段階

に移行する線区にお

いては、開業に向

け、様々な諸試験や

検査を行うこととな

るため、各作業を行

う部門ごとの連携を

十分に密なものとす

る。 

 

新型コロナウイル

ス感染症について

は、国による通知の

趣旨に則り対応して

いるところである

が、工事等の受注者

とともに感染拡大防

止に努め、完成・開

業予定時期を踏ま

え、工程に影響を及

ぼさないよう適切に

管理する。また、新

型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止

に取り組むにあた

り、事業費及び工程

への影響の把握に努

め、関係者間の会議

体等においてその影

響について情報共有

を行い、課題の早期

調整に努める。 

 

また、工事の進捗

修設備、駅設備等の機械

工事を着実に進めるとと

もに、変電設備や電車線

路工事等の電気工事を実

施し、変電所等設備につ

いては令和 5 年 3 月に地

上監査・検査を実施した。 

 

（３）九州新幹線（武雄温

泉・長崎間） 

令和４度秋頃の完成・

開業に向け、開業監査等

を着実に進めるなど、適

切な工程管理に努めた。 

・令和４年４月には地上

監査・検査、５月から６月

にかけて総合監査・検査

を着実に進め、令和４年

９月 23 日に開業した。 
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通大臣が認定した完

成・開業予定時期を

目標として設定し

た。 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

性化に大きな効果を

もたらすこと、都市

鉄道は、地域間交流・

連携の強化や都市機

能の向上等に寄与す

ること、加えて、鉄

道建設は、機構が有

する高度な技術力や

専門性を活用できる

分野であることか

ら、重要度は高い。 

【難易度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数あることに加え、

完成までに、多様な

工程・業務の積み上

げが必要であるた

め。 

状況をホームページ

等で公表する。未着

工区間について、調

査を実施する。特

に、北陸新幹線（敦

賀・新大阪間）につ

いては、環境影響評

価の手続きを適切に

実施する。 
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 （１）鉄道建設等業

務 

機構は、公的資金

による鉄道建設事業

を行っており、これ

を実現するため、調

査・計画の作成から

地方公共団体等関係

機関との円滑な協

議・調整、用地取得

交渉、各種構造物の

設計・施工までの業

務を一貫して実施す

るなど、鉄道建設業

務に関する総合的な

マネジメントを行え

る我が国唯一の公的

な整備主体である。

このため、良質な鉄

道を経済的に安全に

かつ工期どおりに建

設することが重要な

目的であるとの認識

に基づき、これらの

実施に当たっては、

環境保全、都市計画

との整合等鉄道建設

に関わる課題へ適切

に対応するととも

に、技術力の向上、

技術開発の推進と公

表、工事コストの縮

減、適切な事業費の

設定及び管理を通じ

た鉄道建設の業務の

質の確保を図りつ

（１）鉄道建設等業

務 

機構は、鉄道建設

業務に関する総合的

なマネジメントを行

える我が国唯一の公

的な整備主体とし

て、国民生活の向上

や経済社会の発展、

地球環境にやさしい

交通ネットワークの

構築に資する良質な

鉄道を所定の工期内

に安全にかつ経済的

に建設することを推

進する。これらの実

施に当たっては、環

境保全、都市計画と

の整合等鉄道建設に

関わる課題へ適切に

対応するとともに、

技術力の向上、技術

開発の推進と公表、

工事コストの縮減、

適切な事業費の設

定・管理を通じた鉄

道建設の業務の質の

確保を図りつつ、整

備新幹線整備事業、

都市鉄道利便増進事

業、民鉄線及び受託

事業等における所要

の業務を遂行する。 

特に、北陸新幹線

（金沢・敦賀間）の

工期遅延・事業費増

（１）鉄道建設等業

務 

 北陸新幹線（金

沢・敦賀間）の工期

遅延・事業費増加に

関連して発出された

「業務運営の抜本的

な改善に関する命

令」（令和２年12月

22日）を重く受け止

め、同命令に基づき

機構が策定した「業

務運営の抜本的な改

善に関する命令を受

けての改善措置につ

いて」（令和３年１

月２９日）を引き続

き確実に実施すると

ともに、業務改善の

取組をより一層進め

るために策定した

「鉄道・運輸機構改

革プラン」（令和3

年７月30日）に基づ

く取組みを着実に推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標

＞ 

 鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

・北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）：

令和 12 年度末 

・北陸新幹線（金

沢・敦賀間）：令和

５年度末 

・九州新幹線西九

州ルート（武雄温

泉・長崎間）：令和

４年度 

※令和３年３月 31

日付で工事実施計

画の変更認可を受

け ､ 認 可 額 が 約

14,121 億円から

16,779 億円(増加

額約2,658 億円)と

なった｡ 

 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・建設中の整備新

幹線の各路線につ

いて、適切な事業費

の設定及び管理を

実施しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

［整備新幹線整備事業に

おける適切な事業費の管

理］ 

建設中の整備新幹線の

各路線について、工事実

施計画の認可及び変更認

可の際に設定した事業費

を適切に管理すべく、工

事実施段階である令和４

年度においても工事実施

計画の認可及び変更認可

の際に想定した工事計

画・予算と照合・チェック

を定期的に行い、機構内

で整理・共有を行った。 

工程と事業費の一体的

な管理および工事完成ま

でのリスクを審議するた

め、事業総合管理委員会

の定期的な開催に加え、

必要に応じて臨時の開催

も行っている。さらに、事

業費や工程に課題が発生

した場合は、本社への報

告ルールに基づき適切に

情報共有し、速やかな対

応を行った。また、国や地

方公共団体等の関係者と

工事の進捗状況や発生し

ている事象等について密

に情報を共有した。 

コスト縮減について

は、発生土を工事用道路

整備などに自ら活用する

ほか、関係者と協議を行

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「業務運営の抜本的な改

善に関する命令を受けての改

善措置について」、「鉄道・運輸

機構改革プラン」等に基づく業

務プロセスの改善や組織・人事

体制の見直しなどに取り組ん

でいるところである。具体的に

は、各線区において事業総合管

理委員会を開催し、工程と事業

費の一体的な管理を実施する

とともに、事業費を管理する上

での課題を関係者間で共有し、

早期の解決を図ることにより、

建設中の各路線について、事業

費の適切な管理に努めた。ま

た、北陸新幹線に続き、北海道

新幹線においても、工事の着実

な遂行に必要な組織・人員を各

地に配置するなど、事業費管理

に必要な体制を構築した。 

北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）においては、上記の措

置に合わせてコスト縮減に取

り組んできたところであるが、

予期せぬ自然条件への対応、着

工後に生じた関係法令改正等

への対応、着工後の関係者との

協議等への対応、着工後の経済

情勢の変化への対応により、約

6,450 億円の事業費増加とな

る見込みであることが有識者

会議報告書において示された。

これに伴い、前述の事業費増加

を含んだ工事実施計画の変更

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）については、「業務運営の抜本的な改善に関する命

令」に対する改善措置に基づいて、工事の進捗状況とともに工事費の執行状況につ

いても、毎月、沿線自治体等との間で工程・事業費管理に関する連絡会議等を開催

して定期的・体系的な情報共有を行うなど、業務改善命令に基づく改善措置に沿っ

て工程・事業費の管理を行い、認可額の範囲内で事業を進捗させた。 

九州新幹線（武雄温泉・長崎間）については、認可額の範囲内で事業を進捗させ、

令和４年９月 23 日に開業させた。 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については、工程・事業費を管理する上で

の課題を関係者間で共有するなど工程・事業費の適切な管理に努めるとともに、工

事の着実な遂行に必要な組織・人員を各地に配置するなど、工程・事業費の管理に

必要な体制を構築した。こうした状況の中で、物価上昇や消費増税等のほか、発生

土受入地確保の遅れに伴う掘削開始の遅延や巨大な岩塊の出現によるトンネル掘

削の一時中止などの必ずしも予見できなかった課題が生じたため、工程の精査と

ともに事業費についても精査を行ったところ、約 6,450 億円の事業費増加となる

見込みであることが有識者会議報告書において示された。これに伴い、沿線地方公

共団体等とも情報共有を行いつつ、令和５年３月までに事業費増加を含んだ工事

実施計画の変更認可申請を行うなど適切に対応したところであり、引き続き事業

費や進捗状況等の継続的な監視を行い、工事の着実な進捗を図ることとしている。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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つ、整備新幹線の建

設、都市鉄道利便増

進事業、民鉄線及び

受託事業等における

所要の業務を推進す

る。 

 この際、北陸新幹

線（金沢～敦賀間）

の工期遅延・事業費

増加に関連して 発

出した「業務運営の

抜本的な改善に関す

る命令」を重く受け

止め、同命令に基づ

き機構が策定した

「業務運営の抜本的

な改善に関する命令

を受けての改善措置

について」を確実に

実施するものとす

る。 

 

①工事完成予定時期

を踏まえた事業の着

実な進捗 

整備新幹線の建設

や都市鉄道利便増進

事業等について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業費・工程

の管理を徹底するこ

とによって、鉄道建

設事業のプロジェク

ト遂行の確実性を確

保し、着実な進捗を

図る。 

具体的には、鉄道

建設事業は、ⅰ測量・

設計等の業務や用地

協議・取得等を行う

工事の準備段階、ⅱ

土木工事や軌道工事

といった工事実施段

階、ⅲ開業に向けた

諸試験・検査の実施

など開業準備段階に

分けられるが、各事

業が、それぞれどの

段階に位置し、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

加に関連して発出さ

れた「業務運営の抜

本的な改善に関する

命令」を重く受け止

め、同命令に基づき

機構が策定した「業

務運営の抜本的な改

善に関する命令を 

受けての改善措置に

ついて」を確実に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 整備新幹線整備

事業  

建設中の新幹線の

各路線について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業を着実に

推進するため、事業

費及び工程の管理を

適切に行うととも

に、公的整備主体と

して関係者との連

携・調整を図り、今

中期計画期間中にお

いては以下のとおり

各路線の目標達成を

目指す。 

 

ａ．北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間） 

工事実施計画に基

づく令和１７年度末

までの完成・開業予

定に対し、「整備新幹

線の取扱いについ

て｣(平成 27 年１月

14 日政府･与党申合

せ｡以下｢政府･与党

申合せ」という。）に

よる令和１２年度末

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 整備新幹線整備

事業 

建設中の新幹線の

各路線について、事

業費及び工程の管理

を適切に行うととも

に、公的整備主体と

して関係者との連

携・調整を図り、以

下のとおり事業の着

実な進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

ａ．北海道新幹線

（新函館北斗・札幌

間） 

 ・建設発生土受入

地の確保に努め、ト

ンネル工事を実施す

る。 

・関係者との協議や

詳細設計等を推進

し、トンネル及び高

架橋等の土木本体工

事の発注を概ね完了

 

 

い他事業でも活用すると

ともに、トンネル工事で

発生する湧水を、現地条

件により清濁分離するこ

とにより濁水処理量を削

減するなどの施工方法の

工夫等を行い、機構内や

関係者との情報共有を図

った。 

北海道新幹線（新函館

北斗・札幌間）において

は、着工から約 10 年が経

過し、予期せぬ自然条件

や資材価格等の上昇とい

った経済情勢の変化等へ

の対応が必要となったこ

とから、有識者会議にお

いて、事業費等への影響

について議論を行い、現

時点で約 6,450 億円の事

業費増加が見込まれると

される等の報告書が12月

にとりまとめられた。こ

れを受け、工事の進捗に

よる設備工事の追加に加

え、前述の事業費増加を

含んだ工事実施計画の変

更認可申請を行い、令和

５年３月に認可を受け

た。今後は、事業費や進捗

状況等を継続的にモニタ

リングしながら、工事の

着実な進捗を図ることと

している。 

認可申請を行い、令和５年３月

に認可を受けた。今後は、事業

費や進捗状況等を継続的にモ

ニタリングしながら、工事の着

実な進捗を図ることとしてい

る。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）

においては、改善措置を踏まえ

て国や地方公共団体等の関係

者と情報共有を図りながら適

切な事業費管理を行い、認可額

の範囲内で進捗した。また、九

州新幹線（武雄温泉・長崎間）

も認可額の範囲内で進捗した。 

以上のことから、中期計画等に

おける所期の目標を達成して

いると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

○「業務運営の抜本的な改善に

関する命令」に対し、国土交通

大臣へ報告（「業務運営の抜本

的な改善に関する命令を受け

ての改善措置について（ご報

告）」）した取組みを前年度に引

き続き実施した。 

○「北陸新幹線の工程・事業費

管理に関する検証委員会報告

書」で指摘いただいた事項を踏

まえつつ、これに限らず業務プ

ロセスの改善や組織の見直し

など機構の仕事のあり方を根

本から見直すことを目的に策

定した「鉄道・運輸機構改革プ

ラン」について、具体的な取組

み内容や取組みの期限、責任者

を整理したロードマップを策

定したうえで、定期的に進捗を

確認するためのフォローアッ

プを実施することで、同プラン

の着実な進捗を図った。 

○令和３年度業務実績評価に

おいて主務大臣から示された

＜指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策＞（下記）につい

て、有識者会議の精査結果によ

り約 6,450 億円の事業費増加

となり、沿線地方公共団体等と

情報共有を行い、事業費増加を

含む工事実施計画の変更認可

を受けた。今後は事業費等を継
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ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

把握することとす

る。また、工区単位

で事業費や工程に課

題が発生していない

か機構内で随時確認

し、課題が発生した

場合には、速やかに

関係者との調整を行

うなど、事業費・工

程の管理を一層徹底

する。 

この際、これまで

機構が培ってきた鉄

道建設の経験と技術

力を駆使して、良質

な鉄道を予定された

事業費の範囲内で経

済的に安全にかつ工

期どおりに建設する

ことが重要であり、

建設工事の実施に当

たっては技術開発の

動向等を踏まえてコ

スト縮減に努め、想

定できなかった現地

状況に対応する必要

性が生じた等、工事

実施計画の認可等の

後に不測の事態が生

じた場合を除き、認

可等の際の事業費を

上回らないようにす

るとともに、工事の

各段階では、特に以

下の点に留意して事

業を遂行することと

する。 

ⅰ 工事の準備段

階：工事実施段階に

向け、良質な鉄道を

経済的に安全にかつ

工期どおりに進めら

れるよう測量・設計

等の工事の準備を行

うこと 

ⅱ 工事実施段階：

これまで機構が培っ

てきた鉄道建設の経

の完成・開業に向け

て、概ね令和４年度

末までにトンネル及

び高架橋等の発注を

完了し、土木工事の

進捗を図る。 

 

ｂ．北陸新幹線（金

沢・敦賀間） 

令和５年度末の完

成・開業に向けて最

大限努力するという

目標達成のため、令

和４年度末までに土

木本体工事、軌道敷

設工事の着実な進捗

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．九州新幹線（武

雄温泉・長崎間） 

九州新幹線（西九

州ルート）の開業の

あり方に係る六者合

意（平成２８年３月

２９日）に基づき、

令和４年度に対面乗

換方式により開業。 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。さ

らに、工区単位で事

業費や工程に課題が

発生していないか機

する。 

・機構初の取組みで

あるECI方式にて、

札幌車両基地高架橋

工事の発注手続きを

進める。 

ｂ．北陸新幹線（金

沢・敦賀間） 

・土木本体工事を完

了し、軌道敷設工事

を概ね完了する。 

・雪害対策設備や車

両検修設備、駅設備

等の機械工事を実施

する。 

・駅舎や車両基地内

建物等の建築工事を

概ね完了する。 

・変電設備や電車線

路設備等の電気工事

を概ね完了する。 

・開業準備段階に移

行するため、各作業

を行う部門ごとの連

携を十分に密なもの

とし、所要の諸試験

や検査を実施する。 

 

ｃ．九州新幹線（武

雄温泉・長崎間） 

・開業監査等を引き

続き進め、令和4年

度秋頃の完成・開業

を実現する。 

（JR九州が9/23開業

を公表済） 

 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。事

業費や工程について

は、事業総合管理委

員会において理事長

続的にモニタリングしながら、

沿線の地方公共団体等と情報

共有を行い、必要な協力を得な

がら工事の着実な進捗を図る

こととしている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題

及び改善方策＞ 

北海道新幹線における事業

費の精査については、一定の整

理がなされた際には、沿線自治

体等関係者に情報共有された

い。 
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験と技術力を駆使

し、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期すこと 

ⅲ 開業準備段階：

開業に向け、様々な

諸試験や検査を行う

こととなるため、各

作業を行う部門ごと

の連携を十分にし、

完成・開業予定時期

までに開業させるこ

と 

さらに、建設に係

る進捗状況について

公表するとともに、

整備新幹線の未着工

区間について、調査

を適切に実施すると

ともに、国民への説

明責任を果たすた

め、調査結果につい

て詳細な情報開示を

行う。 

＜具体的な完成・開

業年度目標＞ 

・鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

九州新幹線西九州ル

ート（武雄温泉～長

崎間）：令和４年度 

神奈川東部方面線

（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下期 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下期 

・北陸新幹線（金沢

～敦賀間）の建設に

ついて、安全確保を

大前提としつつ、令

和５年度末の完成・

開業に向けて最大限

努力する。  

・なお、北海道新幹

線（新函館北斗～札

構内で随時確認し、

課題が発生した場合

は、速やかに関係者

との調整を行うな

ど、事業費・工程の

管理を一層徹底す

る。技術開発の動向

等を踏まえてコスト

縮減に努め、想定で

きなかった現地状況

に対応する必要性が

生じた等、工事実施

計画の認可の後に不

測の事態が生じた場

合を除き、認可の際

の事業費を上回らな

いようにするととも

に、各年度に行った

コスト縮減効果につ

いて整理・機構内で

の共有を図り、かつ、

中期目標で示された

事業の各段階におけ

る留意事項を踏ま

え、事業を遂行する。

今中期計画期間中に

おいては、全ての線

区で工事実施段階に

あるため、品質を確

保しつつ、合理的か

つ効率的な工事の実

施に努めるととも

に、安全な事業遂行

に万全を期す。さら

に、開業準備段階に

移行する線区におい

ては、開業に向け、

様々な諸試験や検査

を行うこととなるた

め、各作業を行う部

門ごとの連携を十分

に密なものとする。 

また、工事の進捗

状況をホームページ

等で公表する。未着

工区間について、調

査を適切に実施する

とともに、国民への

説明責任を果たすた

め、調査結果につい

て詳細な情報開示を

のトップマネジメン

トの下、工区単位で

課題が発生していな

いか機構内で随時確

認し、課題の発現リ

スクがある場合や発

生した場合は、速や

かに関係者との調整

を行うなど、管理を

一層徹底する。ま

た、想定できない事

情により発生する工

程遅延や事業費上振

れリスクを低減する

ため、関係者間の会

議体等において、情

報共有を行い、課題

の解決に努めてい

く。その上で、工事

実施計画の認可の際

の事業費を上回るこ

とのないよう、技術

開発の動向等を踏ま

えてあらゆるコスト

縮減に努めるととも

に、各線区で行った

コスト縮減効果につ

いて整理し、機構内

及び関係者間におい

て、コミュニケーシ

ョンツールや会議体

を通じて共有を図

る。 

また、中期目標で

示された事業の各段

階における留意事項

を踏まえ、事業を遂

行する。具体的に

は、工事実施段階に

ある線区について

は、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期す。開業準備段階

に移行する線区にお

いては、開業に向

け、様々な諸試験や

検査を行うこととな

るため、各作業を行
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幌間）の建設につい

て、令和 12年度末の

完成・開業に向けて

事業の着実な進捗を

図る。 

＜目標水準の考え方

＞ 

整備新幹線整備事

業については基本的

に「整備新幹線の取

扱いについて｣(平成

27年１月14日政府･

与党申合せ）におい

て示された完成・開

業予定時期を目標と

して設定した。ただ

し、北陸新幹線（金

沢～敦賀間） につ

いては、「整備新幹線

の取扱いについて」

において示された令

和４年度末の完成・

開業が困難となった

ことを踏まえて改め

て設定した｡また､都

市鉄道利便増進事業

については都市鉄道

等利便増進法(平成

17年法律第41号)に

基づく速達性向上計

画において国土交通

大臣が認定した完

成･開業予定時期を

目標として設定し

た。 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

性化に大きな効果を

もたらすこと、都市

鉄道は、地域間交流・

連携の強化や都市機

能の向上等に寄与す

ること、加えて、鉄

道建設は、機構が有

する高度な技術力や

専門性を活用できる

分野であることか

ら、重要度は高い。 

行う。 

 

う部門ごとの連携を

十分に密なものとす

る。 

新型コロナウイル

ス感染症について

は、国による通知の

趣旨に則り対応して

いるところである

が、工事等の受注者

とともに感染拡大防

止に努め、完成・開

業予定時期を踏ま

え、工程に影響を及

ぼさないよう適切に

管理する。また、新

型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止

に取り組むにあた

り、事業費及び工程

への影響の把握に努

め、関係者間の会議

体等においてその影

響について情報共有

を行い、課題の早期

調整に努める。 

また、工事の進捗

状況をホームページ

等で公表する。未着

工区間について、調

査を実施する。特

に、北陸新幹線（敦

賀・新大阪間）につ

いては、環境影響評

価の手続きを適切に

実施する。 
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【難易度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数あることに加え、

完成までに、多様な

工程・業務の積み上

げが必要であるた

め。 

 （１）鉄道建設等業

務 

機構は、公的資金

による鉄道建設事業

を行っており、これ

を実現するため、調

査・計画の作成から

地方公共団体等関係

機関との円滑な協

議・調整、用地取得

交渉、各種構造物の

設計・施工までの業

務を一貫して実施す

るなど、鉄道建設業

務に関する総合的な

マネジメントを行え

る我が国唯一の公的

な整備主体である。

このため、良質な鉄

道を経済的に安全に

かつ工期どおりに建

設することが重要な

目的であるとの認識

に基づき、これらの

実施に当たっては、

環境保全、都市計画

との整合等鉄道建設

に関わる課題へ適切

に対応するととも

に、技術力の向上、

技術開発の推進と公

表、工事コストの縮

減、適切な事業費の

②都市鉄道利便増進

事業等  

（ａ） 都市鉄道利

便増進事業 

工事完成予定時期

を踏まえ、事業を着

実に推進するため、

事業費及び工程の管

理を適切に行うとと

もに、公的整備主体

として関係者との連

携・調整を図り、今

中期計画期間中にお

いては、以下のとお

り各路線の目標達成

を目指す。 

 

ａ．神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線） 

令和元年度下期の開

業 

 

ｂ．神奈川東部方面

線（相鉄・東急直通

線） 

令和４年度下期の開

業 

 

 

 

 

なお、事業の実施

②都市鉄道利便増進

事業等 

都市鉄道利便増進事

業 

建設中の路線につ

いて、事業費及び工

程の管理を適切に行

うとともに、公的整

備主体として関係者

との連携・調整を図

り、以下のとおり事

業の着実な進捗を図

る。 

 

 

 

 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線） 

・土木本体工事、軌

道敷設工事、機械工

事、建築工 

事、電気工事を完了

する。 

・開業監査等を進

め、令和5年3月の完

成・開業を 

実現する。 

 

 

 

なお、事業の実施

＜主な定量的指標

＞ 

完成・開業年度目

標： 鉄道建設につ

いて、以下の時期ま

でに完成・開業させ

ることを目指す。 

・神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下

期 

・神奈川東部方面

線（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下

期 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線及び相鉄・東急直

通線）について、適

切に工程管理を行

ったか。 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

［都市鉄道利便増進事業

の完成・開業年度目標の

達成に向けた適切な工程

管理］ 

神奈川東部方面線（相

鉄・東急直通線）について

は、適切な工程管理に努

め、令和５年３月の完成・

開業を達成した。具体的

には、工事完成予定時期

と照らしてどの程度進捗

しているかを適切に把握

するよう努め、事業総合

管理委員会において進捗

状況や工事完成までのリ

スクを審議した。また、機

構内で整理した内容を１

回／月の頻度で、国土交

通省、関係地方公共団体、

関係営業主体と情報共有

するとともに、工程の管

理及び工事を推進する上

で課題となっている事柄

について関係者との早期

調整を図った。 

令和４年度計画に対す

る実績は以下のとおり。 

・土木本体工事、軌道敷設

工事、機械工事、建築工

事、電気工事を完成させ

た。 

・開業監査等を進め、令和

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：神奈川東部方面線（相鉄・

東急直通線）については、令和

５年３月の完成・開業を成し遂

げた。令和４年度は事業総合管

理委員会における、工程と事業

費の総合的な審議と合わせて、

国土交通省鉄道局、関係地方公

共団体、関係営業主体及び機構

で定期的に検討会を開催し、関

係者が一体となって課題の早

期調整を図ることで、適切な工

程管理に努め、土木本体工事、

軌道敷設工事、機械工事、建築

工事、電気工事を完了させた。

また、開業監査等について各作

業を行う部門ごとの連携を十

分に密なものとして進め、令和

５年３月 18 日に完成・開業さ

せた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

 「業務運営の抜本的な改善に

関する命令を受けての改善措

置について」に関しては、神奈

川東部方面線における工事の

進捗状況や事業の執行状況に

応じ、事業総合管理委員会にお

いて進捗状況や工事完成まで

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

神奈川東部方面線（相鉄・東急直通線）については、不測の事象が生じても、そ

の都度関係者との綿密な調整の上で対応を行うことにより、全体工程を遅らせる

ことなく、開業に必要な工事を実施するとともに、開業監査等を着実に実施した結

果、令和５年３月 18 日の開業を実現させた。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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設定及び管理を通じ

た鉄道建設の業務の

質の確保を図りつ

つ、整備新幹線の建

設、都市鉄道利便増

進事業、民鉄線及び

受託事業等における

所要の業務を推進す

る。 

この際、北陸新幹

線（金沢～敦賀間）

の工期遅延・事業費

増加に関連して発出

した「業務運営の抜

本的な改善に関する

命令」（令和２年１

２月２２日）を重く

受け止め、同命令に

基づき機構が策定し

た「業務運営の抜本

的な改善に関する命

令を受けての改善措

置について」（令和

３年１月２９日）を

確実に実施するもの

とする。 

 

① 工事完成予定時

期を踏まえた事業の

着実な進捗 

整備新幹線の建設

や都市鉄道利便増進

事業等について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業費・工程

の管理を徹底するこ

とによって、鉄道建

設事業のプロジェク

ト遂行の確実性を確

保し、着実な進捗を

図る。 

具体的には、鉄道

建設事業は、ⅰ測量・

設計等の業務や用地

協議・取得等を行う

工事の準備段階、ⅱ

土木工事や軌道工事

といった工事実施段

階、ⅲ開業に向けた

諸試験・検査の実施

など開業準備段階に

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。さ

らに、工区単位で事

業費や工程に課題が

発生していないか機

構内で随時確認し、

課題が発生した場合

は、速やかに関係者

との調整を行うな

ど、事業費・工程の

管理を一層徹底す

る。技術開発の動向

等を踏まえてコスト

縮減に努め、想定で

きなかった現地状況

に対応する必要性が

生じた等、速達性向

上計画の認定の後に

不測の事態が生じた

場合を除き、認定の

際の事業費を上回ら

ないようにするとと

もに、各年度に行っ

たコスト縮減効果に

ついて整理・機構内

での共有を図り、か

つ、中期目標で示さ

れた事業の各段階に

おける留意事項を踏

まえ、事業を遂行す

る。今中期計画期間

中において、神奈川

東部方面線（相鉄・

ＪＲ直通線）は開業

準備段階にあるた

め、開業に向け、

様々な諸試験や検査

を行うこととなるた

め、各作業を行う部

門ごとの連携を十分

に密なものとする。

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。事

業費や工程について

は、事業総合管理委

員会において理事長

のトップマネジメン

トの下、工区単位で

課題が発生していな

いか機構内で随時確

認し、課題の発現リ

スクがある場合や発

生した場合は、速や

かに関係者との調整

を行うなど、管理を

一層徹底する。ま

た、想定できない事

情により発生する工

程遅延や事業費上振

れリスクを低減する

ため、関係者間の会

議体等において、情

報共有を行い、課題

の解決に努めてい

く。その上で、速達

性向上計画の認定の

際の事業費を上回る

ことのないよう、技

術開発の動向等を踏

まえてあらゆるコス

ト縮減に努めるとと

もに、コスト縮減効

果について整理し、

機構内及び関係者間

において、コミュニ

ケーションツールや

会議体を通じて共有

を図る。 

また、中期目標で

示された事業の各段

階における留意事項

を踏まえ、事業を遂

行する。具体的に

は、開業準備段階に

５年３月の完成・開業を

実現した。 

のリスクの審議や、機構内で整

理した内容を１回/月の頻度で

関係者と情報共有するととも

に、工程の管理及び事業を推進

する上で課題となっている事

柄について関係者との早期調

整を図る措置を講じた。 

新型コロナウイルス感染症

については、国による通知※の

趣旨に則り対応しているとこ

ろであるが、工事等の受注者と

ともに感染拡大防止に努め、完

成・開業予定時期を踏まえ、引

き続き適切な工程管理を実施

した。また、工事への影響の把

握に努め、関係者と情報共有を

行い、課題の早期調整に努め

た。 

※「新型コロナウイルス感染症

に係る緊急事態宣言を踏まえ

た工事及び業務の対応につい

て」（令和２年４月７日）、「工

事及び業務における新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大

防止対策の徹底について」（令

和２年４月 20日）等。 
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分けられるが、各事

業が、それぞれどの

段階に位置し、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

把握することとす

る。また、工区単位

で事業費や工程に課

題が発生していない

か機構内で随時確認

し、課題が発生した

場合には、速やかに

関係者との調整を行

うなど、事業費・工

程の管理を一層徹底

する。 

この際、これまで

機構が培ってきた鉄

道建設の経験と技術

力を駆使して、良質

な鉄道を予定された

事業費の範囲内で経

済的に安全にかつ工

期どおりに建設する

ことが重要であり、

建設工事の実施に当

たっては技術開発の

動向等を踏まえてコ

スト縮減に努め、想

定できなかった現地

状況に対応する必要

性が生じた等、工事

実施計画の認可等の

後に不測の事態が生

じた場合を除き、認

可等の際の事業費を

上回らないようにす

るとともに、工事の

各段階では、特に以

下の点に留意して事

業を遂行することと

する。 

ⅰ 工事の準備段

階：工事実施段階に

向け、良質な鉄道を

経済的に安全にかつ

工期どおりに進めら

れるよう測量・設計

線）は工事実施段階

にあるため、品質を

確保しつつ、合理的

かつ効率的な工事の

実施に努めるととも

に、安全な事業遂行

に万全を期す。ま

た、開業準備段階に

移行した後は、開業

に向け、様々な諸試

験や検査を行うこと

となるため、各作業

を行う部門ごとの連

携を十分に密なもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）民鉄線事業 

 安全かつ着実な事

業の推進のため関係

者との連携を図りな

がら、以下のとおり

目標達成を目指す。 

 

・小田急小田原線 

 平成３０年度の事

業完了 

 

 

移行しているので、

開業に向け、様々な

諸試験や検査を行う

こととなるため、各

作業を行う部門ごと

の連携を十分に密な

ものとする。 

新型コロナウイル

ス感染症について

は、国による通知の

趣旨に則り対応して

いるところである

が、工事等の受注者

とともに感染拡大防

止に努め、完成・開

業予定時期を踏ま

え、工程に影響を及

ぼさないよう適切に

管理する。また、新

型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止

に取り組むにあた

り、事業費及び工程

への影響の把握に努

め、関係者間の会議

体等においてその影

響について情報共有

を行い、課題の早期

調整に努める。 
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等の工事の準備を行

うこと 

ⅱ 工事実施段階：

これまで機構が培っ

てきた鉄道建設の経

験と技術力を駆使

し、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期すこと 

ⅲ開業準備段階：開

業に向け、様々な諸

試験や検査を行うこ

ととなるため、各作

業を行う部門ごとの

連携を十分にし、完

成・開業予定時期ま

でに開業させること 

さらに、建設に係る

進捗状況について公

表するとともに、整

備新幹線の未着工区

間について、調査を

適切に実施するとと

もに、国民への説明

責任を果たすため、

調査結果について詳

細な情報開示を行

う。 

＜具体的な完成・開

業年度目標＞ 

・鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

九州新幹線西九州ル

ート（武雄温泉～長

崎間）：令和４年度 

神奈川東部方面線

（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下

期 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下

期 

・北陸新幹線（金沢

～敦賀間）の建設に

ついて、安全確保を
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大前提としつつ、令

和５年度末の完成・

開業に向けて最大限

努力する。  

・なお、北海道新幹

線（新函館北斗～札

幌間）の建設につい

て､令和 12 年度末の

完成･開業に向けて

事業の着実な進捗を

図る｡ 

＜目標水準の考え方

＞ 

整備新幹線整備事

業については基本的

に「整備新幹線の取

扱いについて」（平

成 27 年１月 14 日政

府･与党申合せ)にお

いて示された完成･ 

開業予定時期を目標

として設定した｡た

だし､北陸新幹線(金

沢~敦賀間) につい

ては、「整備新幹線

の取扱いについて」

において示された令

和４年度末の完成・

開業が困難となった

ことを踏まえて改め

て設定した。また、

都市鉄道利便増進事

業については都市鉄

道等利便増進法(平

成17年法律第41号)

に基づく速達性向上

計画において国土交

通大臣が認定した完

成・開業予定時期を

目標として設定し

た。 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

性化に大きな効果を

もたらすこと、都市

鉄道は、地域間交流・

連携の強化や都市機

能の向上等に寄与す
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ること、加えて、鉄

道建設は、機構が有

する高度な技術力や

専門性を活用できる

分野であることか

ら、重要度は高い。 

【難易度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数あることに加え、

完成までに、多様な

工程・業務の積み上

げが必要であるた

め。 

 （１）鉄道建設等業

務 

機構は、公的資金

による鉄道建設事業

を行っており、これ

を実現するため、調

査・計画の作成から

地方公共団体等関係

機関との円滑な協

議・調整、用地取得

交渉、各種構造物の

設計・施工までの業

務を一貫して実施す

るなど、鉄道建設業

務に関する総合的な

マネジメントを行え

る我が国唯一の公的

な整備主体である。

このため、良質な鉄

道を経済的に安全に

かつ工期どおりに建

設することが重要な

目的であるとの認識

に基づき、これらの

実施に当たっては、

環境保全、都市計画

との整合等鉄道建設

②都市鉄道利便増進

事業等  

（ａ） 都市鉄道利

便増進事業 

工事完成予定時期

を踏まえ、事業を着

実に推進するため、

事業費及び工程の管

理を適切に行うとと

もに、公的整備主体

として関係者との連

携・調整を図り、今

中期計画期間中にお

いては、以下のとお

り各路線の目標達成

を目指す。 

 

ａ．神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線） 

令和元年度下期の

開業 

 

ｂ．神奈川東部方面

線（相鉄・東急直通

線） 

令和４年度下期の

②都市鉄道利便増進

事業等 

都市鉄道利便増進事

業 

建設中の路線につ

いて、事業費及び工

程の管理を適切に行

うとともに、公的整

備主体として関係者

との連携・調整を図

り、以下のとおり事

業の着実な進捗を図

る。 

 

 

 

 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線） 

・土木本体工事、軌

道敷設工事、機械工

事、建築工 

事、電気工事を完了

する。 

・開業監査等を進

め、令和5年3月の完

＜主な定量的指標

＞ 

完成・開業年度目

標： 鉄道建設につ

いて、以下の時期ま

でに完成・開業させ

ることを目指す。 

・神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下

期 

・神奈川東部方面

線（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下

期 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直通

線及び相鉄・東急直

通線）について、適

切な事業費の設定

及び管理を実施し

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

［都市鉄道利便増進事業

における適切な事業費の

管理］ 

 神奈川東部方面線につ

いては、速達性向上計画

変更の認定の際に設定し

た事業費を管理してお

り、開業準備段階である

令和 4 年度においても速

達性向上計画変更の認定

の際に想定した工事計

画・予算と照合・チェック

を定期的に行い、機構内

で整理・共有を行った。 

機構内で整理した内容に

ついては、１回/月の頻度

で国土交通省、関係地方

公共団体、関係営業主体

と情報共有するととも

に、事業費の管理及び工

事を推進する上で課題と

なっている事柄につい

て、関係者と早期調整を

図り、適切な事業費の管

理に努めた。あわせて、工

事と事業費の一体的な管

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：神奈川東部方面線（相鉄・

ＪＲ直通線及び相鉄・東急直通

線）では、理事長のトップマネ

ジメントの下、事業総合管理委

員会における工程と事業費の

総合的な審議と合わせて、速達

性向上計画変更の認定の際に

設定した事業費を管理する上

で国土交通省、関係地方公共団

体、関係営業主体及び機構で定

期的に検討会を開催した。 

このうち、相鉄・東急直通線

の建設にあたっては、従来の技

術に加え、合理的な設計や最新

の技術を各所に取り入れ工事

コスト縮減に努めた。更に、自

然由来重金属を含む建設発生

土の処分先として、横浜市管理

等の安価な処分場へ搬出先を

見直し、運搬費・産業廃棄物処

理場の使用料の削減に向け、関

係自治体と一体となり継続的

にコスト縮減に努めた。これら

の取組みにより令和 4 年度ま

での累計で約 98 億円のコスト

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

相鉄・東急直通線については、継続的にコスト縮減に取り組むとともに、速達性

向上計画変更の認定の際に設定した事業費を管理する上での課題を関係者間で共

有し、早期の調整を図っている。 

一方、令和３年度決算検査報告において、工事の一時中止に伴う増加費用の算定

が適正に行われていなかったため、契約額が割高になっていたとして不当事項の

指摘を受けた。これを受け、速やかに受注者と協議の上、契約額を是正した。 

令和３年度決算検査報告における不当事項の指摘は、法律、政令若しくは予算に

違反し又は不当と認められる事項として国会に報告されたものであり、極めて遺

憾であるが、相鉄・東急直通線については、新横浜トンネルで使用するセグメント

設計の見直しや建設発生土の処分先の見直しなどにより、令和４年度までの累計

で約98億円の事業費の縮減を図りつつ、令和５年３月に開業させたところであり、

開業後の残工事は残るものの速達性向上計画上の事業費の範囲内に収まる見込み

である。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

令和３年度決算検査報告において不当事項の指摘を受けたことを踏まえ、工事

の一時中止に伴う増加費用の算定を適切に実施するよう、引き続き関係部門に周

知徹底するとともに、その審査及び確認体制を強化し、再発防止を図る必要があ
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に関わる課題へ適切

に対応するととも

に、技術力の向上、

技術開発の推進と公

表、工事コストの縮

減、適切な事業費の

設定及び管理を通じ

た鉄道建設の業務の

質の確保を図りつ

つ、整備新幹線の建

設、都市鉄道利便増

進事業、民鉄線及び

受託事業等における

所要の業務を推進す

る。 

この際、北陸新幹

線（金沢～敦賀間）

の工期遅延・事業費

増加に関連して発出

した「業務運営の抜

本的な改善に関する

命令」を重く受け止

め、同命令に基づき

機構が策定した「業

務運営の抜本的な改

善に関する命令を受

けての改善措置につ

いて」を確実に実施

するものとする。 

 

①工事完成予定時期

を踏まえた事業の着

実な進捗 

整備新幹線の建設

や都市鉄道利便増進

事業等について、工

事完成予定時期を踏

まえ、事業費・工程

の管理を徹底するこ

とによって、鉄道建

設事業のプロジェク

ト遂行の確実性を確

保し、着実な進捗を

図る。 

具体的には、鉄道

建設事業は、ⅰ測量・

設計等の業務や用地

協議・取得等を行う

工事の準備段階、ⅱ

土木工事や軌道工事

といった工事実施段

開業 

 

 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。さ

らに、工区単位で事

業費や工程に課題が

発生していないか機

構内で随 時確認

し、課題が発生した

場合は、速やかに関

係者との調整を行う

など、事業費・工程

の管理を一層徹底す

る。技術開発の動向

等を踏まえてコスト

縮減に努め、想定で

きなかった現地状況

に対応する必要性が

生じた等、速達性向

上計画の認定の後に

不測の事態が生じた

場合を除き、認定の

際の事業費を上回ら

ないようにするとと

もに、各年度に行っ

たコスト縮減効果に

ついて整理・機構内

での共有を図り、か

つ、中期目標で示さ

れた事業の各段階に

おける留意事項を踏

まえ、事業を遂行す

る。今中期計画期間

中において、神奈川

東部方面線（相鉄・

ＪＲ直通線）は開業

準備段階にあるた

め、開業に向け、

様々な諸試験や検査

を行うこととなるた

め、各作業を行う部

成・開業を 

実現する。 

 

なお、事業の実施

に当たっては、経済

的に安全かつ工期ど

おりに建設する重要

性にかんがみ、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

適切に把握する。事

業費や工程について

は、事業総合管理委

員会において理事長

のトップマネジメン

トの下、工区単位で

課題が発生していな

いか機構内で随時確

認し、課題の発現リ

スクがある場合や発

生した場合は、速や

かに関係者との調整

を行うなど、管理を

一層徹底する。ま

た、想定できない事

情により発生する工

程遅延や事業費上振

れリスクを低減する

ため、関係者間の会

議体等において、情

報共有を行い、課題

の解決に努めてい

く。その上で、速達

性向上計画の認定の

際の事業費を上回る

ことのないよう、技

術開発の動向等を踏

まえてあらゆるコス

ト縮減に努めるとと

もに、コスト縮減効

果について整理し、

機構内及び関係者間

において、コミュニ

ケーションツールや

会議体を通じて共有

を図る。 

また、中期目標で

示された事業の各段

 

 

 

 

理および工事完成までの

リスクを審議するため、

事業総合管理委員会を定

期的に開催している。 

また、技術開発の動向

を踏まえてコスト縮減に

努めるとともに、コスト

縮減効果について機構内

で情報共有を図った。 

縮減となった。 

このように関係者が一体と

なって課題の早期調整を図り、

当初想定し得なかった物価上

昇等がある中、適切な事業費の

管理・上述のコスト縮減に取り

組んだ結果、相鉄・東急直通線

については、速達性向上計画変

更の際に設定した事業費

2,908 億円に対し、現在の所要

見込み額 2,878 億円であり、事

業費の範囲内で完遂できる見

込みである。 

以上のことから、本事業は難

易度「高」としているところ、

厳しい制約の中で機構の有す

る総合的技術力を駆使し、コス

ト縮減を図った上で事業を完

成・開業させたことから、中期

目標における初期の目標を上

回る成果を得たと考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

会計検査院による令和 3 年

度決算検査の不当事項として、

「工事の一時中止に伴う増加

費用の指摘」を受け、速やかに

設計変更により契約金額の是

正を図った。 

再発防止策については、以下

の取組みを行った。 

・工事一時中止に係るガイド

ラインに関する内部職員向け

の説明会を開催するなど、再発

防止策を実施した。 

・上記の指摘事項に対し、全役

員が出席する理事会において

適時適切な報告を行い、リスク

管理体制を強化した。 

る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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階、ⅲ開業に向けた

諸試験・検査の実施

など開業準備段階に

分けられるが、各事

業が、それぞれどの

段階に位置し、工事

完成予定時期と照ら

してどの程度進捗し

ているか、また、事

業費が予定の範囲内

で進捗しているかを

把握することとす

る。また、工区単位

で事業費や工程に課

題が発生していない

か機構内で随時確認

し、課題が発生した

場合には速やかに、

関係者との調整を行

うなど、事業費・工

程の管理を一層徹底

する。 

この際、これまで

機構が培ってきた鉄

道建設の経験と技術

力を駆使して、良質

な鉄道を予定された

事業費の範囲内で経

済的に安全にかつ工

期どおりに建設する

ことが重要であり、

建設工事の実施に当

たっては技術開発の

動向等を踏まえてコ

スト縮減に努め、想

定できなかった現地

状況に対応する必要

性が生じた等、工事

実施計画の認可等の

後に不測の事態が生

じた場合を除き、認

可等の際の事業費を

上回らないようにす

るとともに、工事の

各段階では、特に以

下の点に留意して事

業を遂行することと

する。 

ⅰ 工事の準備段

階：工事実施段階に

向け、良質な鉄道を

門ごとの連携を十分

に密なものとする。

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）は工事実施段階

にあるため、品質を

確保しつつ、合理的

かつ効率的な工事の

実施に努めるととも

に、安全な事業遂行

に万全を期す。ま

た、開業準備段階に

移行した後は、開業

に向け、様々な諸試

験や検査を行うこと

となるため、各作業

を行う部門ごとの連

携を十分に密なもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）民鉄線事業 

安全かつ着実な事

業の推進のため関係

者との連携を図りな

がら、以下のとおり

目標達成を目指す。 

 

・小田急小田原線 

平成30年度の事業完

了 

 

階における留意事項

を踏まえ、事業を遂

行する。具体的に

は、開業準備段階に

移行しているので、

開業に向け、様々な

諸試験や検査を行う

こととなるため、各

作業を行う部門ごと

の連携を十分に密な

ものとする。 

新型コロナウイル

ス感染症について

は、国による通知の

趣旨に則り対応して

いるところである

が、工事等の受注者

とともに感染拡大防

止に努め、完成・開

業予定時期を踏ま

え、工程に影響を及

ぼさないよう適切に

管理する。また、新

型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止

に取り組むにあた

り、事業費及び工程

への影響の把握に努

め、関係者間の会議

体等においてその影

響について情報共有

を行い、課題の早期

調整に努める。 
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経済的に安全にかつ

工期どおりに進めら

れるよう測量・設計

等の工事の準備を行

うこと 

ⅱ 工事実施段階：

これまで機構が培っ

てきた鉄道建設の経

験と技術力を駆使

し、品質を確保しつ

つ、合理的かつ効率

的な工事の実施に努

めるとともに、安全

な事業遂行に万全を

期すこと 

ⅲ 開業準備段階：

開業に向け、様々な

諸試験や検査を行う

こととなるため、各

作業を行う部門ごと

の連携を十分にし、

完成・開業予定時期

までに開業させるこ

と 

さらに、建設に係

る進捗状況について

公表するとともに、

整備新幹線の未着工

区間について、調査

を適切に実施すると

ともに、国民への説

明責任を果たすた

め、調査結果につい

て詳細な情報開示を

行う。 

＜具体的な完成・

開業年度目標＞ 

・鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

九州新幹線西九州

ルート（武雄温泉～

長崎間）：令和４年度 

神奈川東部方面線

（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下期 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下期 

・北陸新幹線（金沢
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～敦賀間）の建設に

ついて、安全確保を

大前提としつつ、令

和５年度末の完成・

開業に向けて最大限

努力する。  

・なお、北海道新幹

線（新函館北斗～札

幌間）の建設につい

て、令和 12年度末の

完成･開業に向けて

事業の着実な進捗を

図る｡ 

<目標水準の考え

方> 

整備新幹線整備事

業については基本的

に｢整備新幹線の取

扱いについて｣(平成

27年１月14日政府･

与党申合せ)におい

て示された完成･開

業予定時期を目標と

して設定した｡ただ

し､北陸新幹線(金沢

~敦賀間) について

は､｢整備新幹線の取

扱いについて」にお

いて示された令和４

年度末の完成・開業

が困難となったこと

を踏まえて改めて設

定した｡また､｢都市

鉄道利便増進事業に

ついては都市鉄道等

利便増進法(平成 17

年法律第 41 号)に基

づく速達性向上計画

において国土交通大

臣が認定した完成･

開業予定時期を目標

として設定した｡ 

【重要度:高】 

整備新幹線は､地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

性化に大きな効果を

もたらすこと、都市

鉄道は、地域間交流・

連携の強化や都市機
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能の向上等に寄与す

ること、加えて、鉄

道建設は、機構が有

する高度な技術力や

専門性を活用できる

分野であることか

ら、重要度は高い。 

【難易度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数あることに加え、

完成までに、多様な

工程・業務の積み上

げが必要であるた

め。 

 

 

＜具体的な完成・開

業年度目標＞ 

・鉄道建設につい

て、以下の時期まで

に完成・開業させる

ことを目指す。 

九州新幹線西九州

ルート（武雄温泉～

長崎間）：令和４年

度 

神奈川東部方面線

（相鉄・ＪＲ直通

線）：令和元年度下

期 

神奈川東部方面線

（相鉄・東急直通

線）：令和４年度下

期 

・北陸新幹線（金沢

～敦賀間）の建設に

ついて、安全確保を

大前提としつつ、令

和５年度末の完成・

開業に向けて最大限
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努力する。 

・なお、北海道新幹

線（新函館北斗・札

幌間）の建設につい

て、令和 12年度の完

成･開業に向けて事

業の着実な進捗を図

る｡ 

 

<目標水準の考え方> 

整備新幹線整備事

業については基本的

に｢整備新幹線の取

扱いについて｣(平成

27年１月14日政府･

与党申合せ)におい

て示された完成･開

業予定時期を目標と

して設定した｡ただ

し､北陸新幹線(金沢

~敦賀間)について

は､｢整備新幹線の取

扱いについて」にお

いて示された令和４

年度末の完成・開業

が困難となったこと

を踏まえて改めて設

定した。また、都市

鉄道等利便増進法

(平成17年法律第41

号)に基づく速達性

向上計画において国

土交通大臣が認定し

た完成・開業予定時

期を、それぞれ目標

として設定した。 

 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地

域間の移動時間を大

幅に短縮させ、地域

社会の振興や経済活

性化に大きな効果を

もたらすこと、都市

鉄道は、地域間交流・

連携の強化や都市機

能の向上等に寄与す

ること、加えて、鉄

道建設は、機構が有

する高度な技術力や

専門性を活用できる
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分野であることか

ら、重要度は高い。 

 

【難易度：高】 

鉄道建設事業は、

工事期間中において

は、地盤の状況や希

少野生動植物種への

対応、予期せぬ災害

の発生への対応など

他律的な制約が多

く、また、工事の各

段階においては、地

方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調

整すべき関係者が多

数あることに加え、

完成までに、多様な

工程・業務の積み上

げが必要であるた

め。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た受託業務等の支援 

機構が有する鉄道

分野の技術力、調査

能力を広く総合的に

活用した鉄道建設に

係る受託業務等及び

地域鉄道事業者等へ

の鉄道施設の保全・

改修等に係る技術的

な事項の助言などの

技術支援（鉄道ホー

ムドクター制度）等

を実施する。 

受託工事につい

て、協定に基づき工

事を完成させるた

め、事業費や工程に

課題が発生していな

いかを機構内で確認

し、課題が発生した

場合には、関係者と

の調整に努めること

を通じ、事業費・工

程の管理を徹底す

る。なお、機構の支

援が真に必要な場合

のみに実施するため

③鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た受託業務等の支援 

機構が有する総合

的技術力、中立性を

活かして社会に貢献

する観点から、受託

工事について、協定

に基づいた工事完成

予定時期及び事業費

の管理を徹底し、着

実に推進する。受託

調査については、国

土交通省の関連施策

との連携を図りつ

つ、地方公共団体や

鉄道事業者等からの

要請を踏まえ、鉄道

計画に関する調査の

支援を実施する。 

 

なお、鉄道事業者

から新たな工事の受

託要請があった場合

は、外部有識者から

なる「鉄道工事受託

審議委員会」におい

て審議し、同委員会

の意見を踏まえつ

③鉄道建設業務に関

する技術力を活用し

た受託業務等の支援 

 受託工事線につい

て、協定に基づいた

工期内で完成できる

よう着実な進捗を図

る。 

中央新幹線につい

ては、関係者との連

携・調整を図りなが

ら、非常口工事、橋

りょう・高架橋工事

及びトンネル工事を

着実に推進する。 

また、国、地方公共

団体、鉄道事業者等

からの要請に対応

し、鉄道整備の計画

に関する調査を実施

する。 

なお、鉄道事業者

から新たな工事の受

託要請があった場合

は、外部有識者から

なる「鉄道工事受託

審議委員会」におい

て審議し、同委員会

の意見を踏まえつ

＜主な定量的指標

＞ 

・地域鉄道事業者

等への技術支援等

について、当該地域

鉄道事業者等に対

するアンケート調

査（５段階評価）で

平均 3.0 以上の評

価を得る｡ 

 

<その他の指標> 

･技術支援等の実施

件数(前中期目標期

間実績:平成 25 年

度から平成 29 年度

(見込み)までの件

数･78 件) 

 

<評価の視点> 

･受託工事につい

て､協定に基づき工

事を完成させるた

め、事業費と工程の

管理を行い、着実に

推進したか。 

・鉄道計画に関す

る調査の支援を適

切に実施している

＜主要な業務実績＞ 

［受託業務］ 

１．受託工事 

中央新幹線について

は、協定に基づき工事を

完成させるため、事業費

と工程の適切な管理を行

い、関係者との連携・調整

を図りながら非常口工

事、橋りょう・高架橋工事

及びトンネル工事を着実

に推進できるように努め

た。 

 

２．受託調査等（鉄道計画

に関する調査の支援等） 

地方公共団体、鉄道事

業者等からの要請に対

し、令和４年度は調査業

務を４件、設計業務を１

件、技術協力支援業務を

１件受託した。 

 

３．災害復旧支援事業 

平成 28 年４月に「平成

28 年（2016 年）熊本地震」

で被災した南阿蘇鉄道

(株)に対する災害復旧支

援として、令和４年４月

＜評定と根拠＞ 

［受託業務］ 

評定：Ａ 

根拠：中央新幹線については、

協定に基づき工事を完成させ

るため、事業費と工程の適切な

管理を行い、関係者と連携・調

整を図りながら工事を着実に

推進できるように努めた。ま

た、鉄道計画に関する調査の支

援を実施した。さらに、災害復

旧支援業務については、南阿蘇

鉄道㈱より第一白川橋りょう

に係る上部工架設等指導業務

を実施し、選奨土木遺産として

登録されていた旧橋のプロポ

ーションを保ちつつ現代の基

準に適合する橋りょうに架け

替えるという難易度の高い工

事を機構の技術力を用いた指

導により完成に導いた。この実

績は対外的に高く評価され、土

木学会田中賞作品部門を受賞

するに至った。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を上回る

成果が得られていると考えら

れる。  

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

実施中の中央新幹線の受託工事について、関係者との連携・調整を図りながら、

非常口工事、橋りょう・高架橋工事及びトンネル工事を着実に推進した。 

熊本地震で被災した南阿蘇鉄道の第一白川橋梁の架替工事に関する上部工架設

等に係る指導業務について、機構の技術力を用いた指導により、難易度の高い工事

を完成に導くとともに、橋梁に関する顕著な実績が認められ、土木学会田中賞を受

賞した。 

また、地方公共団体、鉄道事業者等からの要請に対応して、調査業務を４件、設

計業務を１件、技術協力支援業務を１件新たに受託した。 

機構の技術支援等については、鉄道事業者や地方公共団体からの要請に応じ、鉄

道ホームドクター制度を活用した鉄道施設の保全・改修等に係る技術支援を13件、

交通計画支援システム（ＧＲＡＰＥ）を活用した鉄道沿線の人口分布の分析等の支

援を 11 件、鉄道助成等に関する情報及び資料提供の支援を２件実施し（合計 26

件）、これらの支援先に対するアンケート調査（５段階評価）の結果では、目標値

を「平均 3.0 以上」としているところ、平均 4.3 の評価となり、目標値を上回って

いる状況である。また、鉄道協会等の各種会議における技術情報等の提供や、地域

鉄道事業者への施設の保全・改修に係るニーズを把握するためのヒアリングを実

施し、機構の技術支援に係る情報の収集・発信を行った。 

更に、令和５年度より鉄軌道事業者が自然災害により被災した際に、被害状況の

調査等の技術的支援を行う「鉄道災害調査隊」を創設したが、年度初よりその運用

が開始できるよう４年度中に調査体制や規定類の整備に係る検討、関係者との調

整を行った。 

以上を踏まえ、受託工事については難易度を「高」としているところ、南阿蘇鉄
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に第三者委員会にお

いて策定した具体的

な基準を適切に運用

するとともに、受託

工事に係るコスト縮

減の状況等について

検証を行い、その結

果について公表す

る。 

 

＜定量的目標＞ 

（鉄道分野の技術力

を活用した支援） 

・地域鉄道事業者等

への技術支援等につ

いて、当該地域鉄道

事業者等に対するア

ンケート調査（５段

階評価）で平均 3.0

以上の評価を得る｡ 

 

<指標> 

（鉄道分野の技術力

を活用した支援） 

・技術支援等の実施

件数(前中期目標期

間実績:平成 25 年度

から平成 29 年度(見

込み)までの件数･78

件) 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

機構から技術支援

等を受けた地域鉄道

事業者等の満足度に

ついて、５段階（５

＝大変役に立った、

４＝おおむね役に立

った、３＝役に立っ

た、２＝あまり役に

立たなかった、１＝

まったく役に立たな

かった）中の「３＝

役に立った」以上の

評価を得ることを目

標水準として設定し

た。 

 

【難易度：高】 

受託業務について

つ、受託の可否につ

いて決定する。また、

受託工事に係るコス

ト縮減について、同

委員会において随時

検証し、その結果を

ホームページ等で公

表する。 

さらに、大規模災

害等の発生時におい

ても、これまでの復

旧・復興支援の経験

を活かし、国や地方

公共団体等からの要

請があった場合は、

その支援等に積極的

に取り組む。 

また、機構がこれ

までに培ってきた鉄

道分野の総合的な技

術力を活用して、地

域鉄道事業者等に対

する次の技術支援を

実施する。 

「鉄道ホームドク

ター制度」を用いて、

地域鉄道事業者等の

要請に応じ、その鉄

道施設の保全・改修

等に係る技術的な事

項について、適切か

つ極力きめ細やかに

助言する。鉄道施設

等に係る技術的な情

報の提供等地域にお

ける交通計画の策定

等に資する支援を実

施する｡これらの地

域鉄道事業者等への

技術支援等を適切に

実施し､当該地域鉄

道事業者等に対する

ｱﾝｹｰﾄ調査(5 段階評

価)で平均 3.0 以上

の評価を得ることを

目指す｡ 

 

 

 

地域鉄道事業者、

地方公共団体及び国

つ、受託の可否につ

いて決定する。 

 

 

 

 

 

 

さらに、大規模災

害等の発生時におい

ても、これまでの復

旧・復興支援の経験

を活かし、国や地方

公共団体等からの要

請があった場合は、

その支援等に積極的

に取り組む。 

鉄道事業者、地方

公共団体との情報交

換等の機会を捉え、

鉄道施設の保全・改

修、交通計画策定等

に関するニーズを把

握し、関係諸機関と

の連携強化を図りつ

つ、鉄道ホームドク

ター制度を用いて、

地域鉄道事業者等の

要請に応じ、鉄道施

設の保全・改修等に

係る技術的な事項に

ついて適切かつ極力

きめ細やかに助言す

るほか、鉄道施設等

に係る技術的な情報

の提供等、地域にお

ける交通計画の検

討、分析、評価等に

資する機構の支援シ

ステム（ＧＲＡＰＥ）

を活用した支援を実

施する。これらの技

術支援等に対する当

該地域鉄道事業者等

へのアンケート調査

（５段階評価）で平

均３.０以上の評価

を得ることを目指

す。 

また、地域鉄道に

係わる諸機関と緊密

か。 

・地域鉄道事業者

等への技術支援等

を適切かつきめ細

やかに実施してい

るか。 

・機構の技術支援

に係る情報の収集・

発信を行っている

か。 

 

 

に第一白川橋りょうの上

部工架設等に係る指導業

務を受託し、架設の進捗

に応じて施工上の品質管

理や現場での安全管理等

について機構の研修資料

等を用いて指導を実施し

た。 

 

［鉄道分野の技術力を活

用した支援］ 

鉄道事業者からの要請

を踏まえ、「鉄道ホームド

クター制度」（注１）を通

じ、鉄道施設の保全・改修

等に係る資料提供、アド

バイス等の技術支援を行

った。 

また、鉄道事業者、地方

公共団体からの要請に応

じ、「交通計画支援システ

ム（ＧＲＡＰＥ）」(注２)

を活用して鉄道沿線の人

口分布等を可視化した資

料の提供や、鉄道助成に

関する資料の提供を行っ

た。 

これら技術支援等につ

いて、当該鉄道事業者、地

方公共団体に対するアン

ケート調査（5段階評価）

を行い、平均 4.3 の評価

を得た。 

加えて、各地方鉄道協

会、第三セクター鉄道等

協議会、第三セクター鉄

道等道府県協議会、鉄道

総合技術研究所等が主催

する各種会議において、

機構の技術支援に係る情

報発信を実施し、鉄道ホ

ームドクター制度の一層

の利用促進を図るととも

に、地域鉄道事業者等が

懸案としている老朽化

や、防災・被災を含む諸課

題についての情報収集を

行った。 

（注１）「鉄道ホームドク

ター制度」とは、鉄道事業

者、地方公共団体等の要

［鉄道分野の技術力を活用し

た支援］ 

評定：Ａ 

根拠：鉄道分野の技術力を活用

し、鉄道事業者や地方公共団体

の要請に基づき技術支援等を

実施した件数は、前中期目標期

間の平均である 15.6 件より多

い 26 件であったが、技術支援

等の実施にあたっては、適切か

つきめ細やかに行うことを念

頭に対応し、その結果、要請者

から 5段階評価で、平均 4.3 の

評価を得られた。 

また、各地方鉄道協会、第三

セクター鉄道等協議会、第三セ

クター鉄道等道府県協議会、鉄

道総合技術研究所等が主催す

る会議において、機構の技術支

援に係る情報発信を行うとと

もに、地域鉄道に係る老朽化

や、防災・被災を含む諸課題の

情報収集に努めた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を上回る

成果が得られていると考えら

れる。  

 

＜課題と対応＞ 

［受託業務］ 

 中央新幹線の受託工事につ

いて、社会情勢等の変化に伴う

建設コストの上昇や労働力不

足等、工事の進捗に影響する不

確定要素について、関係者間で

十分な情報共有を行い、着実に

事業を進めていく。 

 

［鉄道分野の技術力を活用し

た支援］ 

・なし 

道の第一白川橋梁の架替工事の工事完成に大きく寄与したこと、また鉄道分野の

技術力を活用した支援（鉄道ホームドクター制度）では、地域鉄道事業者に対する

アンケート結果が、定量的目標である 3.0 を大きく上回っており、これら事業者

に対する技術支援等を適切かつきめ細やかに実施しているものと認められること

などを総合的に鑑みても、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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も、（１）①と同様

に、協定に基づき工

事を完成させるため

には、工事期間中に

おいては、地盤の状

況や希少野生動植物

種への対応、予期せ

ぬ災害の発生への対

応など他律的な制約

が多く、また、工事

の各段階において

は、地方公共団体、

鉄道事業者、地権者

など調整すべき関係

者が多数あることに

加え、完成までに多

様な工程・業務の積

み上げが必要である

ため。 

土交通省等の地域鉄

道に係わる諸機関と

緊密に連携して、機

構の技術支援に係る

情報の収集・発信に

努め、その一層の利

用を促進する。 

さらに、地域鉄道

事業者等の懸案とさ

れている設備の老朽

化について、情報収

集を行うとともに、

機構の支援のあり方

を検討する。 

に連携して、このよ

うな機構の技術支援

に係る情報の収集・

発信を行い、その一

層の利用を促進す

る。 

 

さらに、近年、自然

災害が頻発・激甚化

する中、地域鉄道事

業者等の懸案とされ

ている設備の老朽化

等も進んでいること

から、事業者の防災

及び被災に対する機

構の支援のあり方を

検討する。 

請に応じて、機構が有す

る、鉄道の計画から建設

までを一貫して行う豊富

な経験に基づく総合技術

力等のノウハウを活用し

た技術支援活動の制度で

ある。 

（注２）「交通計画支援シ

ステム(ＧＲＡＰＥ)」と

は、鉄道プロジェクトの

整備効果、鉄道を取り巻

く状況等について、ＧIＳ

（地理情報システム）を

活用し、詳細に分析、ビジ

ュアルに表示ができるシ

ステム。「ＧＲＡＰＥ」は

『ＧＩＳ ｆｏｒ Ｒａ

ｉｌｗａｙｓ Ｐｒｏｊ

ｅｃｔ Ｅｖａｌｕａｔ

ｉｏｎ』の略称である。 

 ③鉄道建設に係る業

務の質の向上に向け

た取組み 

 鉄道建設に係る業

務について、経済性

を確保しながら品質

の維持・一層の向上

を図るとともに、安

全にかつ工期どおり

に建設するため、以

下の取組みを推進す

る。 

まず、施工管理の

徹底や職員の技術力

向上のための鉄道建

設業務に係る機構職

員向け技術研修の実

施等を通じて、経済

性を確保しながら品

質の維持・一層の向

上を図る。 

 

また、良質な鉄道

を経済的に安全にか

つ工期どおりに建設

する能力を高める観

点から、必要に応じ

た鉄道建設に係る技

④鉄道建設に係る業

務の質の向上に向け

た取組み 

良質な鉄道を建設

するために、必要に

応じて技術基準類の

整備と工事の検査を

充実させる対策を進

め、品質管理・施工

監理について徹底を

図るとともに、鉄道

建設業務の遂行に必

要な技術力の向上及

び承継のために、講

習や資格取得の支援

等を通じて、持続的

な業務の質の向上に

努める。 

 

 

 

 

 

また、これまでに

蓄積してきた施工経

験を基に、各業務分

野において事業を推

進する過程で必要と

④鉄道建設に係る業

務の質の向上に向け

た取組み 

良質な鉄道を建設

するために、品質管

理・施工監理等に係

る技術基準類の継続

的整備を行う。特に、

「コンクリート構造

物の配筋の手引き」

の改定を終え、講習

会等を通じ関係者に

周知、徹底する。ま

た、鉄道建設に必要

な技術力の向上及び

承継のために、施工

監理講習及び経験年

数を踏まえた段階的

な技術系統別の研修

を実施するととも

に、業務に関連する

技術士等の資格の取

得を促進する。 

鉄道建設工事にお

ける業務の効率化を

図るため、令和 3 年

度に制定した技術提

案・交渉方式（ＥＣ

＜主な定量的指標

＞ 

・機構職員向け技

術研修の受講者数  

(前中期目標期間実

績:平成 25 年度か

ら平成 28 年度まで

の施工監理講習受

講者数･2,406 人) 

･学会等への応募･

発表数 

(前中期目標期間実

績:平成 25 年度か

ら平成 28 年度まで

の学会等への応募･

発表数･306 件) 

･機構による業務成

果を公表する場の

開催数 

(前中期目標期間実

績:平成 25 年度か

ら平成 28 年度まで

の技術研究会等開

催数･30 件) 

 

<その他の指標> 

･設定なし 

 

＜主要な業務実績＞ 

［品質の向上］ 

１．技術基準類の整備と

工事の検査を充実させる

対策 

鉄道建設に係る技術基

準類の制定・改訂作業を

５件実施し、講習会等を

通じ関係者に周知、徹底

している。 

２．講習や資格取得の支

援等 

（１）経験年数を踏まえ

た段階的な技術系統別研

修の実施 

機構の鉄道建設業務の

中核を担う技術系職員を

対象として、鉄道建設に

係る幅広い知識を身につ

けさせるため、入社時の

技術系統別研修や、経験

年数を踏まえた段階的な

研修を実施した。 

（２）施工監理講習の実

施  

鉄道建設に必要な技術

力の向上及び承継を図る

ため、平成 17 年度から実

＜評定と根拠＞ 

［品質の向上］ 

評定：Ｂ 

根拠：技術基準類の整備及び工

事の検査を充実させる対策を

進めた。また、講習や資格取得

の支援等に努めるとともに、鉄

道建設工事における業務の効

率化を図るための各種取組を

進めた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

  

［技術開発の推進］ 

評定：Ａ 

根拠： 調査、設計、施工技術

の開発、改良に係る技術開発推

進のため、業務分野ごとに設置

している分科会において、「盛

土材料の細分化による適用範

囲の拡大」等、計 28 件の技術

開発テーマに取り組んだ。ま

た、（公社）土木学会から「角

型エレメント推進工法による

大断面トンネルの構築(相鉄・

東急直通線、綱島トンネル)」

について、「角型エレメント推

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

鉄道建設業務の質の向上に向けた取組みについては、技術基準類の整備、各種研

修・講習の実施、資格取得の支援を継続して実施しており、令和４年度の主な実績

として、「コンクリート構造物の配筋の手引き」の改訂など鉄道建設に係る技術基

準類の制定・改訂作業を５件実施するとともに、鉄道建設に必要な技術力の向上及

び承継を図るための施工監理講習を鉄道・運輸機構本社及び全国５地方機関にお

いて実施し 517 名が受講した。 

鉄道建設に係る技術開発については、土木、軌道、機械、建設、電気の幅広い分

野で新規テーマ６件を含む 28件の技術開発テーマに取り組むとともに、開発成果

を広く社会へ還元するため、各種学会等への論文投稿・発表を 103 件行うととも

に、機構本社及び機構地方機関での研究会・発表会を開催した。 

このほか、鉄道建設特有の技術を部外へ適切に理解してもらうため、沿線の学校

からの要請に基づき現場見学会等の開催、講習会等での講演を引き続き実施する

とともに、沿線の記者クラブ向け説明会の積極的な実施、SNS を活用した建設中の

路線の現場リポートや北海道新幹線札幌延伸に向けた機運の醸成や鉄道・運輸機

構のイメージアップを図ることを目的とした広報展示スペースの設置などの取組

を推進した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 
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術基準類の整備、一

層高度な技術の開発

を推進するととも

に、その成果及び鉄

道建設特有の技術を

部外へ適切に理解し

てもらうため、学会

での発表等を通じた

積極的な広報及び効

果的な活用に努め

る。 

 

＜指標＞ 

・機構職員向け技術

研修の受講者数（前

中期目標期間実績：

平成 25 年度から平

成 28 年度までの施

工監理講習受講者

数･2,406 人) 

･学会等への応募･発

表数(前中期目標期

間実績:平成 25 年度

から平成 28 年度ま

での学会等への応

募･発表数･306 件) 

･機構による業務成

果を公表する場の開

催数(前中期目標期

間実績:平成 25 年度

から平成 28 年度ま

での技術研究会等開

催数･30 件） 

 

なる調査、設計、施

工技術の開発、改良

に係る技術開発を推

進し、その成果を鉄

道建設業務に活用す

るとともに、建設技

術に係る各種学会等

へ積極的に参加し、

その発表会等を通じ

て公表していく。 

さらに、鉄道建設

特有の技術を部外へ

適切に理解してもら

うための取組みを実

施する。 

Ｉ）、概算数量発注方

式の活用を進めると

ともに、土木本体工

事において、発注者

指定方式でＢＩＭ/

ＣＩＭの活用検討を

進める。また、遠隔

臨場等工事へのＤＸ

の導入に向けた取組

みを進める。 

鉄道建設工事の進

捗を踏まえ、技術開

発テーマの抽出から

成果の活用に至るま

で一貫して推進する

ため、土木（トンネ

ル、橋りょう、土構

造）、軌道、機械、建

築、電気の業務分野

ごとに設置している

分科会において、各

路線に係るニーズに

基づき計画的に技術

開発を推進する。ま

た、技術開発成果の

活用状況について、

フォローアップを進

める。 

さらに、建設技術

に係る各種学会等へ

の積極的な参画に加

え、技術開発を推進

し、その成果をこれ

らの学会等並びに本

社における技術研究

会及び地方機関にお

ける業務研究発表会

を通じて公表する。 

加えて、鉄道建設

特有の技術につい

て、部外へ適切に理

解してもらうため、

現場見学会等の実施

に取り組む。 

<評価の視点> 

･必要に応じて技術

基準類の整備と工

事の検査を充実さ

せる対策を進めて

いるか｡ 

･講習や資格取得の

支援等に努めてい

るか｡ 

･調査､設計､施工､

改良に係る技術開

発を推進している

か｡ 

･各種学会等へ積極

的に参加し､その発

表会等を通じて技

術開発の成果を公

表しているか｡ 

･鉄道建設特有の技

術を部外へ適切に

理解してもらうた

めの取組みを実施

しているか。 

施している施工監理講習

を機構本社及び全国５地

方機関において令和４年

10 月～11月に実施した。 

令和４年度は「請負工事

監督要領細目（土木編）

Ⅱ．監督上の着眼点・解

説」、「基礎工編」および

「測量の重要性につい

て」に関する講義をオン

ラインで実施し、全国で

517 名が受講した。 

（３）施工者の技術力の

向上 

 (一社)日本建設業連合

会主催の「鉄道建設工事

技術講習会」に講師を派

遣し、鉄道関係法規及び

技術基準類に関する講義

を実施した。本講習会は、

鉄道固有の技術に精通し

た技術者を育成し、良質

な鉄道構造物の建設・提

供を行うため、鉄道建設

工事に従事している建設

会社の現場技術者等を対

象としている。令和 4年度

は、オンライン講習会が

開催され、186 名が受講し

た。また、平成 24 年度よ

り実施している過年度の

鉄道建設工事技術講習修

了証保有者に対する更新

講習については、令和 4年

度は 768 名が受講した。 

（４）業務に関連する資

格取得の促進 

業務に関連する技術

士、鉄道設計技士、一級建

築士等の資格取得につい

ては、資格試験に合格し

た職員に対して受験料等

を機構が補助する制度が

整備されており、既資格

取得者による受験者への

指導等の支援を継続して

行った。令和４年度は技

術士２名、電気主任技術

者４名の合格者を輩出し

た。（資格アンケートを踏

まえて） 

進工法において到達立坑を要

しないこと、固い地盤内での長

距離推進（35m 程度）が可能で

あることが確認され、同様な環

境条件における非開削工法の

適用が大いに期待できるもの

であり、都市部の地下空間を中

心とした国土のさらなる有効

利用の促進につながるもの」と

認められ、「軟弱地盤における

地盤における耐震性及び経済

性に優れた斜杭基礎ラーメン

高架橋の採用（北陸新幹線（金

沢・敦賀間）における本線構造

物への適用）」について、「軟弱

地盤において優れた制震効果

と経済性を有する構造物を完

成させたことにより、今後実施

される新幹線建設事業におい

ても新幹線高架橋の耐震性及

び経済性の向上に大きく寄与

できる」と認められ、それぞれ

技術賞（Ⅰグループ）を受賞し

たほか、「西九州新幹線（武雄

温泉・長崎間）開業― 西九州

地域と国内各圏域との交流の

促進―」について、「建設の過

程において技術的な成果をあ

げ、地域と連携して整備したと

いう特色を有し、地域間の交流

活性化に寄与する路線として

実績を上げた」ことが認めら

れ、技術賞（Ⅱグループ）を受

賞する等、基幹学会の高い位置

づけの賞を複数受賞した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を上回る

成果が得られていると考えら

れる。 

［開発成果の公表］ 

評定：Ｂ 

根拠：各種学会等に参加し、そ

の発表会等を通じて技術開発

の成果を公表した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

［部外への適切な理解への取

組み］ 

評定：Ａ 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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（５）鉄道建設工事にお

ける業務の効率化の取組 

 鉄道建設工事における

業務の効率化を図るた

め、主に下記の取組を進

めた。 

①技術提案・交渉方式（Ｅ

ＣＩ）、概算数量発注方式

の活用 

北海道新幹線の札幌車

両基地高架橋工事におい

て、令和４年５月に施工

者と技術協力業務の協定

を締結し、施工者による

技術協力業務を開始し

た。 

また、概算数量発注方

式を活用し、明治高架橋

他 10件の工事発注を行っ

た。 

②ＢＩＭ／ＣＩＭの活用 

ＢＩＭ／ＣＩＭモデル

の活用による建設生産・

管理システム全体の課題

解決および業務効率化を

図ることを目的とするＢ

ＩＭ／ＣＩＭ 活用工事

を令和３年度から実施し

ているところであるが、

令和４年度は事業への理

解の促進、円滑な工事の

進捗等を目的にＢＩＭ／

ＣＩＭの活用場面を対外

的な説明や協議に使用す

ることとした。 

③遠隔臨場の実施 

ＩＣＴ技術を活用し、

工事における各種確認行

為を非接触・リモートで

行う遠隔臨場の実証を令

和３年度にモデル工区を

設定して開始したところ

であるが、令和４年７月

には遠隔臨場実施要領を

策定し、順次適用工区の

拡大を図った。 

 

［技術開発の推進］ 

鉄道建設工事の進捗を

踏まえ、技術開発テーマ

の抽出から成果の活用に

根拠：R３年度に引き続き、関

係者で構成される金沢・敦賀間

工程・事業費管理連絡会議及び

同幹事会を開催し、機構の事業

の状況や取組を積極的に共有

する等により、関係者とのコミ

ュニケーション強化、信頼関係

の構築に取り組んだ。 

鉄道建設特有の技術や事業

を部外へ適切に理解してもら

うための取組みとして、現場見

学会や講習会等での発表を積

極的に行った。加えて、記者ク

ラブ向け説明会の開催やＳＮ

Ｓの活用においては、西九州新

幹線や相鉄・東急直通線の開業

に関する情報や整備新幹線等

の工事状況などについて

YoutubeやTwitterを用いて積

極的に情報発信を行った。さら

に、広報機能の強化の取組とし

て、新たに開所した道南拠点オ

フィス内に広報展示スペース

を設置し、関係者や近隣住民へ

の機構理解促進に努めた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を上回る

成果が得られていると考えら

れる。 

 

＜課題と対応＞ 

［品質の向上］ 

鉄道建設事業において、工事

品質の向上をさらに図るため、

これまでの取組に加え、組織体

制の改正や、人材育成等の機構

改革の観点も踏まえて、品質の

向上に資する取組みとして、外

部の専門家を招き「技術特別講

演会」を開催し、鉄道建設や災

害復旧、維持管理に係る最新の

知見を獲得した。また、「匠；

語り部の会」を開催し、ベテラ

ン職員の知見・ノウハウを継承

するための取組みを実施した。 

 

［技術開発の推進］ 

・なし 

 

［開発成果の公表］ 

・なし 
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至るまで一貫して推進す

るため、土木（トンネル、

橋りょう、土構造）、軌道、

機械、建築、電気の業務分

野ごとに設置している分

科会において、各路線に

係るニーズに基づき計画

的に技術開発を推進して

いる。 

令和４年度は計２８件

の技術開発テーマに取り

組んだ。 

令和４年度から新規で

取り組んだ技術開発テー

マ：６件 

昨年度以前から継続し

て取り組んでいる技術開

発テーマ：22件 

 

［開発成果の公表］ 

 各種学会等への積極的

な参加や、機構本社にお

ける技術研究会、機構各

地方機関における業務研

究発表会の開催を通じて

技術開発の成果を公表し

ている。令和４ 年度の

成果（実績）は以下の通

り。 

令和４年度の各種学会等

の委員委嘱：延べ 237 名 

 令和４年度の各種学会

等の論文投稿及び論文発

表の件数：103 件 

 令和４年度の業務成果

を公表する場の開催数：

６件 

［部外への適切な理解へ

の取組み］ 

１．関係者の信頼関係構

築のための取組 

これまで、北陸新幹線

（金沢・敦賀間）について

は関係者（国土交通省鉄

道局、関係地方公共団体、

関係営業主体）との情報

共有が十分ではなかった

ことについて、検証委員

会報告書で指摘された。 

このことを踏まえ、Ｒ

３年度に引き続き、関係

 

［部外への適切な理解への取

組み］ 

・なし 
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者で構成される金沢・敦

賀間工程・事業費管理連

絡会議を４回、同幹事会

を７回開催し、機構の事

業の状況や取組を積極的

に共有する等により、コ

ミュニケーションを強化

し信頼関係の構築に取り

組んだ。 

２．現場見学会の開催 

鉄道建設特有の技術を

部外へ適切に理解しても

らうため、学会や学校か

らの要請に基づき現場見

学会を実施している。令

和４年度は新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大

防止措置を実施しなが

ら、外部を対象とした現

場見学会を 290 件実施し

た。 

令和４年度における現

場見学会の主な実績は以

下のとおりである。 

（１）子供向け現場見学

会の開催 

①世界遺産登録１周年記

念ＧＯ！縄文号で巡る親

子で参加！ 見て知って

学ぼう北海道新幹線 

令和４年８月４日に、

北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）において、北

海道新幹線建設促進道南

地方期成会主催の道南地

域の親子見学会を開催し

た。 

当日は、渡島トンネル

（南鶉工区）の建設現場

に案内し、工事状況や新

幹線構造物について説明

し、新幹線建設に理解し

てもらえるように努め

た。 

②福井市立明新小学校現

場見学会 

令和４年 11 月８日に、

北陸新幹線（金沢・敦賀

間）において、機構主催の

福井市立明新小学校の児

童を対象とした現場見学
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会を開催した。 

当日は越前たけふ駅の

建設現場に案内し、工事

状況や施工方法を説明

し、新幹線建設に理解し

てもらえるように努め

た。 

③福井県小浜市親子見学

会 

令和４年 11 月 19 日、

北陸新幹線（金沢・敦賀

間）において、機構主催の

親子現場見学会を開催し

た。 

当日は、敦賀駅・敦賀車

両基地の建設現場に案内

し、工事状況や施工方法

を説明し、新幹線建設に

理解してもらえるように

努めた。 

（２）高校生を対象にし

た現場見学会の開催 

令和４年 10 月 20 日、

北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）において、函

館工業高校の高校生を対

象とした現場見学会を開

催した。 

当日は、渡島トンネル

（北鶉工区）の建設現場

に案内し、工事状況や施

工方法を説明し、鉄道建

設特有の技術を適切に理

解してもらえるように努

めた。 

（３）大学生を対象にし

た現場見学会の開催 

令和４年６月 14 日、相

鉄・東急直通線において、

横浜国立大学の大学生を

対象とした現場見学会を

開催した。 

当日は、新横浜駅の建

設現場に案内し、工事状

況や施工方法を説明し、

鉄道建設特有の技術を適

切に理解してもらえるよ

うに努めた。 

３．講習会等での講演 

鉄道建設特有の技術を

部外へ適切に理解しても
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らうため、講習会等で講

演を行った。令和 4年度に

おける講習会等での講演

の実績は 10 件であり、主

な内容は以下のとおりで

ある。 

（１）「新幹線橋梁の計画

と設計」の講演 

令和４年７月、（公社）

日本技術士会が主催する

2022 年７月講習会におい

て、新幹線橋梁の計画と

設計に関して講演し、鉄

道建設技術を部外へ適切

に理解してもらうように

努めた。 

（２）「よくわかる「切羽

観察の基礎知識」講習会」

における講演 

令和４年８月、（一社）

日本トンネル技術協会が

主催する「よくわかる「切

羽観察の基礎知識」講習

会」において、山岳トンネ

ルの地山評価の調査、研

究の成果について講演

し、部外へ適切に理解を

深めてもらえるように努

めた。 

（３）「事故防止活動」に

関する安全講話 

令和４年７月、（一社）

日本建設業連合会が主催

する「2022 年度鉄道安全

委員会（第１回）」におい

て、鉄道工事における機

構が実施する事故防止活

動等について安全講話を

行ない、鉄道建設事業の

事故防止活動に関して部

外へ適切に理解してもら

えるように努めた。 

（４）「中央新幹線建設工

事の業務推進に関する座

談会」における講演 

令和４年 12 月、東海旅

客鉄道株式会社が主催す

る「中央新幹線建設工事

の業務推進に関する座談

会」において、鉄道建設業

務において蓄積した技術
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力や施工経験について講

演し、機構の業務に対す

る理解を広く一般に深

め、機構のＰＲや業務推

進に努めた。 

  

４．整備新幹線沿線の記

者クラブ向け説明会の実

施 

沿線の記者クラブを対

象に、機構からのプッシ

ュ型で取り組む積極的広

報活動を行っている。令

和 4年度は、下表のとおり

報道機関向け説明会を実

施した。 

５．ＳＮＳを活用した情

報発信の実施 

鉄道建設事業や、鉄道

建設特有の技術を部外へ

適切に理解してもらうた

め、令和４年度も引き続

き、Youtube アカウントを

活用して、西九州新幹線、

相鉄・東急直通線の開業

に係る動画や現場レポー

トなど、建設中の路線に

関する動画を 26本投稿し

たほか、Twitter 公式アカ

ウントも用いて、より積

極的に情報発信を行っ

た。また、令和 5年 2月に

は公式 Instagram を開設

し、新たなターゲット層

へ向けた情報発信を強化

した。 

 

６．道南拠点オフィスの

開所 

 令和５年３月25日に開

所した「道南拠点オフィ

ス（北斗事務所・北斗鉄道

建設所）」内に、道南エリ

アにおける広報拠点とし

て、北海道新幹線札幌延

伸に向けた機運の醸成や

鉄道・運輸機構のイメー

ジアップを図ることを目

的とした広報展示スペー

スを設置した。  

広報展示スペースで
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は、北海道新幹線のトン

ネル掘削状況のパネル展

示や、Youtube による建設

工事映像の上映、青函ト

ンネル紹介コーナーの設

置など、機構への理解を

深めてもらう展示を数多

く行っている。 

 ④我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組み 

我が国は鉄道分野

について世界に誇れ

る高い技術力を有し

ており、機構は、そ

の中で唯一の公的な

新幹線建設主体であ

る。機構が有する土

木、軌道､電気､機械

等に関する同分野の

技術力やﾉｳﾊｳ､それ

らの要素間を全体と

して調整する機能を

広く総合的に活用

し､国土交通省の関

連施策との連携を図

りながら､海外社会

資本事業への我が国

事業者の参入の促進

に関する法律(平成

30年法律第40号)第

４条に規定する業務

について、同法第３

条の規定に基づき国

土交通大臣が定める

海外社会資本事業へ

の我が国事業者の参

入の促進を図るため

の基本的な方針に従

い、関係府省、我が

国事業者等と相互に

連携を図りながら協

力し、新幹線鉄道の

技術が活用され、又

は活用されることが

見込まれる海外の高

速鉄道に関する事業

性等の調査、測量、

鉄道構造物や電気、

機械設備等の設計、

工事管理、試験及び

（２）我が国鉄道技

術の海外展開に向け

た取組み 

海外社会資本事業

への我が国事業者の

参入の促進に関する

法律(平成 30 年法律

第 40 号)第４条に規

定する業務につい

て､同法第３条の規

定に基づき国土交通

大臣が定める海外社

会資本事業への我が

国事業者の参入の促

進を図るための基本

的な方針に従い、新

幹線鉄道の技術が活

用され、又は活用さ

れることが見込まれ

る海外の高速鉄道に

関する事業性等の調

査、測量、鉄道構造

物や電気、機械設備

等の設計、工事管理、

試験及び研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）我が国鉄道技

術の海外展開に向け

た取組み 

 国土交通省等の関

係者との連携を図り

つつ、鉄道分野にお

ける海外社会資本事

業への我が国事業者

の参入が図られるよ

う､海外社会資本事

業への我が国事業者

の参入の促進に関す

る法律(平成 30 年法

律第 40 号)第４条に

規定する業務につい

て､同法第３条の規

定に基づき国土交通

大臣が定める海外社

会資本事業への我が

国事業者の参入の促

進を図るための基本

的な方針に従い、新

幹線鉄道の技術が活

用され、又は活用さ

れることが見込まれ

る海外の高速鉄道に

関する事業性等の調

査、測量、鉄道構造

物や電気、機械設備

等の設計、工事管理、

試験及び研究を行

う。 

インド高速鉄道計

画については、国土

交通省等関係者との

緊密な連携の下で技

術協力を行っていく

とともに、出資を行

った事業の進捗状

況、資金収支等を適

切に把握・評価し、

出資金の効率的な使

用及び適切な回収を

＜主な定量的指標

＞ 

・我が国事業者の

参入を目指して機

構が行った海外高

速鉄道調査等の受

注額 

・機構が海外高速

鉄道調査等を行っ

た結果参入した我

が国事業者による

鉄道システムの受

注額 

・専門家派遣数(前

中期目標期間実績:

平成 25 年度から平

成 28 年度までの実

績･126 人(27 ｶ国)) 

･研修員等受入数

（前中期目標期間

実績:平成 25 年度

から平成 28 年度ま

での実績･402人(41

ｶ国)) 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・海外高速鉄道調

査等について、海外

社会資本事業への

我が国事業者の参

入の促進に関する

法律第３条の規定

に基づき国土交通

大臣が定める海外

社会資本事業への

我が国事業者の参

入の促進を図るた

めの基本的な方針

に従い、適切に行っ

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

１．海外高速鉄道調査等

業務  

国土交通省等の関係者

との連携を図りつつ、鉄

道分野における海外社会

資本事業への我が国事業

者の参入が図られるよ

う、海外インフラ展開法

基本方針に従い、適切に

業務を行った。 

インド高速鉄道計画に

ついて、国土交通省等の

関係者との緊密な連携の

下、ＪＩＣＣ（(株)日本コ

ンサルタンツ（以下「ＪＩ

Ｃ」という。）を中心とし

たコンソーシアム）が実

施する詳細設計調査業務

及び軌道工事の施工監理

業務にそれぞれ職員 2 名

ずつが従事し、技術支援

を行った。また、(一社)海

外鉄道技術協力協会（以

下「ＪＡＲＴＳ」という。）

発注の「インド軌道建設

業界への人材育成業務」

において研修教材を作成

した。さらに、令和 3年度

にＪＲ東日本及び(株)海

外交通・都市開発事業支

援機構（以下「ＪＯＩＮ」

という。）との共同出資に

より設立した電気パッケ

ージにおいて発注者であ

るインド高速鉄道公社

（以下「ＮＨＳＲＣＬ」と

いう。）の業務の代理・代

行を担う日本高速鉄道電

気エンジニアリング(株)

（以下「ＪＥ」という。）

に対して、役職員６名を

派遣し、技術支援を行っ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：海外高速鉄道調査等業務

について、海外インフラ展開法

基本方針に従って適切に業務

を行い、我が国事業者の参入の

後押しとなるよう努めた。 

特に、インド高速鉄道計画に関

しては、ＪＩＣＣが行う詳細設

計調査業務や軌道工事の施工

管理業務に職員が従事し技術

支援を行った他、ＪＡＲＴＳ発

注の研修教材の作成や令和３

年度にＪＲ東日本、ＪＯＩＮと

の共同出資により設立したＪ

Ｅへの役職員の派遣を行うな

ど、事業推進に貢献した。出資

を行ったＪＥ事業についても、

事業の進捗状況や資金収支等

の把握及び分析を行い、第三者

委員会に諮問するなど、適切に

モニタリングを実施した。 

また、国際協力業務につい

て、中止していた専門家派遣及

び研修員等受け入れを再開し、

国際学術会議等に参加するな

ど、我が国鉄道技術の海外展開

に貢献した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

海外高速鉄道調査等業務に

ついては、令和３年度に設立し

たＪＥへの技術支援を通じて

インド高速鉄道事業の進捗に

貢献することにより我が国事

業者の参入の促進に繋げるべ

く、引き続き関係者と連携し適

切に対応を行っていく。 

 国際協力業務については、令

和 2年度、令和 3年度は新型コ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 海外高速鉄道調査等業務については、海外インフラ展開法の基本方針に従い、積

極的かつ適切に業務を推進しており、令和４年度においては、インド高速鉄道計画

の詳細設計調査業務及び軌道工事の施工監理業務への技術協力、インド高速鉄道

計画における軌道建設に従事する人材を育成するための研修教材作成、出資を行

った日本高速鉄道電気エンジニアリング(株)に対する技術協力及びモニタリング

を実施した。加えて、台湾の高速鉄道延伸計画に関する調査等を実施した。 

国際協力業務については、専門家を海外へ派遣するとともに研修員等を受入れ

たほか、国際学術会議や国際規格審議等への参画、日・スウェーデン間の会議や日

英間の会議での高速鉄道に関するプレゼンテーション等を通じた技術交流等を実

施し、機構の技術力や経験を活用した我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組を

進めた。  

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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研究（以下「海外高

速鉄道調査等」とい

う。）を行い、海外社

会資本事業への我が

国事業者の参入の促

進を図る。その際は、

海外高速鉄道調査等

の実施が民業圧迫に

ならないよう配慮す

る。 

 

 

また、我が国の鉄

道システムの海外展

開に向けた国、関係

団体等による取組み

に対して、機構の技

術力や経験を活用

し、海外への専門家

の派遣や各国の研修

員の受入れ等、積極

的に協力を行う。 

 

＜指標＞ 

・我が国事業者の参

入を目指して機構が

行った海外高速鉄道

調 査 等 の 受 注   

額 

・機構が海外高速鉄

道調査等を行った結

果参入した我が国事

業者による鉄道シス

テムの受注額 

・専門家派遣数（前

中期目標期間実績:

平成 25 年度から平

成 28 年度までの実

績･126 人(27 ｶ国)) 

･研修員等受入数(前

中期目標期間実績:

平成 25 年度から平

成 28 年度までの実

績･402 人(41 ｶ国)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国等が進め

る我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組みに対し協力し、

海外への専門家派

遣、各国の要人や研

修員受入れ等の人的

支援を行う。 

図る。 

加えて、他国の高

速鉄道に関する調

査・設計・工事管理

等の業務について

も、受注を目指す。 

 

 

 

 

 

 

また、国等が進め

る我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取

組みに対し協力し、

海外への専門家派遣

や各国の研修員等の

受入れ、鉄道分野に

おける国際規格への

取組み、海外の鉄道

建設関係の機関等と

の技術交流等を行

う。 

・海外の鉄道プロ

ジェクトへの技術

協力を行っている

か。 

・専門家派遣、各国

の要人や研修員受

入れ等の人的支援

を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

た。出資を行ったＪＥ事

業については、事業の進

捗状況や資金収支等の把

握及び分析を行い、海外

高速鉄道調査等業務に係

る出資に関する第三者委

員会（委員長：竹内健蔵 

東京女子大学教授 以下

「第三者委員会」とい

う。）に諮問を行うなど、

適切にモニタリングを実

施した。 

台湾の高速鉄道延伸計

画に関する調査について

は、日本の事例を整理し

ながら、延伸工事を実施

する際の課題整理を行っ

た。また、インドネシアの

ジャワ北幹線高速化計画

に関する調査について

は、共同企業体の構成員

として継続して参画し

た。 

２．国際協力業務  

新型コロナウイルス感

染拡大の影響は続いてい

るが、専門家の派遣、研修

員等の受入れを徐々に再

開し、令和４年度の実績

は専門家派遣 20 人、研修

員等受入 25 人であった。 

また、オンラインで開

催された国際学術会議等

に機構職員が参加（1回）

したほか、国際規格策定

の国際標準化機構／鉄道

分野専門委員会（以下「Ｉ

ＳＯ／ＴＣ269」という。）

の国内委員会・国内作業

部会、国際電気標準会議

／鉄道用電気設備とシス

テム専門委員会（以下「Ｉ

ＥＣ／ＴＣ９」という。）

の国内委員会・国内作業

部会に機構職員６名が参

加し、ＪＩＣＡ内に設置

されているインド国高速

鉄道建設事業に係る技術

基準／設計支援委員会・

各分科会に機構職員16名

が参加した。さらに、機構

ロナウイルス感染拡大の影響

で海外への専門家派遣及び各

国研修員等の受入れを取りや

めていたが、令和４年度から再

開しており、国土交通省が進め

る我が国鉄道技術の海外展開

に協力すべく、引き続き専門家

派遣及び研修員等受入れを行

っていく。 



46 

の技術力や経験を活用

し、スウェーデン、イギリ

スとの技術交流を行っ

た。 

 ⑤鉄道施設の貸付・

譲渡の業務等 

鉄道施設に係る貸

付料及び譲渡代金に

よる調達資金の確実

な回収に当たって

は、毎年度回収計画

を策定し、確実な回

収を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、並行在来

線への支援のため、

（３）鉄道施設の貸

付・譲渡の業務等 

鉄道事業者に対し

て貸付又は譲渡した

鉄道施設について、

機構の調達資金を確

実に返済、償還する

ため、毎年度、事業

者ごとに貸付料及び

譲渡代金の回収計画

を策定し、その全額

を確実に回収する。   

なお、償還期間の

変更を実施した事業

者については、毎年

度、決算終了後に経

営状況等の把握を図

り、償還確実性を検

証する。 

建設した鉄道施設

について、完成後、

各営業主体に対して

貸付又は譲渡を行

う。 

また、主要幹線及

び大都市交通線で今

中期計画期間中に国

土交通大臣が指定す

る貸付期間が経過す

る以下の区間につい

て、貸し付けしてい

る鉄道事業者に対し

て譲渡を行い、その

譲渡代金の回収を図

る。 

 

・平成 30年度 

譲渡区間：小金線（新

松戸・西船橋間） 

鉄道事業者：東日本

旅客鉄道株式会社 

 

さらに、並行在来

線への支援のため、

（３）鉄道施設の貸

付・譲渡の業務等 

鉄道事業者に対し

貸付又は譲渡した鉄

道施設の貸付料・譲

渡代金の確実な回収

を図る。 

 

 

 

 

 

 なお、引き続き、

鉄道事業者の経営状

況の調査・検証態勢

を強化するととも

に、償還期間の変更

を実施した事業者等

については令和３年

度決算終了後に経営

状況等の把握を図

り、償還確実性を検

証する。 

 

 令和４年度秋頃完

成予定の九州新幹線

（武雄温泉・長崎間）

について、九州旅客

鉄道株式会社に対

し、また、令和４年

度下期完成予定の神

奈川東部方面線（相

鉄・東急直通線）に

ついて、相模鉄道株

式会社及び東急電鉄

株式会社に対し、そ

れぞれ適切に貸付を

行う。 

 

 

 

 

 さらに、並行在来

線への支援のための

＜主な定量的指標

＞ 

・貸付料及び譲渡

代金について、回収

計画に沿って回収

を行った件数（前中

期目標期間実績:平

成 25 年度から平成

29 年度(見込み)ま

での回収件数･971

件 ( 鉄 道 事 業 者

数:27 者）） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・毎年度、事業者ご

とに貸付料及び譲

渡代金の回収計画

を設定し、その全額

を確実に回収して

いるか。 

・決算終了後に経

営状況等の把握を

図り、償還確実性を

検証しているか。 

・鉄道施設の完成

後、遅滞なく各営業

主体に対して貸付

又は譲渡を行って

いるか。 

・日本貨物鉄道株

式会社に対して貨

物調整金を速やか

に交付しているか 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

鉄道事業者に対し貸付

を行っている鉄道施設の

貸付料について、令和４

年度は新幹線 34 件、主要

幹線及び大都市交通線 14

件、神奈川東部方面線 6件

並びに津軽海峡線 1 件の

計 55 件（鉄道事業者：7

者）の要回収額を全額回

収した。 

鉄道事業者に対し譲渡

を行った鉄道施設の譲渡

代金について、令和 4年度

は民鉄線 87 件、主要幹線

鉄道線 6 件及び都市鉄道

線 10件の計 103 件（鉄道

事業者：16 者）の要回収

額を全額回収した。 

なお、新型コロナウイ

ルス感染症による今後の

影響が不透明な状況にあ

ることを踏まえ、引き続

き、鉄道事業者の経営状

況の調査・検証態勢を強

化し、国土交通大臣が指

定する譲渡代金の償還期

間（25 年間）が変更され

た事業者等については、

令和３年度決算終了後ヒ

アリング等により経営状

況等の把握を図り、償還

確実性を検証した。 

並行在来線への支援の

ための貨物調整金につい

て、特例業務勘定から建

設勘定への繰入れによ

り、国土交通大臣の承認

を受けてＪＲ貨物に対し

て交付した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：貸付料及び譲渡代金につ

いて、回収計画に沿って 158 件

（鉄道事業者 23 者）を全額回

収した。 

なお、過去に譲渡代金の償還

期間が変更された事業者等に

ついて、経営状況等の把握を図

り、償還確実性を検証した。 

また、令和４年度は、九州新幹

線（武雄温泉・長崎間）をＪＲ

九州に、神奈川東部方面線（相

鉄・東急直通線）を相模鉄道

(株)及び東急電鉄(株)に、それ

ぞれ貸付を行った。 

貨物調整金について国土交

通大臣の承認を受けた金額を

ＪＲ貨物に速やかに交付した。 

以上のことから、中期計画等に

おける所期の目標を達成して

いると考えられる。 

  

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

鉄道事業者に対し貸付又は譲渡した鉄道施設の貸付料・譲渡代金について、回収

計画に沿って要回収額（貸付料 55件、譲渡代金 103 件）を全額回収した。 

また、過去に譲渡代金の償還期間の変更を行った事業者については、ヒアリング

等により経営状況等を確認し、機構への譲渡代金の支払いが当面支障なく行われ

るかどうかの検証を実施した。 

また、令和４年度は、九州新幹線（武雄温泉・長崎間）をＪＲ九州に、神奈川東

部方面線（相鉄・東急直通線）を相模鉄道(株)及び東急電鉄(株)に、それぞれ貸付

を行った。 

さらに、並行在来線への支援のための貨物調整金について、国土交通大臣の承認

を受け、特例業務勘定から建設勘定へ繰入れた金額を日本貨物鉄道株式会社に対

して交付した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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特例業務勘定から建

設勘定への繰入れに

より、日本貨物鉄道

株式会社に対して貨

物調整金を交付す

る。 

 

＜指標＞ 

・貸付料及び譲渡代

金について、回収計

画に沿って回収を行

った件数(前中期目

標期間実績:平成 25

年度から平成 29 年

度(見込み)までの回

収件数･971 件(鉄道

事業者数：27者）） 

特例業務勘定から建

設勘定への繰入れに

より、日本貨物鉄道

株式会社に対して貨

物調整金を交付す

る。 

貨物調整金につい

て、特例業務勘定か

ら建設勘定への繰入

れにより、国土交通

大臣の承認を受けた

金額を日本貨物鉄道

株式会社に対して交

付する。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（２） 鉄道助成業務等 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅷ  都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 26  鉄道網を充実・活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号）

第 13 条第２項、附則第 11 条第１項第４号及び第３項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

行政事業レビュー事業番号：373 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終

年度値等) 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

  平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

補助金審査に

係る機構職員

向け研修の受

講率 

― 

平成 25 年度から

平成 29 年度まで

の平均受講率･

81% 

100% 100% 100% 100% 100% 

 予算額(千円) 

227,411,588 230,320,198 231,123,397 567,538,125 273,874,562 

鉄道助成制度

に関するガイ

ドブックの地

方公共団体・

鉄道事業者等

への配布部数 

― 

平成 27 年度から

平成 29 年度の平

均配布部数･809

部 

889 部 923 部 945 部 953 部 959 部 

 決算額(千円) 

227,329,193 241,415,261 234,232,820 561,100,268 283,852,349 

譲渡代金及び

無利子貸付資

金について、

約定等に沿っ

た回収を行っ

た件数 

― 

平成 25 年度から

平成 29 年度(見

込み)までの回収

件数･譲渡代金:

年間 6件､無利子

貸付資金:年間 6

件 

譲渡代金 

６件 

 

無利子 

貸付金 

６件 

譲渡代金 

６件 

 

無利子 

貸付金 

６件 

譲渡代金 

６件 

 

無利子 

貸付金 

６件 

譲渡代金 

６件 

 

無利子 

貸付金 

６件 

譲渡代金 

６件 

 

無利子 

貸付金 

６件 

 経常費用(千円) 

195,742,800 224,754,740 220,687,892 207,758,887 213,256,962 

貸付利息につ

いて、約定に

沿った回収を

行った件数 

― 

平成 28 年度から

平成 29 年度(見

込み)までの回収

件数･8 件 

10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 

 経常利益(千円) 

4,807,712 △9,514,108 △8,461,449 △7,520,512 △1,907,459 

         行政コスト（千

円） 
― 224,772,482 220,687,892 207,758,920 213,256,962 

         行政サービス実

施コスト（千円） 97,062,145 ― ― ― ― 
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         従事人員数 29 27 27 27 27 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：鉄道助成業務における補

助金交付等に係る全て（機構外

の要因による１件を除く）の受

払の標準処理期間内の執行、譲

渡代金や無利子貸付資金の回

収及び債務の償還において、法

令や約定に沿って適切に処理

を行った。 

また、「鉄道助成業務の審査

等に関する第三者委員会」から

の意見を踏まえ、審査業務の充

実・強化を図るとともに、審査

ノウハウの承継と職員のスキ

ルアップを図るための職員研

修及びガイドブックの配布な

ど各種助成制度の周知活動を

行った。 

さらに、ＪＲ四国から長期借

入金を借り入れるとともに、Ｊ

Ｒ北海道及びＪＲ四国に対し、

定められた利率により、長期借

入金に係る利子の支払を確実

に実施した。 

中央新幹線建設資金貸付等

業務においては、新型コロナウ

イルス感染症の影響を踏まえ

つつ、貸付対象事業者であるＪ

Ｒ東海の財務状況や貸付対象

事業の進捗状況等を把握する

とともに、約定に沿った貸付利

息の確実な回収を行った。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道助成業務等の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ｂ３点×３項目）÷３項目＝3.0 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、

Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍とし

ている。 

 

鉄道助成業務等の評価 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等については、法令その他の基準に基づき

確実に処理するとともに、全ての受払を標準処理期間内に執行した。 

約定等に基づく譲渡代金や無利子貸付金の回収及びこれらに係る債務の償還を

確実に行った。 

北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社からの長期借入金の借入、

定められた利率による利子の支払いを確実に実施した。 

 中央新幹線建設資金貸付等業務について、新型コロナウイルス感染症の拡大に

よる影響を踏まえつつ、貸付先の財務状況、事業の進捗状況等を把握するととも

に、約定に沿った貸付利息の回収を確実に行った。 
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（２）鉄道助成業務

等 

①鉄道助成 

機構では、交通イ

ンフラ・ネットワー

クの機能拡充・強化

に資するため、整備

新幹線、都市鉄道等、

鉄道技術開発及び鉄

道の安全・防災対策

に対する補助等によ

る支援及び新幹線譲

渡代金、無利子貸付

資金の回収を適正か

つ効率的に実施す

る。 

 

（ａ）確実な処理・

適正かつ効率的な執

行 

鉄道関係業務の資

金の移動（勘定間繰

入・繰戻）及び補助

金交付について、第

三者委員会の助言の

必要部分を審査業務

の改善に反映させる

こと、審査ノウハウ

の承継やスキルアッ

プのための機構職員

向け研修の実施等に

より、法令その他に

よる基準に基づき確

実に処理するととも

に、標準処理期間内

に適正かつ効率的に

執行する。 

 

＜指標＞ 

・補助金審査に係る

機構職員向け研修の

受講率(前中期目標

期間実績:平成 25 年

度から平成 29 年度

までの平均受講率･

81％） 

 

 

（ｂ）助成制度に関

する情報提供等の推

進 

（２）鉄道助成業務

等 

①鉄道助成 

 機構は、交通イン

フラ・ネットワーク

の機能拡充・強化に

資するため、整備新

幹線、都市鉄道等、

鉄道技術開発及び鉄

道の安全・防災対策

に対する補助等によ

る支援及び新幹線譲

渡代金、無利子貸付

資金の回収を適正か

つ効率的に実施して

いく。 

 

勘定間繰入・繰戻

及び補助金交付業務

等について、法令そ

の他による基準に基

づき確実に処理する

とともに、標準処理

期間内（補助金等支

払請求から支払まで

30 日以内､国の補助

金の受入から給付ま

で７業務日以内）に

執行できるよう適正

かつ効率的に処理す

る。また、「鉄道助成

業務の審査等に関す

る第三者委員会」か

らの改善意見の必要

部分を審査業務の改

善に反映させるこ

と、及び審査ノウハ

ウの承継、スキルア

ップのための職員研

修を実施すること等

により、業務遂行に

係る効率性の向上

等、鉄道助成業務の

更なる充実強化を図

る。 

 

 

 

また、鉄道事業者

等による各種助成制

度の効果的な活用を

（２）鉄道助成業務

等 

① 鉄道助成 

機構は、交通イン

フラ・ネットワーク

の機能充実・強化に

資するため、整備新

幹線、都市鉄道等、

鉄道技術開発及び鉄

道の安全・防災対策

に対する補助等によ

る支援及び新幹線譲

渡代金、無利子貸付

資金の回収を適正か

つ効率的に実施して

いく。 

 

勘定間繰入・繰戻

及び補助金交付業務

等について、法令そ

の他による基準に基

づき確実に処理する

とともに、標準処理

期間内(補助金等支

払請求から支払まで

30 日以内、国の補助

金の受入から給付ま

で７業務日以内）に

執行できるよう適正

かつ効率的に処理す

る。また、「鉄道助成

業務の審査等に関す

る第三者委員会」に

助成業務の実施状況

等を報告し、得られ

た改善意見の必要部

分を審査業務の改善

に反映させること、

及び審査ノウハウの

承継、スキルアップ

のための職員研修等

を必要に応じて一部

見直し実施すること

等により、業務遂行

に係る効率性の向上

等、鉄道助成業務の

更なる充実強化を図

る。 

また、鉄道事業者

等による各種助成制

度の効果的な活用を

＜主な定量的指標

＞ 

・補助金審査に係

る機構職員向け研

修の受講率(前中期

目標期間実績:平成

25 年度から平成 29

年度までの平均受

講率･81％） 

・鉄道助成制度に

関するガイドブッ

クの地方公共団体・

鉄道事業者等への

配布部数（前中期目

標期間実績：平成２

７年度から平成２

９年度の平均配布

部数・８０９部） 

・譲渡代金及び無

利子貸付資金につ

いて、約定等に沿っ

た回収を行った件

数(前中期目標期間

実績:平成 25 年度

から平成 29 年度

（見込み）までの回

収件数・譲渡代金：

年間６件、無利子貸

付資金：年間６件） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・補助金交付等に

係る全ての受払に

ついて、法令その他

による基準に基づ

き確実に処理して

いるか。 

・第三者委員会か

らの改善意見の必

要部分を審査業務

の改善に反映して

いるか。 

・職員研修を実施

し、また、審査ノウ

ハウの承継等のた

めの検討をしてい

るか。 

・情報提供や周知

＜主要な業務実績＞ 

 勘定間繰入・繰戻及び

補助金交付業務等につい

て、法令その他による基

準に基づき確実に処理す

るとともに、全ての受払

について適正に執行し

た。 

業務の充実強化につい

ては、「鉄道助成業務の審

査等に関する第三者委員

会」を開催し、委員会から

の改善意見は、適宜、審査

業務の改善に反映した。 

審査ノウハウの承継と職

員のスキルアップを図る

ため、職員研修を実施（受

講率 100％）した。 

鉄道事業者等による各

種助成制度の効果的な活

用を支援するため、配布

先を精査した上で「鉄道

助成ガイドブック」を配

布（959 部）する等情報提

供や周知活動を推進し

た。また、助成対象事業の

適正な執行のために、執

行に係る基本的な考え方

を助成対象事業者に対し

て改めて周知した。 

債権の回収について

は、約定等に基づき、新幹

線譲渡代金（６件）や無利

子貸付資金（６件）を回収

するとともに、新幹線に

係る債務についても確実

に償還した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：補助金交付等に係る全て

の受け払い、譲渡代金（６件）

や無利子貸付資金（６件）の回

収及び債務の償還において、法

令や約定に沿って適切に処理

を行った。 

また、第三者委員会からの意

見を踏まえ、審査業務の充実・

強化を図るとともに、審査ノウ

ハウの承継と職員のスキルア

ップを図るための職員研修（受

講率 100％）及びガイドブック

の配布（959 部）等各種助成制

度の周知活動を行った。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務等については、法令その他の基準に基づき

適切に処理を行った。 

また､第三者委員会の活用や職員研修の実施(受講率 100%)により､鉄道助成業務

を適正かつ効率的に執行するための業務改善･スキルアップに取り組むとともに、

ガイドブックの配布(959 部)等､鉄道事業者等による各種助成制度の効果的な活用

を支援するための情報提供や周知活動を推進した｡ 

さらに、約定等に基づき債権の回収（新幹線譲渡代金６件、無利子貸付金６件）

を行うとともに、これらに係る債務の償還を確実に行った。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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鉄道事業者等によ

る各種助成制度の効

果的な活用を支援す

るため、鉄道助成制

度に関するガイドブ

ックの配布等による

情報提供や周知活動

を積極的に推進す

る。 

 

＜指標＞ 

・鉄道助成制度に関

するガイドブックの

地方公共団体・鉄道

事業者等への配布部

数（前中期目標期間

実績：平成 27 年度か

ら平成 29 年度の平

均配布部数･809 部） 

 

（ｃ）債権の確実な

回収等 

既設四新幹線の譲

渡代金、無利子貸付

資金について、約定

等に沿った確実な回

収を図るとともに、

これらに係る債務を

確実に償還する。 

 

＜指標＞ 

・譲渡代金及び無利

子貸付資金につい

て、約定等に沿った

回収を行った件数

（前中期目標期間実

績：平成 25年度から

平成 29 年度（見込

み）までの回収件数・

譲渡代金：年間６件、

無利子貸付資金：年

間６件） 

支援するため、鉄道

助成ガイドブックの

配布等による情報提

供や周知活動を積極

的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、既設四新

幹線の譲渡代金、無

利子貸付資金につい

て約定等に沿った確

実な回収を図るとと

もに、これらに係る

債務を確実に償還す

る。 

支援するため、最新

の助成事例を盛り込

んだ鉄道助成ガイド

ブック及びパンフレ

ットの作成配布、ホ

ームページでの公表

を行うとともに、助

成対象事業の適正な

執行のために、執行

に係る基本的な考え

方を助成対象事業者

に対して周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、既設四新

幹線の譲渡代金（令

和４年度回収見込額

724 億円）、無利子貸

付資金（令和４年度

回収見込額 154 億

円)について約定等

に沿った確実な回収

を図るとともに､こ

れらに係る債務を確

実に償還する。支援

するため、最新の助

成事例を盛り込んだ

鉄道助成ガイドブッ

ク及びパンフレット

の作成配布、ホーム

ページでの公表を行

うとともに、助成対

象事業の適正な執行

のために、執行に係

る基本的な考え方を

助成対象事業者に対

して周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

活動を推進し、ま

た、推進するための

検討をしているか。 

・約定等に沿った

確実な回収を実施

しているか。 

・債務を確実に償

還しているか。 
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 ② 北海道旅客鉄道

株式会社及び四国旅

客鉄道株式会社から

の長期借入金の借り

入れ等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号）附

則第３条第１１項の

規定による繰入れに

必要な費用に充てる

とともに、北海道旅

客鉄道株式会社及び

四国旅客鉄道株式会

社（以下「旅客会社」

という。）の経営の安

定を図るため、同法

附則第１１条第１項

第６号及び第７号の

規定に基づき、旅客

会社から長期借入金

を借り入れるととも

に、当該長期借入金

に係る利子の支払を

確実に実施する。 

＜指標＞ 

・長期借入金につい

て、国土交通大臣が

定めた利率による利

子の支払いを行った

件数 

② 北海道旅客鉄道

株式会社及び四国旅

客鉄道株式会社から

の長期借入金の借り

入れ等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号）附

則第３条第 11 項の

規定による繰入れに

必要な費用に充てる

とともに､北海道旅

客鉄道株式会社及び

四国旅客鉄道株式会

社(以下｢旅客会社｣

という｡)の経営の安

定を図るため､同法

附則第 11 条第１項

第６号及び第７号の

規定並びに同条第９

項により国土交通大

臣が定める事項その

他国土交通省の指示

に基づき、旅客会社

から長期借入金を借

り入れるとともに、

当該旅客会社に対

し、当該長期借入金

に係る利子の支払を

確実に実施してい

く。 

② 北海道旅客鉄道

株式会社及び四国旅

客鉄道株式会社から

の長期借入金の借り

入れ等 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成 14

年法律第 180 号）附

則第３条第 11 項の

規定による繰入れに

必要な費用に充てる

とともに､北海道旅

客鉄道株式会社及び

四国旅客鉄道株式会

社(以下｢旅客会社｣

という｡)の経営の安

定を図るため､同法

附則第 11 条第１項

第６号及び第７号の

規定並びに同条第９

項により国土交通大

臣が定める事項その

他国土交通省の指示

に基づき、旅客会社

から長期借入金を借

り入れるとともに、

当該旅客会社に対

し、当該長期借入金

に係る利子の支払を

確実に実施してい

く。 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・長期借入金につ

いて、国土交通大臣

が定めた利率によ

る利子の支払いを

行った件数 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・定められた利率

により、利子の支払

を確実に実施した

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

長期借入金の借入につ

いて、ＪＲ四国から 550億

円を借り入れた。   

また、長期借入金に係

る利子の支払を（ＪＲ北

海道へ２件、ＪＲ四国へ

２件）確実に実施した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：定められた利率により、

利子の支払を確実に実施した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

  

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社からの長期借入金の借入、

定められた利率による利子の支払いを確実に実施した。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

 ③ 中央新幹線建設

資金貸付等業務 

中央新幹線の建設

主体に対し、当該建

設に要する費用に充

てる資金の一部を貸

し付けており、貸付

けを行った事業につ

いて、建設主体の財

務状況、事業の進捗

状況等を把握しつ

つ、約定に沿った貸

付利息の確実な回収

を図る。 

 

＜指標＞ 

・貸付利息につい

て、約定に沿った回

③ 中央新幹線建設

資金貸付等業務 

貸付金の償還が行

われるまで、継続的

に償還確実性を確認

する必要があること

から、貸付けを実施

した建設主体に対

し、財務状況、貸付

けを行った事業の進

捗状況等を毎年度把

握するとともに、こ

れにより、債権の確

実な保全及び約定に

沿った貸付利息の確

実な回収を図る。 

③ 中央新幹線建設

資金貸付等業務 

貸付金の償還が行

われるまで、継続的

に償還確実性を確認

する必要があること

から、貸付けを実施

した建設主体に対

し、財務状況、貸付

けを行った事業の進

捗状況等を把握する

とともに、債権の保

全及び約定に沿った

貸付利息の確実な回

収を図る。 

＜主な定量的指標

＞ 

・貸付利息につい

て、約定に沿った回

収を行った件数（前

中期目標期間実績:

平成 28 年度から平

成 29年度（見込み）

までの回収件数・８

件） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・債権の確実な保

全及び約定に沿っ

た貸付利息の確実

＜主要な業務実績＞ 

貸付金の償還が行われ

るまで、継続的に償還確

実性を確認する必要があ

ることから、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を

踏まえつつ、貸付対象事

業者(建設主体)の財務状

況や貸付対象事業の進捗

状況等を把握するととも

に、約定に沿った貸付利

息の確実な回収（10 件）

を実施した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：新型コロナウイルス感染

症の影響を踏まえつつ、貸付対

象事業者（建設主体）の財務状

況や貸付対象事業の進捗状況

等を把握するとともに、約定に

沿った貸付利息の回収（10 件）

が行われた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を踏まえつつ、貸付先の財務状況、

事業の進捗状況等を把握するとともに、約定に沿った貸付利息の回収（10 件）を

確実に行った。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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収を行った件数（前

中期目標期間実績：

平成 28 年度から平

成 29 年度(見込み)

までの回収件数・８

件）  

な回収を行ってい

るか。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（３） 船舶共有建造等業務 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、

みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進す

る 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号）

第 13 条第１項第７号及び第８号 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

 船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造促進 

 船舶建造等における技術支援 

【難易度：高】 

 船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造促進 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

  平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

より高い政策効

果を実現する船

舶の延べ建造隻

数 

今中期目標期

間中において

140 隻以上 
― 

年度計画の達成目標  予算額(千円) 48,625,954 54,975,332 98,239,311 71,716,362 60,638,923 

20 隻以上 24 隻以上 28 隻以上 28 隻以上 28 隻以上  決算額(千円) 56,703,023 45,103,824 81,736,162 57,604,876 47,267,261 

実績値  経常費用(千円) 23,812,527 24,608,582 25,415,692 24,804,908 25,063,760 

47 隻 40 隻 28 隻 30 隻 32 隻  経常利益(千円) 1,818,086 1,708,240 1,472,703 1,246,391 1,127,434 

繰越欠損金の縮

減額 

今中期目標期

間中に 40 億

円程度 

― 18 億円 17 億円 10 億円 16 億円 12 億円 

 行政ｺｽﾄ(千円) 

― 24,608,582 25,851,292 24,900,325 25,063,760 

  
   

    行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺ

ｽﾄ(千円) 
△1,801,800 ― ― ― ― 

         従事人員数 57 58 59 59 59 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：船舶共有建造業務におい

て、より高い政策効果を実現す

る船舶の延べ建造隻数は、令和

４年度計画における 28 隻に対

し、対年度計画値の 114％であ

る 32隻の実績となった。  

船舶共有建造等業務の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

Ａ４点×１項目＋Ｂ３点×（２項目＋２項目）÷（３項目＋２項目）＝3.2 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２

点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 
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また、計画段階での船舶の性

能予測精度の向上や、先進二酸

化炭素低減化船等の建造促進

等に資する技術支援等を着実

に実施した。 

さらに、繰越欠損金を令和４

年度は 12億円縮減した。 

なお、主要な経年データ「②主

要なインプット情報（財務情報

及び人員に関する情報）」にお

ける予算額と決算額において

かい離が生じているが、これは

船舶取得費が当初見込みを下

回ったことが主な要因である。  

  

＜課題と対応＞ 

 特になし。 

 

船舶共有建造等業務の評価 

「船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造推進」について

は、より高い政策効果を実現する船舶の延べ建造隻数が、目標隻数 28 隻に対し

て、32 隻を建造決定したことは評価できる。 

「船舶建造等における技術支援」については、高度な技術を要する船舶や船舶

建造に関するノウハウが少ない地方公共団体が建造する旅客船への技術支援を着

実に実施している。 

「船舶共有建造業務における財務内容の改善」については、令和４年度は 12

億円の当期利益を計上したことで、繰越欠損金は同額縮減することができた。 

 

（３）船舶共有建造

等業務 

我が国の国民生活

や経済活動を支える

基幹的輸送インフラ

であり、モーダルシ

フトによる環境負荷

や効率性にも優れる

内航海運の分野にお

いて、「内航未来創造

ﾌﾟﾗﾝ｣(平成 29 年６

月内航海運の活性化

に向けた今後の方向

性検討会）等を踏ま

え、船舶共有建造業

務を通じ、安定的輸

送の確保に努め、生

産性の向上等に努め

る必要がある。また、

国内旅客船について

も、離島航路の維持

改善や観光立国推進

等の観点から、着実

に整備を推進する必

要がある。このため、

これらの国内海運政

策の実現に寄与する

船舶の建造を推進し

つつ、船舶の老朽化

へも対処する。 

 

 

①船舶共有建造業務

（５）船舶共有建造

等業務 

我が国の国民生活

や経済活動を支える

基幹的輸送インフラ

であり、環境にやさ

しく効率的な輸送機

関である内航海運の

安定的な輸送の確保

及び生産性の向上の

ため、また、離島航

路の維持・改善をは

じめとする地域公共

交通の活性化や観光

立国推進等の観点か

ら国内旅客船の着実

な整備を推進するた

め、船舶共有建造業

務により国内海運政

策の実現に寄与する

船舶の建造を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①船舶共有建造業務

（５）船舶共有建造

等業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①船舶共有建造業務

＜主な定量的指標

＞ 

・より高い政策効

果を実現する船舶

の延べ建造隻数を

今中期目標期間中

において 140 隻以

上とする｡ 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・海運事業者や荷

主に対し、国内海運

政策の実現に寄与

する船舶について、

各種セミナー等を

通じて効果、利点を

分かりやすく適切

に周知しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

 昨今の物流分野におい

ては、荷主や消費者ニー

ズの高度化・多様化によ

る多頻度小口輸送が増加

していることから環境負

荷低減や物流の効率化を

図るためモーダルシフト

が推進されている。船舶

共有建造業務としては、

物流の効率化をはじめと

して、離島航路整備や観

光立国推進、環境対策等

の国内海運政策の実現に

寄与する船舶の建造を推

進している。 

近年、労働力不足、船内

の労働負担の軽減、イン

バウンド需要の高まり等

の時代の要請やニーズに

即した政策要件の見直し

や創設を継続的に行って

きたところであるが、令

和 4年度は、内航船員の働

き方改革・生産性向上を

より一層進めるべく、「労

働環境改善船」の要件と

なる対象及び選択肢を見

直し充実させ、さらなる

国内海運政策の実現に寄

与する船舶の建造の推進

に努めた。  

また、新型コロナウイ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：新型コロナウイルスの感

染拡大が収束していなかった

ことから、令和３年度に引き続

き「内航船支援セミナー」を令

和４年 11 月にオンライン及び

会場を併用したハイブリッド

形式で実施し、内航カーボンニ

ュートラル推進や内航船の労

働環境改善に関する各種技術

情報、機構の取組みである内航

ラボ等に関する情報発信を行

った。海運事業者への訪問の機

会も従前に比べ減少した状況

が続いたものの、オンラインを

活用した打ち合わせを積極的

に行い、また、訪問の機会を

徐々に回復させたことで、令和

４年度計画における延べ建造

隻数である 28隻に対し、32 隻

（対計画値の 114％）の実績と

なった。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

景気の変動に伴う国内輸送

量の減少や鋼材・燃料油価格の

高騰等、社会経済状況の変化に

応じて船舶建造に対する需要

が大きく変動するところ、引き

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

年度計画における「船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造

推進」の具体的な数値目標は「より高い政策効果を実現する船舶の延べ建造隻数が

28 隻以上となるよう取り組む」とされているところ、セミナーや営業活動をオン

ライン形式で実施することにより、コロナ禍においても積極的に情報発信を行っ

た結果として、業務実績は 32隻となった。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

特になし 
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を通じた政策効果の

より高い船舶の建造

推進 

船舶の建造の推進

については、今後の

国内海運政策の実現

に寄与するために必

要となる措置につい

て検討し実施する。 

また、機構が船舶

共有建造制度を実施

するに当たっては、

物流の効率化、離島

航路整備や観光立国

推進、環境対策等の

国内海運政策の実現

に寄与するため、コ

ンテナ船やフェリー

などの物流効率化に

資する船舶、地域振

興に資する船舶、船

員雇用対策に資する

船舶、事業基盤強化

に資する船舶、グリ

ーン化に資する船舶

等の建造を推進す

る。 

その際は、船舶共

有建造業務の財務改

善に必要な事業量を

確保しつつ、民業圧

迫にならないよう配

慮する。 

 

＜定量的目標＞ 

・上記船舶のうち、

より高い政策効果を

実現する船舶の延べ

建造隻数を今中期目

標期間中において

140 隻以上とする。 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

延べ建造隻数につ

いては、過去の年間

平均建造実績約 26

隻を基に５年間で約

130 隻となることを

踏まえ､今中期目標

期間において 140 隻

を通じた政策効果の

より高い船舶の建造

推進 

船舶共有建造業務

として、物流の効率

化、離島航路整備や

観光立国推進、環境

対策等の国内海運政

策の実現に寄与する

船舶建造を推進す

る。 

具体的には、国内

海運政策の実現に寄

与するものとして、

物流効率化に資する

船舶、地域振興に資

する船舶、船員雇用

対策に資する船舶、

事業基盤強化に資す

る船舶､グリーン化

に資する船舶等を掲

げ､これらのうち､よ

り高い政策効果を実

現する船舶の延べ建

造隻数を今中期計画

期間中において 140

隻以上とするが､建

造量は社会経済状況

に応じて大きく変化

することに十分留意

する。 

また、海運事業者

や荷主に対し、より

高い政策効果を実現

する船舶について、

効果、利点を分かり

やすく適切に周知す

る。 

を通じた政策効果の

より高い船舶の建造

推進 

船舶共有建造業務

として、国内海運政

策の実現に寄与する

船舶建造を推進する

ため、機構が開催す

る各種セミナー等を

実施し、より高い政

策効果を実現する船

舶の効果、利点を分

かりやすく適切に周

知する。これらを通

じて､次に掲げる船

舶の延べ建造隻数が

28 隻以上となるよ

う取り組む。 

○物流効率化に資す

る船舶 

・内航フィーダーの

充実に資する船舶

（京浜港・阪神港に

就航 

し、外国貿易用コン

テナを輸送するも

の） 

・高度モーダルシフ

ト船（輸送力を増強

するもの等） 

○地域振興に資する

船舶 

・離島航路の整備に

資する船舶 

・生活航路に就航す

る船舶のうち高度バ

リアフリー化要件を

満たす船舶 

・国内クルーズ船

（旅行客等観光向け

のもの） 

○船員雇用対策に資

する船舶 

・若年船員または女

性船員を計画的に雇

用する事業者の船舶 

・労働環境改善船

（船員の居住環境改

善、労働負担軽減の

設備を設置するも

の） 

ルスの感染拡大が収束し

ていなかったことから、

令和３年度に引き続き

「内航船支援セミナー」

を令和４年11月にオンラ

イン及び会場を併用した

ハイブリッド形式で実施

し、内航カーボンニュー

トラル推進や内航船の労

働環境改善に関する各種

技術情報、機構の取組み

である内航ラボ等に関す

る情報発信を行った。海

運事業者への訪問の機会

も従前に比べ減少した状

況が続いたものの、オン

ラインを活用した打ち合

わせを積極的に行い、ま

た、訪問の機会を徐々に

回復させた。 

その結果、より高い政

策効果を実現する船舶の

延べ建造隻数は32隻とな

り、令和４年度計画値を

達成することができた。 

続き海運事業者や荷主に対し

船舶共有建造制度について周

知するとともに、国内海運政策

の実現に寄与するため、政策課

題や事業者ニーズに対応した

制度改善を図っていく。併せ

て、政策効果のより高い船舶の

建造を促進する。 
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と設定した｡ 

 

【重要度：高】 

内航海運及び国内

旅客船は国民生活や

経済活動を支える基

幹的輸送インフラと

して極めて重要な役

割を担っている。し

かし、これらを支え

る海運事業者は資力

が乏しいため、船舶

共有建造制度を通

じ、国内海運政策に

寄与する政策的意義

の高い船舶の建造を

推進する必要がある

ため。 

 

【難易度：高】 

船舶建造は社会経

済状況に応じて建造

量が大きく変化し、

外部的要因が強く影

響するため。 

○事業基盤強化に資

する船舶 

・登録船舶管理事業

者を利用する船舶 

・合併を行う事業者

が建造する船舶 

○グリーン化に資す

る船舶 

・スーパーエコシッ

プ（電気推進システ

ムを採用したもの） 

・ＬＮＧ燃料船（Ｌ

ＮＧを燃料として運

航するもの） 

・先進二酸化炭素低

減化船(従来より二

酸化炭素排出量が

16%以上軽減される

もの) 

･高度二酸化炭素低

減化船(従来より二

酸化炭素排出量が

12%以上軽減される

もの) 

･二重船殻構造を有

する油送船及び特殊

ﾀﾝｸ船(海難事故発生

時に油等が流出しな

いように側面と底面

が二重になって 

いるもの） 

○特定船舶導入計画

の認定を受けた船舶 

 

 

 

 

 

 ②船舶建造等におけ

る技術支援 

共有建造する船舶

の計画、設計、建造、

就航後の各段階での

効果的な技術支援を

実施し、国内海運政

策の実現に寄与する

良質な船舶を建造す

る。 

 

【重要度：高】 

船舶は内航海運業

②船舶建造等におけ

る技術支援 

 上記の国内海運政

策の実現に寄与する

良質な船舶の建造に

資するため、計画、

設計、建造、就航後

の各段階での技術支

援を的確に実施す

る。特に、ＳＯＸ等

環境規制に対応する

ための技術支援や先

進船舶、離島航路就

②船舶建造等におけ

る技術支援 

上記の国内海運政

策の実現に寄与する

良質な船舶の建造に

資するため、計画、

設計、建造、就航後

の各段階での技術支

援を的確に実施す

る。特に、環境規制

に対応するための技

術支援やＬＮＧ燃料

船を含む先進船舶、

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・計画、設計、建造、

就航後の各段階で

の技術支援を的確

に実施しているか。 

・高度な技術を要

＜主要な業務実績＞ 

計画、設計、建造、就航

後の各段階での技術支援

については、計画段階で

の船舶の性能予測精度の

向上に引き続き取り組ん

だ。 

高度な技術を要する船

舶への技術支援の充実化

については、環境負荷低

減に寄与する「先進二酸

化炭素低減化船」や船員

の労働負担軽減・居住環

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：計画段階での船舶の性能

予測精度の向上や、先進二酸化

炭素低減化船等の建造促進等

に資する技術支援等を着実に

行ってきた。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

令和元年度から技術的な支

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 計画・設計・建造・就航後の各段階で技術支援に取り組んだ結果､環境負荷低減

に寄与する高度二酸化炭素低減船について､12 隻の建造決定につながった｡ 

また、船舶建造に関するノウハウが少ない地方公共団体等が建造する「離島航路

の整備に資する船舶」について、技術支援を９隻実施した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 
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に必要不可欠な基幹

的輸送インフラであ

り、国内海運政策に

合致する良質な船舶

を建造するには高い

技術力が必要であ

る。しかし、多くの

内航事業者は零細事

業者で技術力がなく

自らのみで船舶を建

造することは困難で

あることから、政策

に合致する船舶建造

の技術支援を実施す

ることの重要度は高

い。 

航船、二酸化炭素低

減化船、労働環境改

善船などの高度な技

術を要する船舶への

技術支援に重点的に

取り組み、その充実

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため、内航海

運の諸課題、事業者

のニーズや社会的要

請等に対応するため

の技術調査を実施す

るほか、技術支援に

係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等に

より、技術支援に係

わる職員の技術力の

維持・向上、ノウハ

ウの体系的な蓄積と

承継を図る。 

また、先進船舶等

の更なる普及を図る

ため、機構の技術支

援のあり方を検討す

る。 

 

離島航路就航船、二

酸化炭素低減化船、

労働環境改善船等の

高度な技術を要する

船舶への技術支援に

重点的に取り組み、

その充実を図る。ま

た、内航カーボンニ

ュートラル推進につ

いて、地球温暖化対

策計画の改定や政府

における検討会のと

りまとめ結果を踏ま

えつつ、政府や様々

な業界における最新

動向について注視し

ていく。 

このため、内航海

運の諸課題、事業者

のニーズや社会的要

請等に対応するため

の技術調査を実施す

るほか、技術支援に

係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等に

より、技術支援に係

わる職員の技術力の

維持・向上、ノウハ

ウの体系的な蓄積と

承継を図る。 

また、先進船舶等

の更なる普及を図る

ため、計画段階から

の技術支援を充実さ

せるとともに、引き

続き機構の技術支援

のあり方を検討す

る。 

する船舶への技術

支援に重点的に取

り組み、その充実を

図っているか。 

・機構の技術支援

のあり方を検討し

ているか。 

 

 

 

 

 

境向上に寄与する「労働

環境改善船」の建造促進

のため、事業者への技術

支援を実施した。「離島航

路の整備に資する船舶」

については、特に、船舶建

造に関するノウハウが少

ない地方公共団体等が建

造する旅客船に対し、航

路調査及び基本仕様策定

等の建造の初期段階から

の支援等を地方公共団体

等からの要望に応じて実

施している。 

これに加えて、内航海

運を取り巻く国の政策の

方向性や技術動向等を踏

まえ、令和３年度には、内

航船における働き方改

革・生産性向上を推進す

るため、「労働環境改善

船」の技術要件を改正し、

対象及び導入設備の選択

肢を充実させ、令和４年

４月から施行した。 

また、機構の技術支援

のあり方の検討を踏ま

え、先進二酸化炭素低減

化船、労働環境改善船等

の政策効果がより高いと

認められる船舶の建造を

促進するためには、建造

仕様が固まる前の計画段

階から技術支援に取り組

むことが効果的であるこ

とから、建造促進部門と

連携して計画段階から技

術的な助言や最新技術に

関する情報提供を行って

いる。 

これらの取組みについ

て、「内航船支援セミナ

ー」等で積極的に周知を

行った。さらに、他団体か

らの要望により、令和５

年１月に海洋水産システ

ム協会主催の月例懇談

会、同年２月に日本内航

海運組合総連合会主催の

「船舶における電力線通

信の実証結果の報告なら

援を実施している「労働環境改

善船」や、技術支援に対するニ

ーズが高い「離島航路就航船」

等の政策要件で定める船舶に

関し、技術支援を引き続き積極

的に行うことで、良質な船舶の

建造促進を図っていく。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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びに設置に関する報告

会」にて講演した。 

 ③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

未収金の発生防

止、債権管理及び回

収の強化等の取組み

を行うとともに、機

構の収益の確保に努

めることにより、財

務内容の一層の改善

を進める。 

また、「独立行政法

人改革等に関する基

本的な方針」を踏ま

え、未収金の発生防

止、債権管理、回収

の強化、一定の事業

量の確保、適正な事

業金利の設定及び政

策課題の実行等に留

意した繰越欠損金削

減計画により繰越欠

損金の縮減を図るほ

か、未収金残高につ

いても引き続き縮減

に努める。 

 

 

 

 

さらに、海事勘定

における財務改善の

状況については、特

に、繰越欠損金につ

いて、事業年度ごと

にその要因を含めホ

ームページ等におい

て国民に分かりやす

く公表する。 

 

＜定量的目標＞ 

・今中期目標期間中

に繰越欠損金削減計

画により 40 億円程

③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

未収金の発生防

止、債権管理及び回

収の強化等の取組み

を行うとともに、機

構の収益の確保に努

めることにより、財

務内容の一層の改善

を進める｡ 

また､｢独立行政法

人改革等に関する基

本的な方針｣(平成

25年 12月 24日閣議

決定)を踏まえ､未収

金の発生防止､債権

管理､回収の強化､一

定の事業量の確保､

適正な事業金利の設

定及び政策課題の実

行等に留意して機構

が策定する繰越欠損

金削減計画により今

中期計画期間中に

40 億円程度の繰越

欠損金の縮減を図る

ほか､未収金残高に

ついても引き続き縮

減に努める。 

さらに、海事勘定

における財務改善の

状況については、特

に、繰越欠損金につ

いて、事業年度ごと

にその要因を含めホ

ームページ等におい

て国民に分かりやす

く公表する。 

③船舶共有建造業務

における財務内容の

改善 

 平成 29 年度に策

定した｢繰越欠損金

削減計画｣に基づき､

今中期計画期間中に

40 億円程度の繰越

欠損金の縮減を図る

ほか､未収金残高に

ついても引き続き縮

減に努める｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海事勘定における

財務改善の状況につ

いては、特に、繰越

欠損金について、そ

の要因を含めホーム

ページ等において国

民に分かりやすく公

表する。 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・今中期目標期間

中に繰越欠損金削

減計画により 40 億

円程度の繰越欠損

金の縮減を図る。 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・未収金の発生防

止、債権管理及び回

収の強化等の取組

みを行い、未収金残

高の縮減に努めて

いるか。（注） 

・機構の収益の確

保に努めているか。 

 

（注） 

（１）「未収金」と

は、共有契約におい

て定められた期日

に共有事業者が支

払うべき船舶使用

料・船舶譲渡代金

と、実際に支払われ

た金額との差額を

いう。 

（２）未収金を大別

すると次のとおり。 

① リスケジュー

ル計画が策定済み

であり、計画的な回

収が見込まれるも

の。 

② 会社更生手続

き、民事再生手続き

等により更生計画、

再生計画が認可済

み等であり、計画的

な回収が見込まれ

＜主要な業務実績＞ 

繰越欠損金について

は、財務改善に必要な事

業量の確保、適正な事業

金利の設定、事業者への

ＰＲ等により建造推進、

未収金発生防止・債権管

理強化及び既存債権の回

収強化等の措置を着実か

つ適正に行ったことで、

令和４年度は 12億円の当

期総利益を計上し、同額

縮減した。 

また、未収金について

は、信用ランク下位の事

業者への重点的な債権管

理体制を引き続き実施す

る等、未収金の新規発生

防止及び未収金発生の最

小化を図り、リスケジュ

ール計画の策定及び回収

強化等に努めた結果、令

和４年度末の未収金残高

は 258 百万円となった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：繰越欠損金においては、

第４期中期目標期間中に 40 億

円程度の縮減を図るとしてい

るところ令和４年度は 12 億円

の縮減となり、平成 29 年度末

から 74 億円の縮減となった。

また、未収金においては、債権

管理、回収の強化等に努めたこ

とで、平成 29 年度末から 169

百万円の縮減となった。 

以上のことから、中期計画等に

おける所期の目標を上回る成

果が得られていると考えられ

る。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

年度計画における「船舶共有建造業務における財務内容の改善｣の数値目標は

｢今中期目標期間中に繰越欠損金削減計画により 40 億円程度の繰越欠損金の縮減

を図る」とされているところ、令和４年度は 12 億円の縮減となり､平成 29年度末

から 74 億円縮減され､財務内容の改善が図られた。なお、令和４年度末の未収金

残高は令和３年度末と同額となっているが、令和４年度に新たな未収金は発生し

なかった。 

適切な債権管理に努め、それぞれの事業者に応じた経営改善の指導を行うとと

もに､特に新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた共有事業者に対してきめ

細やかな対応を行った結果､これに起因する新たな未収金の発生を防止したこと､

また､12 億円の当期純利益を計上し､繰越欠損金が同額減少したことは高く評価で

きる｡ 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認

められることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

中期目標において 40 億円程度の繰越欠損金の縮減を図るとしているところ、平

成 30年度から令和４年度までに74億円の縮減がなされたことは､目標を大きく超

える財務内容の改善が図られたと評価できる。 
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度の繰越欠損金の縮

減を図る。 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

繰越欠損金につい

ては、これまでの繰

越欠損金削減計画に

おける水準を踏ま

え､今中期目標期間

中において 40 億円

程度を縮減すること

とした。 

なお、具体的な縮

減額については、別

途繰越欠損金削減計

画によることとす

る。 

るもの、又は、これ

らの手続きにより

回収が行われたも

のの、清算手続き等 

最終的な処理が終

了していないもの。 

③ その他のもの

（リスケジュール

計画策定に向けて

事業者と協議中の

もの、法的手続き中

のもの等） 

（３） 中期計画及

び年度計画におけ

る未収金の範囲は、

計画的な回収が見

込まれるものを除

いた（２）③のみと

している。 

（４）したがって、

中期計画及び年度

計画における未収

発生率とは、（２）①

及び②を除いた、収

入決定額に対する

未収金発生額の割

合である。また、中

期計画及び年度計

画における未収金

残高とは、（２）③に

係る未収金残高で

ある。 

 

４．その他参考情報 

本評価項目に係る予算額と決算額には乖離が生じているが、これは船舶取得費が当初見込みを下回ったことが主な要因である。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（４） 地域公共交通出資業務等 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 Ⅲ 地球環境の保全 

政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 ９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

施策目標 27 地域公共交通の維持・活性化を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180 号）

第 13 条第１項第９号、第 10 号及び附則第 11 条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 

 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

行政事業レビュー事業番号：373 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

  平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

出資及び貸付

資金の毀損 
毀損ｾﾞﾛ ― ― ― ― ― ― 

 予算額(千円) 
31,733,436 17,925,730 124,002,801 8,746,378 203,502,045 

         決算額(千円) 28,392,025 15,981,125 121,943,379 7,664,089 202,180,618 

         経常費用(千円) 87,913 88,711 92,427 834,527 832,339 

         経常利益(千円) 6,603 △23,408 △11,262 △5,135 25,428 

         行政ｺｽﾄ(千円) ― 90,751 92,427 834,538 832,339 

         行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺ

ｽﾄ(千円) 
39,408 ― ― ― ― 

         従事人員数 ７ ７ ６ ９ 10 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：地域公共交通出資等業務

に係る出資及び貸付け（以下、

「地域出資等」という。）につ

いては、令和２年に発生した北

陸新幹線（金沢・敦賀間）整備

事業の工期遅延により生じた

地域への影響を軽減するため、

福井県並行在来線準備株式会

社（現：株式会社ハピラインふ

くい）に対して総額 6.2 億円の

地域公共交通出資業務等の評定：Ａ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ａ４点×２項目）÷２項目＝4.0 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

地域公共交通出資業務等の評価 

地域公共交通出資業務等については、北陸新幹線（金沢・敦賀間）整備事業の工

期遅延に起因して生じた地域への影響を軽減するための措置として、株式会社ハ
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出資を決定。関係者間での協

議・調整を円滑に進めながら、

令和４年３月に第一回目の出

資として 1.0 億円、令和４年７

月に第二回目の出資として

5.2 億円の出資を実行した。 

また、並行在来線石川区間につ

いても、令和４年 12 月の影響

軽減連絡調整会議において、並

行在来線事業者（ＩＲいしかわ

鉄道株式会社）へ出資を行うこ

とについて合意し、出資の実行

に向けて、関係者間での協議・

調整を進めている。 

さらに、地域出資等について

は、近年の社会経済情勢の急速

な変化も背景に、国土交通省に

おいて交通ＤＸ・ＧＸを通じた

利便性向上と経営力強化を図

る取組みに対する支援政策の

検討を進めており、その政策の

一環として出融資の制度拡充

を求められているところ。令和

５年度における制度拡充を実

現するべく、体制整備や規定類

の改正等の課題の整理・検討、

関係者との調整等について、迅

速かつ的確に対応した。 

都市鉄道融資業務に係る貸

付けについては、「北港テクノ

ポート線整備事業（貸付先：大

阪市）＜第三回目貸付け＞」及

び「南北線・有楽町線延伸事業

等（貸付先：東京地下鉄株式会

社）」の二つの事業に対し、都

市鉄道融資業務基準及び都市

鉄道融資実施要領に則り、適正

なる審査、手続きを経た上で、

貸付けを実行した。 

また、同業務においては、令

和４年度までに貸付け実行済

みの「なにわ筋線整備事業（貸

付先：関西高速鉄道株式会社）」

及び「北港テクノポート線整備

事業」について、新型コロナウ

イルス感染症に伴う輸送人員

減少や収益悪化からの回復状

況等に関して、業界有識者への

ヒアリング等も行いながら慎

重に検証し、貸付先の財務状況

や貸付対象事業の進捗状況等

ピラインふくいに対して、関係者間での協議・調整を進め、令和４年３月（1.0 億

円）と７月（5.2 億円）に合計 6.2 億円の出資を実行するとともに、IRいしかわ鉄

道株式会社においても、令和 4年 12 月の影響軽減連絡調整会議において、出資の

実行について合意し、関係者間での調整・協議を進めた。 

また、交通事業者は、従来からの厳しい経営環境に加え、コロナ禍による需要減、

燃料費の高騰・不安定化等によって危機に瀕しているなど、厳しい課題に直面して

いる。こうした状況を打開するため、交通ＤＸ・ＧＸを通じたサービスの効率化・

高度化による利便性の向上と、事業者の生産性の向上による経営力の強化が不可

欠であるが、それらの投資は長期、多額、大規模にもなり得、民間金融のみでは資

金を賄うことが困難となっている。このため、財政投融資を活用した投資の促進を

図るべく、その体制整備や規定類の改正等の課題の整理・検討、関係者との調整等

を適切に対応した。 

都市鉄道融資業務については、「北港テクノポート線整備事業」及び「南北線・

有楽線延伸事業等」に対し、業務基準等に沿って適正な審査を行った上で貸付を実

行した。また、令和２年度に貸付を行った「なにわ筋線整備事業」及び「北港テク

ノポート線整備事業」については、長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による影響を踏まえつつ、貸付対象事業者の財務状況等の把握やモニタリング

に努め、約定に沿った債権の確実な回収を実施したほか、前年度までに貸付を行っ

た「なにわ筋線整備事業（貸付先：関西高速鉄道株式会社）」及び「北港テクノポ

ート線整備事業」について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う輸送人員

減少や収益悪化の状況下における償還確実性を確認（モニタリング）した上で、約

定に沿って債権の確実な回収を図ることができた。 

物流施設融資業務については、新分野の知見の習得に努め、本融資業務の第一号

案件である「板橋トラックターミナル新２号棟建設事業（貸付先：日本自動車ター

ミナル株式会社）」について、関係者との調整を適切に行い、本業務基準等に則り、

適正なる審査を実施し、貸付決定した。 

また、物流事業者は、トラック・ドライバーの時間外労働時間規制（物流の「2024

年問題」）やカーボンニュートラルへの対応等の課題に直面している。こうした状

況を打開するため、物流ＤＸ・ＧＸを通じたサービスの効率化・高度化による利便

性の向上と、事業者の生産性の向上による経営力の強化が不可欠であるが、それら

の投資は長期、多額、大規模にもなり得、民間金融のみでは資金を賄うことが困難

となっている。このため、事業者による物流ＤＸ・ＧＸへの投資を促進するべく、

財政融資の活用への体制整備や規定類の改正等の課題の整理・検討、関係者との調

整等を適切に対応した。 
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も踏まえながら、財政投融資資

金の償還確実性が引き続き認

められることを確認（モニタリ

ング）しつつ、約定に沿った債

権の確実な回収（12 件）を実施

した。 

物流施設融資業務について

は、令和４年度に引き続き外部

専門家を活用して業界事情調

査を進める等、新しい分野に係

る知見の習得に努めつつ、物流

施設融資の第一号案件である

「板橋トラックターミナル新

２号棟建設事業（貸付先：日本

自動車ターミナル株式会社）」

についての調整を適切に行い、

物流施設融資業務基準及び物

流施設融資実施要領に則り、適

正なる審査を実施し、貸付決定

した（実行は令和５年４月）。 

また、同業務においては、国

土交通省において物流ＤＸ・Ｇ

Ｘを通じて生産性向上及び環

境負荷低減を図る取組みに対

する支援政策の検討を進めて

おり、その政策の一環として融

資制度の拡充を求められてい

るところ。令和５年度初より制

度を拡充するべく、体制整備や

規定類の改正等の課題の整理・

検討、関係者との調整等につい

て、迅速かつ的確に対応した。 

以上を踏まえ、当初予定され

ていた業務を適切かつ円滑に

遂行したことに加えて、期中新

たに発生した国としての地域

交通や物流に対する政策支援

の動きにも的確に応じるなど、

当初予定されていなかった状

況の変化にも柔軟に対処して、

上記の実績を上げたことは、通

常を上回る成果を得たもので

あると考える。 

 

＜課題と対応＞ 

地域公共交通出資等業務・都

市鉄道融資業務・物流施設融資

業務における出資等実施後、業

務基準に従い、事業の進捗状

況、出資等を受けた事業者（保

証人を含む。）の財務の健全性
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を確認し、償還確実性等の評価

を行うとともに、都市鉄道融資

業務・物流施設融資業務におい

ては貸付契約書に基づいた確

実な貸付金の回収を行う。 

また、制度拡充に伴い新たに

出融資対象となる地域交通や

物流等の新しい分野について

は、外部専門家を活用した業界

事情調査等により知見の習得

に努めつつ、適切に業務を行

う。 

（４）地域公共交通

出資業務等 

①地域公共交通出資

及び貸付け 

 地域公共交通の活

性化及び再生に関す

る法律（平成 19年法

律第 59 号）第 29 条

の２の規定に基づ

き、地域公共交通の

活性化及び再生に寄

与するため、認定軌

道運送高度化事業等

の実施に必要な資金

の出資及び貸付けを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）地域公共交通

出資等 

認定軌道運送高度

化事業等（ただし、

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

を除く。）の実施に必

要な資金の出資及び

貸付けを国土交通大

臣の認可を受けた業

務基準に従い適切に

行う。 

（６）地域公共交通

出資業務等 

①地域公共交通出資

及び貸付け 

 地域公共交通の活

性化及び再生に関す

る法律（平成 19年法

律第 59 号）第 29 条

の２の規定に基づ

き、認定軌道運送高

度化事業等の実施に

必要な資金の出資及

び貸付けを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）地域公共交通

出資等 

認定軌道運送高度

化事業等（ただし、

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

を除く。）の実施に必

要な資金の出資及び

貸付けを行う。 

また、出資及び貸付

けを行うに当たって

は、国土交通大臣の

（６）地域公共交通

出資業務等 

①地域公共交通出資

及び貸付け 

 地域公共交通の活

性化及び再生に関す

る法律（平成 19 年法

律第 59 号）第 29 条

の２の規定に基づ

き、地域公共交通の

活性化及び再生に寄

与するため、認定軌

道運送高度化事業等

の実施に必要な資金

の出資及び貸付けを

行う。 

また、出資等の業

務に関する情報をホ

ームページに掲載す

る等、地域公共交通

の活性化及び再生に

向けた主体的な取組

みに対する支援効果

が最大となるよう努

める。 

（ａ）地域公共交通

出資等 

認定軌道運送高度

化事業等（ただし、

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

を除く。）の実施に必

要な資金の出資及び

貸付けの申込みがあ

った際には、国土交

通大臣の認可を受け

た業務基準に従い、

＜主な定量的指標

＞ 

（ａ）地域公共交通

出資等 

・国土交通大臣の

認可を受けた業務

基準に従い、適切に

業務を行うことで、

公的資金による出

資及び貸付資金の

毀損ゼロを目指す。 

・地域公共交通出

資等については、適

切に出資及び貸付

けを行うとともに、

公的資金の毀損を

生じさせないこと

を目標としている。 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・当該リスクを適

切に評価し、公的資

金を活用する場合

にあっては中長期

的な収益性が見込

まれること等を確

認し、適切に業務を

行っているか。 

・事業の進捗状況

を適切に把握・評価

しているか。 

・出資及び貸付資

金の効率的な使用

及び適切な回収を

図っているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

地域公共交通出資等業

務において、令和２年に

発生した北陸新幹線（金

沢・敦賀間）整備事業の工

期遅延により生じた地域

への影響を軽減するた

め、令和４年１月 19日付

で国土交通大臣より認定

された福井県並行在来線

準備会社鉄道線の鉄道事

業再構築実施計画（申請

者：福井県並行在来線準

備株式会社（現：株式会社

ハピラインふくい）、福井

県、福井市、敦賀市、鯖江

市、あわら市、越前市、坂

井市及び南越前町）で位

置づけられた福井県並行

在来線準備会社に対する

総額 6.2 億円の出資につ

いて、出資等業務基準及

び出資等実施要領に則り

適正なる審査及び手続き

を経て決定し、第一回出

資として令和４年３月に

１億円、令和４年７月に

第２回目出資として 5.2

億円の出資を実行した。 

また、並行在来線石川

区間についても、令和 4年

12 月の影響軽減連絡調整

会議において、並行在来

線事業者（ＩＲいしかわ

鉄道株式会社）へ出資を

行うことについて合意

し、出資の実行に向けて、

関係者間での協議・調整

を進めている。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：地域公共交通出資等業務

に係る出資及び貸付け（以下、

「地域出資等」という。）につ

いては、令和２年に発生した北

陸新幹線（金沢・敦賀間）整備

事業の工期遅延により生じた

地域への影響を軽減するため、

福井県並行在来線準備株式会

社（現：株式会社ハピラインふ

くい）に対して総額 6.2 億円の

出資を決定。関係者間での協

議・調整を円滑に進めながら、

令和４年３月に第一回目の出

資として 1.0 億円、令和４年７

月に第二回目の出資として

5.2 億円の出資を実行した。 

また、並行在来線石川区間につ

いても、並行在来線事業者（Ｉ

Ｒいしかわ鉄道株式会社）に対

する出資の実行に向けて、関係

者間での協議・調整を進めてい

る。 

さらに、地域出資等について

は、近年の社会経済情勢の急速

な変化も背景に、国土交通省に

おいて交通ＤＸ・ＧＸを通じた

利便性向上と経営力強化を図

る取組みに対する支援政策の

検討を進めており、その政策の

一環として出融資の制度拡充

を求められているところ。令和

５年度における制度拡充を実

現するべく、体制整備や規定類

の改正等の課題の整理・検討、

関係者との調整等について、迅

速かつ的確に対応した。 

都市鉄道融資業務に係る貸

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

令和３年４月１日に施行された「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関

する法律等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 17号）において、北陸新幹線

（金沢・敦賀間）整備事業の工期遅延に起因して生じた地域への影響を軽減するた

め、国の産業投資資金を原資とする既存の出資制度とは異なる新たな枠組みとし

て、建設勘定から地域公共交通等勘定への資金の繰入れによる並行在来線事業者

への出資が可能となったところである。この枠組みを活用して、株式会社ハピライ

ンふくいに対して、関係者間での協議・調整を進め、令和４年３月（1.0 億円）と

７月（5.2 億円）に合計 6.2 億円の出資を実行するとともに、IR いしかわ鉄道株式

会社においても、令和４年 12月の影響軽減連絡調整会議において、出資の実行に

ついて合意し、関係者間での調整・協議を進めた。 

また、地域公共交通出資等業務については、従来からの厳しい経営環境に加え、

コロナ禍による需要減、燃料費の高騰・不安定化等によって危機に瀕しているな

ど、厳しい課題に直面している。こうした状況を打開するため、交通ＤＸ・ＧＸを

通じたサービスの効率化・高度化による利便性の向上と、事業者の生産性の向上に

よる経営力の強化が不可欠であるが、それらの投資は長期、多額、大規模にもなり

得、民間金融のみでは資金を賄うことが困難となっている。このため、財政投融資

を活用した投資の促進を図るべく、その体制整備や規定類の改正等の課題の整理・

検討、関係者との調整等を適切に対応した。 

都市鉄道融資業務については、「北港テクノポート線整備事業」及び「南北線・

有楽線延伸事業等」に対し、業務基準等に沿って適正な審査を行った上で貸付を実

行した。また、令和２年度に貸付を行った「なにわ筋線整備事業」及び「北港テク

ノポート線整備事業」については、長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による影響を踏まえつつ、貸付対象事業者の財務状況等の把握やモニタリング

に努め、約定に沿った債権の確実な回収を実施したほか、前年度までに貸付を行っ

た「なにわ筋線整備事業（貸付先：関西高速鉄道株式会社）」及び「北港テクノポ

ート線整備事業」について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う輸送人員

減少や収益悪化の状況下における償還確実性を確認（モニタリング）した上で、約

定に沿って債権の確実な回収を図ることができた。 

以上のとおり、既存の出資制度とは異なる新たな枠組みを活用して出資を実行

するとともに、貸付対象事業を適切に評価し、償還確実性等を確認した上で貸付を
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＜定量的目標＞ 

・国土交通大臣の認

可を受けた業務基準

に従い、適切に業務

を行うことで、公的

資金による出資及び

貸付資金の毀損ゼロ

を目指す。 

＜目標水準の考え方

＞ 

地域公共交通出資

等については、適切

に出資及び貸付けを

行うとともに、公的

資金の毀損を生じさ

せないことを目標と

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）都市鉄道融資 

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

に必要な資金の貸付

けを国土交通大臣の

認可を受けた業務基

準に従い適切に行

う。 

また、貸付けを行

った事業について、

事業の進捗状況、事

業者の財務状況等を

把握しつつ、約定に

沿った債権の確実な

回収を図る。 

＜指標＞ 

・債権について、約

定に沿った回収を行

った件数 

認可を受けた業務基

準に従い、出資等を

行うか否かの決定に

際し、政策的意義を

踏まえて当該リスク

を適切に評価すると

ともに、公的資金を

活用する場合にあっ

ては中長期的な収益

性が見込まれること

等を確認し、適切に

業務を行う。 

さらに、出資及び

貸付けを行った事業

の進捗状況を適切に

把握・評価しつつ、

出資及び貸付資金の

効率的な使用及び適

切な回収を図る。 

これらにより、地

域公共交通の活性化

及び再生に寄与する

とともに、公的資金

による出資及び貸付

資金の毀損ゼロを目

指す。 

（ｂ）都市鉄道融資 

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

に必要な資金の貸付

けを行う。 

また、貸付けを行

うに当たっては、国

土交通大臣の認可を

受けた業務基準に従

い、貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認した

上で貸付けの判断を

行うとともに、貸付

けを行った事業につ

いて、事業の進捗状

況、事業者の財務状

況等を把握しつつ、

約定に沿った債権の

確実な回収を図る。 

出資等を行うか否か

の決定に際し、政策

的意義を踏まえて当

該リスクを適切に評

価するとともに、公

的資金を活用する場

合にあっては中長期

的な収益性が見込ま

れること等を確認

し、適切に出資及び

貸付けの業務を行

う。 

さらに、出資及び

貸付けを行った事業

の進捗状況を適切に

把握・評価しつつ、

出資及び貸付資金の

効率的な使用及び適

切な回収を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）都市鉄道融資 

認定地域公共交通利

便増進実施計画に定

められた都市鉄道に

係る鉄道施設の建設

に必要な資金の貸付

けの申込みがあった

際には、国土交通大

臣の認可を受けた業

務基準に従い、貸付

対象事業を適切に評

価し、償還確実性等

を確認した上で適切

に貸付けの業務を行

う。 

さらに、貸付けを

行った事業の進捗状

況、事業者の財務状

況等を把握しつつ、

約定に沿った債権の

確実な回収を図る。 

（ｂ）都市鉄道融資 

・約定に沿った債

権の回収を行った

件数 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認し

た上で貸付けの判

断を行っているか。 

・事業の進捗状況

を適切に把握・評価

しているか。 

・約定等に沿った

確実な回収を図っ

ているか。 

 

 

都市鉄道融資業務にお

いて、「北港テクノポート

線整備事業（貸付先：大阪

市）＜第三回目貸付け＞」

及び「南北線・有楽町線延

伸事業等（貸付先：東京地

下鉄株式会社）」の二つの

事業に対し、都市鉄道融

資業務基準及び都市鉄道

融資実施要領に則り、適

正なる審査及び手続きを

行い、財政融資資金の貸

付けを実行した。「北港テ

クノポート線整備事業

（総事業費：約 576億円）」

は、都市鉄道ネットワー

クの拡充（大阪都心部、関

西国際空港及び新幹線新

大阪駅から臨海部へのア

クセス改善）及び臨海部

における物流の効率化に

資する事業であり、また

「南北線・有楽町線延伸

事業等（総事業費：約

4,296 億円）」は交通政策

審議会の答申（令和 3年 7

月）において事業化を図

るべきと位置付けられ、

国際競争力強化の拠点で

ある臨海副都心やリニア

中央新幹線の始発駅とな

る品川駅とのアクセス利

便性が向上するなど、こ

れら事業の政策的意義は

高く、機構が財政融資資

金の貸付けを行うことに

より、確実に建設事業が

進捗することが期待され

ている。 

さらに、都市鉄道融資

業務においては、令和４

年度までに貸付けを実行

済みの「なにわ筋線整備

事業」及び「北港テクノポ

ート線整備事業」につい

て、貸付金の償還が行わ

れるまで、継続的に償還

確実性を確認する必要が

あることから、業界有識

者へのヒアリング等も行

いながら、貸付対象事業

付けについては、「北港テクノ

ポート線整備事業（貸付先：大

阪市）＜第三回目貸付け＞」及

び「南北線・有楽町線延伸事業

等（貸付先：東京地下鉄株式会

社）」の二つの事業に対し、都

市鉄道融資業務基準及び都市

鉄道融資実施要領に則り、適正

なる審査、手続きを経た上で、

貸付けを実行した。 

また、同業務においては、令

和４年度までに貸付け実行済

みの「なにわ筋線整備事業（貸

付先：関西高速鉄道株式会社）」

及び「北港テクノポート線整備

事業」について、新型コロナウ

イルス感染症に伴う輸送人員

減少や収益悪化からの回復状

況等に関して、業界有識者への

ヒアリング等も行いながら慎

重に検証し、貸付先の財務状況

や貸付対象事業の進捗状況等

も踏まえながら、財政投融資資

金の償還確実性が引き続き認

められることを確認（モニタリ

ング）しつつ、約定に沿った債

権の確実な回収（12 件）を実施

した。 

以上を踏まえ、当初予定され

ていた業務を適切かつ円滑に

遂行したことに加えて、期中新

たに発生した国としての地域

交通や物流に対する政策支援

の動きにも的確に応じるなど、

当初予定されていなかった状

況の変化にも柔軟に対処して、

上記の実績を上げたことは、通

常を上回る成果を得たもので

あると考える。  

 

＜課題と対応＞ 

地域公共交通出資等業務・都

市鉄道融資業務における出資

等実施後、業務基準に従い、事

業の進捗状況、出資等を受けた

事業者（保証人を含む。）の財

務の健全性を確認し、償還確実

性等の評価を行うとともに、都

市鉄道融資業務においては貸

付契約書に基づいた確実な貸

付金の回収を行う。 

実施しただけではなく、国における制度改正等の新たな状況の変化にも的確に対

応し、上記の実績を上げたことは、中期計画における所期の目標を上回る成果と認

められることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

＜その他事項＞ 

特になし 
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者等の財務状況や貸付対

象事業の進捗状況等を把

握するとともに、約定に

沿った債権の確実な回収

（12件）を実施した。 

また、制度拡充に伴い新たに

出融資対象となる地域交通等

の新しい分野については、外部

専門家を活用した業界事情調

査等により知見の習得に努め

つつ、適切に業務を行う。 

 ②物流施設融資 

流通業務の総合化

及び効率化の促進に

関する法律(平成 17

年法律第85号)第20

条の２の規定に基づ

き、流通業務の総合

化及び効率化の促進

に寄与するため、認

定総合効率化事業の

実施に必要な資金の

貸付けを国土交通大

臣の認可を受けた業

務基準に従い適切に

行う。 

また、貸付けを行

った事業について、

事業の進捗状況、事

業者の財務状況等を

把握しつつ、約定に

沿った債権の確実な

回収を図る。 

＜指標＞ 

・約定に沿った債権

の回収を行った件数 

 

 

②物流施設融資 

流通業務の総合化

及び効率化の促進に

関する法律(平成 17

年法律第85号)第20

条の２の規定に基づ

き、認定総合効率化

事業の実施に必要な

資金の貸付けを行

う。 

 

 

 

 

 

また、貸付けを行

うに当たっては、国

土交通大臣の認可を

受けた業務基準に従

い、貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認した

上で貸付けの判断を

行うとともに、貸付

けを行った事業につ

いて、事業の進捗状

況、事業者の財務状

況等を把握しつつ、

約定に沿った債権の

確実な回収を図る。 

②物流施設融資 

 流通業務の総合化

及び効率化の促進に

関する法律(平成 17

年法律第85号)第 20

条の２の規定に基づ

き、認定総合効率化

事業の実施に必要な

資金の貸付けを行

う。貸付けの申込み

があった際には、国

土交通大臣の認可を

受けた業務基準に従

い、貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認した

上で適切に貸付けの

業務を行う。 

さらに、貸付けを

行った事業の進捗状

況、事業者の財務状

況等を把握しつつ、

約定に沿った債権の

確実な回収を図る。 

また、貸付けの業

務に関する情報をホ

ームページに掲載す

る等、流通業務の総

合化及び効率化に向

けた主体的な取組み

に対する支援効果が

最大となるよう努め

る。 

＜主な定量的指標

＞ 

・債権について、約

定に沿った回収を

行った件数 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・貸付対象事業を

適切に評価し、償還

確実性等を確認し

た上で貸付けの判

断を行っているか。 

・事業の進捗状況

を適切に把握・評価

しているか。 

・約定等に沿った

確実な回収を図っ

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

物流施設融資業務に係

る貸付けについては、令

和４年度に引き続き外部

専門家を活用して業界事

情調査を進める等、新し

い分野に係る知見の習得

に努めつつ、物流施設融

資の第一号案件である

「板橋トラックターミナ

ル新２号棟建設事業（貸

付先：日本自動車ターミ

ナル株式会社）」について

の調整を適切に行い、物

流施設融資業務基準及び

物流施設融資実施要領に

則り、適正なる審査を実

施し、令和５年３月に貸

付決定した（実行は令和

５年４月）。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：令和４年度に引き続き外

部専門家を活用して業界事情

調査を進め、機構として新しい

分野に係る知見の習得に努め

つつ、物流施設融資の第一号案

件である「板橋トラックターミ

ナル新２号棟建設事業（貸付

先：日本自動車ターミナル株式

会社）」についての調整を適切

に行い、物流施設融資業務基準

及び物流施設融資実施要領に

則り、適正なる審査を実施し、

貸付決定した（実行は令和５年

４月）。 

また、国土交通省において物

流ＤＸ・ＧＸを通じて生産性向

上及び環境負荷低減を図る取

組みに対する支援政策の検討

を進めており、その政策の一環

として、融資制度の拡充を求め

られているところ。令和５年度

初より制度を拡充するべく、体

制整備や規定類の改正等の課

題の整理・検討、関係者との調

整等について、迅速かつ的確に

対応した。 

以上を踏まえ、当初予定され

ていた業務を適切かつ円滑に

遂行したことに加えて、期中新

たに発生した国としての地域

交通や物流に対する政策支援

の動きにも的確に応じるなど、

当初予定されていなかった状

況の変化にも柔軟に対処して、

上記の実績を上げたことは、通

常を上回る成果を得たもので

あると考える。 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

令和４年度においては、物流施設融資の第一号案件である「板橋トラックターミ

ナル新２号棟建設事業（貸付先：日本自動車ターミナル株式会社）」について、国

土交通省とも連携を密にしつつ適正な審査を実施し、第三者委員会への報告等必

要な手続きを円滑に行った上で、貸付決定した（貸付実行は令和５年４月）。 

さらに、ＤＸ・ＧＸを通じた物流の生産性向上や環境負荷低減等を図る取組みに

対する支援政策の一環として、機構による融資の制度拡充について、体制整備や規

定の改正等課題の整理・検討、関係者との調整等を適切に対応した。  

以上を踏まえ、認定総合効率化事業の実施に必要な資金の貸付けによる計画の

着実な実行に加え、国における制度改正等の新たな状況の変化にも的確に対応し、

上記の実績を上げたことは、中期計画における所期の目標を上回る成果と認めら

れることからＡ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

物流施設融資の第一号案件である「板橋トラックターミナル新２号棟建設事業

（貸付先：日本自動車ターミナル株式会社）」についての調整に関する業務は、高

い水準の成果であると認めることができる。 



67 

＜課題と対応＞ 

物流施設融資業務における

貸付け実施後、業務基準に従

い、事業の進捗状況、出資等を

受けた事業者（保証人を含む。）

の財務の健全性を確認し、償還

確実性等の評価を行うととも

に、貸付契約書に基づいた確実

な貸付金の回収を行う。 

また、制度拡充に伴い新たに

出融資対象となる新しい分野

については、外部専門家を活用

した業界事情調査等により知

見の習得に努めつつ、適切に業

務を行う。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（５） 特例業務（国鉄清算業務） 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

・独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構法(平成 14 年法律第 180 号)

附則第 11 条第２項第１号 

・日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律(平成10年法律第136

号｡)第 13 条第１項第１号及び第２号 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 

 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

(前中期目標期間

最終年度値等) 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

  平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

         予算額(千円) 175,098,545 152,843,688 120,138,398 209,120,507 145,108,868 

         決算額(千円) 175,358,334 143,827,241 145,256,488 194,543,588 140,909,165 

         経常費用(千円) 79,737,852 50,726,488 71,331,696 45,042,508 61,290,174 

         経常利益(千円) 76,782,000 5,979,077 △5,441,536 1,418,675 △31,970,694 

         行政ｺｽﾄ(千円) ― 50,726,497 71,332,933 45,042,638 61,290,174 

         行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺ

ｽﾄ(千円) 
△76,771,935 ― ― ― ― 

         従事人員数 39 39 39 39 39 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：年金費用等の支払につい

て、適切な資金管理を行いつ

つ、円滑かつ確実に支払を実施

した。 

さらに、ＪＲ北海道、ＪＲ四

国及びＪＲ貨物（以下「会社」

という。）に対して、助成金の

交付の支援等を適切に実施し

た。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

特例業務（国鉄清算業務）の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（Ｂ３点×２項目）÷２項目＝3.0 

 ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、

Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

特例業務（国鉄清算業務）の評価 

 恩給及び年金の給付に要する費用等の支払いについては、関係法令に則り、適切

な資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を実施した。 

 また、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会

社の経営自立を支援するため、助成金の交付等を適切に実施した。 
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（５） 特例業務（国

鉄清算業務） 

①年金費用等の支払

及び資産処分の円滑

な実施等 

日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律（平

成１０年法律第１３

６号。以下「債務等

処理法」という。）第

１３条の規定に基づ

き、旧国鉄職員の年

金の給付に要する費

用等について、適切

な資金管理を行いつ

つ、円滑かつ確実に

支払を実施する。 

 

また、やむを得ず

処分できていない残

存土地については適

切かつ早期の処分を

図り、今中期目標期

間中に完了させる。 

 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、各社の今後の経

営状況の推移等を見

極めつつ、適切な処

分方法の検討等を行

う。 

 

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

①年金費用等の支払

及び資産処分の円滑

な実施等 

旧国鉄職員の恩給

及び年金の給付に要

する費用、旧国鉄時

代に発生した業務災

害に係る業務災害補

償費等の各年度にお

ける必要負担額につ

いて、適切な資金管

理を行いつつ、円滑

かつ確実に支払を実

施する。 

 

 

 

やむを得ず処分で

きていない残存土地

については適切かつ

早期の処分を図り、

今中期計画期間中に

完了させる。 

 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、国等の関係者と

連携を図りつつ、各

社の今後の経営状況

の推移等を見極めな

がら、適切な処分方

法の検討等を行う。 

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

① 年金費用等の支

払及び資産処分の円

滑な実施等 

旧国鉄職員の恩給

及び年金の給付に要

する費用、旧国鉄時

代に発生した業務災

害に係る業務災害補

償費等について、適

切な資金管理を行い

つつ、円滑かつ確実

に支払を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道旅客鉄道株

式会社、四国旅客鉄

道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社

（以下「会社」とい

う。）の株式について

は、国等の関係者と

連携を図りつつ、各

社の今後の経営状況

の推移等を見極めな

がら、株式市場に関

する情報収集を行う

など適切な処分方法

の検討等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・適切な資金管理

を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実

施しているか。 

・株式について、適

切な処分方法の検

討等を行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

［年金費用等の支払の法

令に則った適正な執行］    

１．恩給及び年金の給付

に要する費用の支払 

旧国鉄職員及びその遺

族（以下「旧国鉄職員等」

という。）に対する恩給及

び年金の給付に要する費

用については、関係法令

に則り、以下のとおり令

和 4 年度内に適切な資金

管理を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実施し

た。 

①旧国鉄職員等の恩給の

給付に要する費用につい

ては、国に対して 132,519

千円を支払った（給付は

総務省政策統括官（恩給

担当）が実施。）。 

②旧国鉄職員等の年金の

給付に要する費用につい

ては、日本鉄道共済組合

に対して 53,604,111千円

を支払った。 

 

２．業務災害補償 

旧国鉄時代に発生した

業務災害に係る業務災害

補償（アスベスト対策を

含む）については、適切な

資金管理を行いつつ、旧

国 鉄 職 員 等 に 対 し て

2,930,244 千円を円滑か

つ確実に支払った。また、

大きな社会問題となった

アスベスト問題について

は、令和４年度において

も、令和３年度に引き続

きアスベスト対策（健康

診断、業務災害補償（遺族

救済を含む。））を実施し

た。その際、定期的な新聞

広告等への掲載（全国紙

３紙、地方紙 45 紙の新聞

及び鉄道ＯＢ会報）によ

り周知を図った。 

 

［ＪＲ北海道・四国・貨物

株式の売却等］ 

＜評定と根拠＞ 

［年金費用等の支払の法令に

則った適正な執行］ 

評定：Ｂ 

根拠：適切な資金管理を行いつ

つ、円滑かつ確実に年金費用等

の支払を実施した。 

以上のことから、中期計画等に

おける所期の目標を達成して

いると考えられる。 

 

［ＪＲ北海道・四国・貨物株式

の売却等］ 

評定：Ｂ 

根拠：株式について、適切な処

分方法の検討等を行った。 

以上のことから、中期計画等に

おける所期の目標を達成して

いると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

恩給及び年金の給付に要する費用等の支払いについては、関係法令に則り、適切

な資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を実施した。 

 また、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会

社の株式の適切な処分方法の検討等を行った。 

 以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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令和４年度において

は、会社の株式について、

国等の関係者と連携を図

りつつ、株主総会等を通

じ各社の今後の経営状況

の推移を見極めながら、

株式市場に関する情報収

集を行うなど株式の適切

な処分方法の検討等を行

った。 

 

 ②会社の経営自立の

ための措置等 

機構の特例業務勘

定における利益剰余

金等の取扱いに関す

る関係三大臣合意

（平成22年 12月 21

日｡以下「関係三大臣

合意｣という｡)及び

｢北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅客

鉄道株式会社の安全

対策に対する追加的

支援措置について｣

(平成27年６月30日

国鉄事第 75 号)並び

に債務等処理法附則

第４条及び第５条の

規定に基づき、会社

に対し、老朽化した

鉄道施設等の更新そ

の他会社の経営基盤

の強化に必要な鉄道

施設等の整備に必要

な資金に充てるため

の無利子の資金の貸

付け又は助成金の交

付等（以下「貸付け

等」という。）を適切

に実施する。 

 

 

 

また、関係三大臣

合意及び同法附則第

８条の規定に基づ

き、並行在来線の支

援のため、特例業務

勘定から建設勘定へ

の繰入れを適切に実

②会社の経営自立の

ための措置等 

 機構の特例業務勘

定における利益余剰

金等の取扱いに関す

る関係三大臣合意

(平成 22 年 12 月 21

日｡以下｢関係三大臣

合意｣という｡)及び

｢北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅客

鉄道株式会社の安全

対策に対する追加的

支援措置について｣

(平成27年６月30日

国鉄事第 75 号)並び

に日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律(平

成 10 年法律第 136

号｡以下｢債務等処理

法｣という。）附則第

４条及び第５条の規

定に基づき、会社に

対し、老朽化した鉄

道施設等の更新その

他会社の経営基盤の

強化に必要な鉄道施

設等の整備に必要な

資金に充てるための

無利子の資金の貸付

け又は助成金の交付

等を適切に実施す

る。 

 また、関係三大臣

合意及び同法附則第

８条の規定に基づ

き、並行在来線の支

援のための貨物調整

金に要する費用に充

②会社の経営自立の

ための措置等 

 日本国有鉄道清算

事業団の債務等の処

理に関する法律（平

成１０年法律第１３

６号）に基づき、会

社の経営自立のた

め、各社の中期経営

計画等に基づく取組

みに応じて、会社等

に対する助成金の交

付、青函トンネル及

び本州四国連絡橋に

係る改修費用の負担

並びに会社が所有す

る事業の用に供され

ていない土地の取得

に関する協議・調整

等の支援に向けた手

続きを、経営の改善

状況を随時フォロー

しながら、適切に進

めるとともに、並行

在来線の支援のた

め、特例業務勘定か

ら建設勘定への繰入

れを引き続き適切に

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・助成金の交付等

を適切に実施した

か。 

・会社のモラルハ

ザードを防止し、誤

処理なく適正にか

つ効率的に実施し

たか。 

・特例業務勘定か

ら建設勘定への繰

入れを適切に実施

したか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

１．会社に対する支援措

置 

債務等処理法に基づ

き、会社の経営自立を支

援するため、各社の中期

経営計画等に基づく取組

みに応じて、令和 4年度に

おいては、以下に記載の

支援を適切に実施した。 

（１）助成金の交付 

ＪＲ北海道：159 億円、北

海道高速鉄道開発(株）：

６億円 

（２）青函トンネル及び

本州四国連絡橋の費用負

担見直しに係る支援 

青函トンネル：６億円、本

州四国連絡橋：21億円 

（３）出資 

ＪＲ北海道：94 億円、Ｊ

Ｒ四国：-億円 

（４）無利子貸付 

ＪＲ貨物：12億円 

（５）利子補給 

ＪＲ北海道：0.1 億円 Ｊ

Ｒ四国：0.1 億円  

（６）ＤＥＳ（債務の株式

化） 

ＪＲ北海道：-億円、ＪＲ

四国：60億円 

（７）不要土地の引取り 

各社から引取りに関する

相談はなかった。 

（８）鉄道建設・運輸施設

整備支援機構特別債券の

利子の支払 

ＪＲ北海道：55 億円、Ｊ

Ｒ四国：35 億円 

※利率は、国土交通大臣

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：助成金の交付等を適切に

実施した。 

会社のモラルハザードを防

止し、誤処理なく適正にかつ効

率的に実施した。 

貨物調整金に要する費用に

ついて、特例業務勘定から建設

勘定への繰入れを適切に実施

した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成し

ていると考えられる。 

  

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に

対する助成金の交付等の支援については、適切な資金管理を行い、根拠法令等を遵

守するとともに、適切な交付審査業務の執行体制の措置を講ずることにより会社

のモラルハザードを防止し、誤処理なく適正にかつ効率的に実施した。 

また、貨物調整金にかかる特例業務勘定から建設勘定への繰入れを国土交通大

臣の承認を受けて適切に実施した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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施するものとする。 

 

 

 

 

さらに、日本国有

鉄道清算事業団の債

務等の処理に関する

法律等の一部を改正

する法律（令和３年

法律第 17 号)の施行

後は､改正後の債務

等処理法に基づき、

会社の経営自立のた

め、各社の中期経営

計画等に基づく取組

みに応じて、会社等

に対する助成金の交

付、会社に対する生

産性の向上に資する

施設等の整備・管理

に必要な資金の出

資、青函トンネル及

び本州四国連絡橋に

係る改修費用の負担

並びに会社が所有す

る事業の用に供され

ていない土地の取得

等の支援を、経営の

改善状況を随時フォ

ローしながら、適切

に実施する。 

これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守し、誤処理

なく適正にかつ効率

的に実施する。 

てるため、特例業務

勘定から建設勘定へ

の繰入れを適切に実

施する。 

 

 さらに、日本国有

鉄道清算事業団の債

務等の処理に関する

法律等の一部を改正

する法律（令和３年

法律第 17 号)の施行

後は､改正後の債務

等処理法に基づき､

会社の経営自立のた

め､各社の中期経営

計画等に基づく取組

みに応じて､会社等

に対する助成金の交

付､会社に対する生

産性の向上に資する

施設等の整備･管理

に必要な資金の出

資､青函トンネル及

び本州四国連絡橋に

係る改修費用の負担

並びに会社が所有す

る事業の用に供され

ていない土地の取得

等の支援を､経営の

改善状況を随時フォ

ローしながら､適切

に実施する｡ 

 これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守するととも

に、会社のモラルハ

ザードを防止し、誤

処理なく適正にかつ

効率的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの支援等に

当たっては、適切な

資金管理を行いつ

つ、法令その他の基

準を遵守するととも

に、会社のモラルハ

ザードを防止し、誤

処理なく適正にかつ

効率的に実施する。 

 

が 定 め る 利 率 （ 年 利

2.5％）である。 

 

２．並行在来線の支援措

置 

並行在来線の支援のた

めの貨物調整金に要する

費用に充てるため、特例

業務勘定に係る業務の運

営に支障のない範囲内の

金額として国土交通大臣

の承認を受けた金額につ

いて、令和４年度は、特例

業務勘定から建設勘定へ

135 億円の繰入れを実施

した。 

なお、これらの支援に

当たっては、適切な資金

管理を行いつつ、各種交

付要綱等を遵守するとと

もに、交付審査業務等に

ついて適切な業務執行体

制の措置を講ずることに

より会社のモラルハザー

ドを防止し、誤処理なく

適正にかつ効率的に実施

した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）① 組織の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４．業務運営の効率

化に関する事項 

 

 

（１）業務改善の取

組み 

①組織の見直し 

組織について

は、業務の質的・

量的な変化に常に

的確に対応できる

効率的かつ機動的

な体制となるよ

う、「業務運営の抜

本的な改善に関す

る命令を受けての

改善措置につい

て」を確実に実施

することを含め、

弾力的な組織の編

成、運営の効率化

等の見直しを行い

ながら、適切に運

営する。 

 

４．業務運営の効率

化に関する目標を

達成するためとる

べき措置 

（１）業務改善の取

組み 

①組織の見直し 

業務の質的・量的

な変化を適切に把

握するとともに、

「業務運営の抜本

的な改善に関する

命令を受けての改

善措置について」を

確実に実施するこ

とを含め、組織見直

しに関する具体的

な計画を策定し、弾

力的な組織の編成、

運営の効率化等を

図る。 

４．業務運営の効率

化に関する目標を

達成するためとる

べき措置 

（１）業務改善の取

組み 

①組織の見直し 

令和４年度にお

ける組織体制につ

いては、「鉄道・運

輸機構改革プラン」

に基づき、組織横断

的な総合調整を担

う経営企画部を本

格設置するととも

に、事業監理部及び

技術企画部を廃止

の上、建設企画部を

新たに設置し、鉄道

建設関係組織を再

編するなど、業務の

進捗等に対応した

合理的、機動的な組

織の編成、運営の効

率化等を図る。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・組織改正計画等に基

づき、業務の進捗等に

対応した弾力的な組織

の編成、運営の効率化

等を図っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

「鉄道・運輸機構改革

プラン」を確実に実施す

ることを含め、業務の進

捗等に対応した合理的、

機動的な組織の編成、運

営の効率化等を図るた

め、「令和 4年度組織改正

計画」を決定した上で、令

和 4 年 4 月に下記のとお

り本社及び地方機関の組

織の見直しを行った。 

１．本社 

・経営方針の策定、経営資

源の配分、長期的な運営

方針などについて組織横

断的な総合調整を実施す

る部署として、経営企画

部を本格設置した。 

・鉄道建設に関わる技術

環境の整備を推進する機

能を集結し、プロジェク

トをより機動的かつ効果

的にサポートする組織と

するため、事業監理部及

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「令和 4 年度組織改正

計画」に基づき、業務の進捗

等に対応した弾力的な組織

の編成、運営の効率化等を図

ったことから、中期計画にお

ける所期の目標を達成して

いると考えられる。  

 

＜課題と対応＞ 

「鉄道・運輸機構改革プラ

ン」を踏まえ、引き続き、事

業の進捗等に伴う業務の質

的・量的な変化に対応しを踏

まえ、 機構がこれまでに培

ってきた鉄道分野の総合的

な技術力を活用して、地域鉄

道事業者等に対する技術支

援を実施するための組織、被

災状況調査等の自然災害か

らの復旧支援、施設の老朽化

などの社会的課題に対する

支援、さらには鉄道ネットワ

ークに係る計画策定等への

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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 び技術企画部を廃止の

上、建設企画部を新たに

設置した。 

・北海道新幹線（新函館北

斗・札幌間）の工程・事業

費管理や建設工事を推進

するため、北海道新幹線

建設に特化した組織とし

て北海道新幹線部を新た

に設置した。 

・複数のキャリアパスの

整備や人材育成プログラ

ムの整備など人材育成に

係る事務について組織横

断的に取組みを推進する

部署として総務部に人材

育成課を新たに設置し

た。 

 

２．地方機関 

・北海道新幹線の建設を

着実に進めていく体制を

構築するために、北海道

新幹線の建設工事を担当

する北海道新幹線建設局

について、次の見直しを

行った。 

①ミッション遂行型の体

制を構築するため、次長

制から部長制に変更し、

用地担当部及び工事担当

部の名称に所掌する地域

の名称を取り入れた。 

②鉄道事業者等との工事

計画等に関する連絡・調

整に万全を期すため、工

事調整部を新たに設置し

た。 

③令和 3年 12月及び令和

4年2月に工事担当課の一

部及び工事担当次長を所

管する地域に配置したこ

とに加え、北斗市に工事

担当部長及び工事担当課

を、八雲町に工事担当課

をそれぞれ配置した。 

・東京支社において、これ

まで土木系統及び機械・

建築・電気系統に関する

事項をそれぞれ所掌して

いた副支社長を統合する

支援を実施するための組織

の設置、北海道新幹線（新函

館北斗・札幌間）の事業が最

盛期を迎えるにあたり、道南

地域における課題に対応す

るための組織の設置、開業設

備工事に対応するための組

織の設置など、最大限の業務

成果を上げるべく、機動的な

組織の編成、運営の効率化を

図る。 
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ことで、系統を越えてプ

ロジェクト全体を俯瞰し

つつ、責任を明確化した

マネジメント体制を構築

した。 

・九州新幹線の建設を着

実に進めていくに当たっ

てミッション遂行型の体

制を構築するため、九州

新幹線建設局において、

次長制から部長制に変更

した。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）② 調達等合理化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標最終年

度値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

一般競争入札によ

る鉄道施設に係る

建設工事での総合

評価落札方式実施

率 

－ 平成 27 年度から平

成 28 年度までの平

均実施率･100% 

100% 100% 100% 100％ 100％  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ②調達等合理化の

推進 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づく取

組みを着実に実施

し、事務・事業の特

性を踏まえ、ＰＤＣ

Ａサイクルにより、

公平性・透明性を確

保しつつ、自律的か

つ継続的に調達等

の合理化を推進す

る。 

 

＜指標＞ 

・一般競争入札によ

る鉄道施設に係る

建設工事での総合

評価落札方式実施

率（前中期目標期間

実績：平成 27年度か

ら平成 28 年度まで

②調達等合理化の

取組み 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づき、

毎年度調達等合理

化計画を策定し、事

務・事業の特性を踏

まえ、ＰＤＣＡサイ

クルにより、公正

性・透明性を確保し

つつ、自律的かつ継

続的に調達等の合

理化に取り組む。ま

た、入札・契約の適

正な実施について、

監事監査及び契約

監視委員会等のチ

ェックを受ける。 

②調達等合理化の

取組み 

「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づき、

「令和４年度調達

等合理化計画」を策

定し、事務・事業の

特性を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルによ

り、公正性・透明性

を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調

達等の合理化に取

り組む。また、入札・

契約の適正な実施

について、監事監査

及び契約監視委員

会等のチェックを

受ける。 

＜主な定量的指標＞ 

・一般競争入札による

鉄道施設に係る建設工

事での総合評価落札方

式実施率（前中期目標

期間実績：平成 27 年度

から平成 28 年度まで

の平均実施率･100%) 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・調達等合理化計画に

基づき、公正性・透明

性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等

の合理化に取り組んで

いるか。 

・監事監査及び契約監

視委員会等のチェック

を受けているか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 「独立行政法人におけ

る調達等合理化の取組の

推進について」（平成27

年５月25日総務大臣決

定）に基づき、令和4年

度独立行政法人鉄道建

設・運輸施設整備支援機

構調達等合理化計画（以

下「令和４年度調達等合

理化計画」という。）を

策定し、契約監視委員会

による点検を受けた上で

公表するとともに、国土

交通大臣に報告した。 

また、令和４年度調達等

合理化計画に定めた重点

的に取り組む分野及び調

達に関するガバナンスの

徹底等について着実に実

施し、事務・事業の特性

を踏まえ、ＰＤＣＡサイ

クルにより、公正性・透

明性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等の

合理化に取り組んだ。  

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：令和４年度調達等合理

化計画に基づき、公正性・透

明性を確保しつつ、自律的か

つ継続的に調達等の合理化

に取り組むとともに、入札・

契約の適正な実施について、

監事監査、契約監視委員会及

び入札監視委員会のチェッ

クを受けた。 

以上のことから、中期計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

   

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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の 平 均 実 施 率 ･

100%) 

さらに、入札・契約の

適正な実施について、監

事監査、第三者機関であ

る契約監視委員会及び入

札監視委員会のチェック

を受けた。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）③ 人件費管理の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ③人件費管理の適

正化 

給与水準につい

ては、政府におけ

る独立行政法人に

係る報酬・給与等

の見直しの取組み

を踏まえ、国家公

務員等の給与水準

等との比較を行い

つつ、事務・事業

の特性を踏まえて

適正な給与水準と

なるよう厳しく検

証し、その検証結

果及び取組状況を

公表する。 

③人件費管理の適

正化 

給与水準につい

ては、政府における

独立行政法人に係

る報酬・給与等の見

直しの取組みを踏

まえ、国家公務員等

の給与水準等との

比較を行いつつ、事

務・事業の特性を踏

まえて適正な給与

水準となるよう厳

しく検証し、その検

証結果及び取組状

況を公表する。 

③人件費管理の適

正化 

給与水準につい

ては、政府における

独立行政法人に係

る報酬・給与等の見

直しの取組みを踏

まえ、国家公務員等

の給与水準等との

比較を行いつつ、事

務・事業の特性を踏

まえて適正な給与

水準となるよう厳

しく検証し、その検

証結果及び取組状

況を公表する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・検証結果及び取組状

況を公表しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

給与水準については、

政府における独立行政法

人に係る報酬・給与等の

見直しの取組みを踏ま

え、国家公務員等の給与

水準等との比較を行いつ

つ、事務・事業の特性を踏

まえて適正な給与水準と

なるよう厳しく検証し、

その検証結果及び取組状

況を公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：給与水準について厳し

く検証し、その検証結果及び

取組状況を公表しているこ

とから、中期計画における所

期の目標を達成していると

考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）④ 一般管理費の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

中期計画（百万円） 令和 4 年度(人件

費及び特殊要因

により増減する

経費を除く｡)に

おいて平成 29 年

度比で５%程度に

相当する額の削

減 

6,780 - - - - 6,440 

程度 

 

年度計画予算額（百

万円） 

 - 6,774 

<6,810> 

(6,774) 

≪6,799≫ 

6,715  

<6,766> 

(6,715) 

≪6,766≫ 

6,664  

<6,729> 

(6,664) 

≪6,719≫ 

6,610 

<6,722> 

(6,610) 

≪6,722≫ 

6,440  

<6,556> 

（6,440） 

≪6,556≫ 

 

削減率(各年度計画

予算額と29年度計画

予算額との比較） 

 - △0.1%  

<0.5%> 

(△0.1%) 

≪0.3%≫ 

△1.0%  

<0.2%> 

(△1.0%) 

≪△0.2%≫ 

△1.7% 

<△0.7%> 

(△1.7%) 

≪△0.9%≫ 

△2.5% 

<△0.9%> 

(△2.5%) 

≪△0.9%≫ 

△5.0％ 

<△3.3％> 

（△5.0％） 

≪△3.3％≫ 

 

＜参考＞ 

中期計画上の推計額

（百万円） 

 - 6,774 

<6,810> 

(6,774) 

≪6,799≫ 

6,715  

<6,751> 

(6,715) 

≪6,740≫ 

6,664     

<6,700> 

(6,664) 

≪6,689≫ 

6,610 

<6,696> 

(6,610) 

≪6,635≫ 

6,440  

<6,526> 

(6,440) 

≪6,465≫ 

 

達成度（年度計画の

削減率と中期計画上

の削減率の比較） 

 - 100%  

<100%> 

(100%) 

≪100%≫ 

100%  

<48.6%> 

(100%) 

≪35.3%≫ 

100%  

<72.7%> 

  (100%) 

≪67.3%≫ 

100% 

<69.1%> 

(100%) 

≪40.1%≫ 

100％ 

<88.1％> 

（100％） 

≪71.0％≫ 

 

（注１）本書は、特殊要因を除いた変更後の予算額。 
＜ ＞は、特殊要因を含んだ変更後の予算額。 
（ ）は、特殊要因を除いた当初計画の予算額。 
≪ ≫は、特殊要因を含んだ当初計画の予算額。 

（注２）特殊要因は、中央新幹線建設資金貸付等業務、海外高速鉄道調査等業務、都市鉄道融資及び物流施設融資業務、並行在来線会社への出資業務並びに令和３年度以降の新たなＪＲ二島貨物支援業務に係る経費である。 
（注３）本表には人件費を含まない。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ④一般管理費の効

率化 

一般管理費（人

件費及び特殊要因

により増減する経

費を除く。）につ

いては、中期目標

期間の最終年度

（令和４年度）に

おいて、前中期目

標期間の最終年度

（平成29年度）比

で５％程度に相当

する額を削減す

る。 

④一般管理費の効

率化 

一般管理費（人件

費及び特殊要因に

より増減する経費

を除く。）について

は、中期計画期間の

最終年度（令和４年

度）において、前中

期計画期間の最終

年度（平成 29 年度）

比で５％程度に相

当する額を削減す

る。 

④一般管理費の効

率化 

一般管理費（人件

費及び特殊要因に

より増減する経費

を除く。）について

は、中期計画期間の

最終年度（令和４年

度）において、前中

期計画期間の最終

年度（平成 29 年度）

比で５％程度に相

当する額の削減を

目指し、抑制を図

る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・人件費及び特殊要因

を除いた一般管理費の

削減率（令和４年度に

おける対平成２９年度

比） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画期間の最終

年度（令和４年度）に

おける前中期計画期間

の最終年度（平成 29年

度）比の削減率に向け

た実施状況 

 

＜主要な業務実績＞ 

令和４年度計画予算に

おける人件費を除いた一

般管理費 6,556 百万円の

うち、特殊要因（中央新幹

線建設資金貸付等業務に

係る経費 32 百万円、海外

高速鉄道調査等業務に係

る経費 30百万円、都市鉄

道融資及び物流施設融資

業務に係る経費 31百万円

並びに令和３年度以降の

新たなＪＲ二島貨物支援

業務に係る経費 23 百万

円）を除いた評価対象の

予算額は 6,440 百万円で

あり、平成 29年度計画予

算 6,780百万円と比べ、物

件費を削減したことによ

り 340 百万円の減（△

5.0％）となり、中期計画

における所期の目標を達

成した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：人件費及び特殊要因を

除いた一般管理費は平成 29

年度計画予算6,780百万円と

比べ、340 百万円（△5.0％）

を削減していることから、中

期計画等における所期の目

標を達成していると考えら

れる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）⑤ 事業費の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(平成 29 年度の事業

費年度計画予算額) 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3年度 令和 4年度 

 

(参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

中期目標（百万円） 平成 34 年度(特

殊要因により増

減する経費を除

く｡)において平

成 29 年度比で

５%程度に相当す

る額の削減 

932,565 

 

- 

 

- - - 885,937 

程度 

 

年度計画予算額（百

万円） 

- - 976,139  

<1,001,910> 

(968,733) 

≪994,488≫ 

964,278  

<993,270> 

(962,224) 

≪991,216≫ 

982,050  

<1,128,434> 

(977,104) 

≪1,006,360≫ 

948,291 

<1,107,368> 

(943,276) 

≪1,102,353≫ 

724,066 

<1,001,482> 

（720,804） 

≪998,220≫ 

 

削減率（各年度計画

予算額と２９年度計

画予算額との比較） 

- - 4.7%  

<7.4%> 

(3.9%) 

≪6.6%≫ 

3.4%  

<6.5%> 

(3.2%) 

≪6.3%≫ 

5.3%  

<21.0%> 

(4.8%) 

≪7.9%≫ 

1.7% 

<18.7%> 

(1.1%) 

≪18.2%≫ 

△22.4％ 

<7.4％> 

（△22.7％） 

≪7.0％≫ 

 

＜参考＞ 

中期計画上の推計額

（百万円） 

- - 969,800  

<995,571> 

(969,800) 

≪995,554≫ 

977,190  

<1,003,050> 

(977,190) 

≪1,002,945≫ 

935,294  

<1,078,371> 

(935,294) 

≪961,050≫ 

992,816 

<1,149,690> 

(816,574) 

≪842,330≫ 

885,803  

<962,847> 

(826,888) 

≪852,644≫ 

 

達成度（年度計画の

削減率と中期計画上

の削減率の比較） 

- - 85.5%  

<90.9%> 

(102.9%) 

≪101.7%≫ 

140.7%  

<116.1%> 

(150.5%) 

≪120%≫ 

  5.5%  

<74.4%> 

(6.1%) 

≪38.6%≫ 

383.1% 

<124.2%> 

(△1082.9%) 

≪△53.1%≫ 

22.4％ 

<43.9％> 

（49.9％） 

≪△121.7％≫ 

 

  （注１）本書は、特殊要因を除いた変更後の予算額 
＜＞は、特殊要因を含んだ変更後の予算額 
（）は、特殊要因を除いた当初計画の予算額 
≪≫は、特殊要因を含んだ当初計画の予算額 

（注２）特殊要因は、中央新幹線建設資金貸付等業務、海外高速鉄道調査等業務、都市鉄道融資業務及び物流施設融資業務、並行在来線会社への出資業務並びに令和３年度以降の新たなＪＲ二島貨物支援業務に係る経費である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ⑤事業費の効率化 

事業費（特殊要因

により増減する経

費を除く。）につい

ては、中期目標期間

の最終年度（令和４

年度）において、前

中期目標期間の最

終年度（平成 29 年

度）比で５％程度に

相当する額を削減

する。 

⑤事業費の効率化 

事業費（特殊要因

により増減する経

費を除く。）につい

ては、中期計画期間

の最終年度（令和４

年度）において、前

中期計画期間の最

終年度（平成 29 年

度）比で５％程度に

相当する額を削減

する。 

⑤事業費の効率化 

事業費（特殊要因

により増減する経

費を除く。）につい

ては、中期計画期間

の最終年度（令和４

年度）において、前

中期計画期間の最

終年度（平成 29 年

度）比で５％程度に

相当する額の削減

を目指し、抑制を図

る。 

＜主な定量的指標＞ 

・特殊要因を除いた事

業費の削減率（令和４

年度）における対平成

２９年度比） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画期間の最終

年度（令和４年度）に

おける前中期計画期間

の最終年度（平成２９

年度）比の削減率に向

けた実施状況 

＜主要な業務実績＞ 

令和４年度計画予算に

おける事業費 1,001,482

百万円のうち、特殊要因

（中央新幹線建設資金貸

付 等 業 務 に 係 る 経 費

25,756 百万円、海外高速

鉄道調査等業務に係る経

費 3,114百万円、都市鉄道

融資及び物流施設融資業

務に係る経費 202,524 百

万円、並行在来線会社へ

の出資業務に係る経費

820百万円並びに令和3年

度以降の新たなＪＲ二島

貨物支援業務に係る経費

45,202 百万円）を除いた

評 価 対 象 の 予 算 額 は

724,066 百万円であり、平

成 29 年 度 計 画 予 算

932,565 百万円と比べ、業

務経費を削減したこと等

により 208,499 百万円の

減（△22.4％）となり、中

期計画における所期の目

標を達成した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：特殊要因を除いた事業

費は平成 29 年度計画予算

932,565 百万 円 と 比べ 、

208,499 百万 円 の 減（ △

22.4％）となったことから、

中期計画等における所期の

目標を達成していると考え

られる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（１）⑥ 資産の有効活用 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標最終年

度値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3年度 令和 4年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

保有宿舎・寮の平

均入居率 ― 

平成 25 年度から平

成 29 年度上期まで

の平均入居率･95% 

96.5% 95.3% 95.6% 95.1% 95.2% 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図るとと

もに、利用実態等に

照らして適切な場

合には処分を行う。 

 

＜指標＞ 

・保有宿舎・寮の

平均入居率（前中期

目標期間実績：平成

２５年度から平成

２９年度上期まで

の平均入居率・９

５％） 

 

⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図るとと

もに、「８．重要な財

産の譲渡・担保に関

する計画」に従っ

て、資産の処分等及

び集約化を図る。 

⑥資産の有効活用 

宿舎等の保有資

産について、効率的

な活用を図る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・保有宿舎・寮の平均

入居率（前中期目標期

間実績：平成２５年度

から平成２９年度上期

までの平均入居率・９

５％） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・資産の処分等及び集

約化を図っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

保有宿舎・寮について

は、人事異動に伴う入居

者の入替え等により空室

となる期間を短くする

等、効率的な活用を図っ

た。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：保有宿舎・寮について

効率的な活用を図ったこと

により、95.2％と高い入居率

を維持できたことから、中期

計画等における所期の目標

を達成していると考えられ

る。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４．（２） 電子化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

Ｗｅｂ会議開催回数 
― ― 

638 回 

(４月～３月) 

1,110 回 

（４月～３月） 

2,155 回 

（４月～３月） 

359 回 

（４月～10 月） 
― 

 

電子決裁率 
― ― 

50.5% 

（４月～３月） 

59.3% 

（４月～３月） 

68.9% 

(4 月～３月) 

84.6% 

（４月～３月） 

93.0% 

（４月～３月） 
 

注）・「Ｗｅｂ会議開催回数」については、Ｗｅｂ会議システム「Ｖ－ＣＵＢＥ」（令和 3年 10月運用終了）における会議開催回数のみを対象としており、Microsoft Teams による会議開催回数は対象としていない。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）電子化の推進 

業務運営の簡素

化及び効率化を図

るため、ＩＴの活用

等により、業務の電

子化及びシステム

等の最適化を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

また、デジタル庁

が策定した、「情報

システムの整備及

び管理の基本的な

方針」（令和３年 12

月 24 日デジタル大

臣決定）に則り、情

報システムの適切

な整備及び管理を

行う。 

（２）電子化の推進 

業務運営の簡素

化及び効率化を図

るため、システム等

の事情を踏まえつ

つ、ＩＴの活用等に

より、業務の電子化

及びシステム等の

最適化を推進する。 

 

 

 

 

 

また、デジタル庁

が策定した、「情報

システムの整備及

び管理の基本的な

方針」（令和３年 12

月 24 日デジタル大

臣決定)に則り、情

報システムの適切

な整備及び管理を

行う。 

（２）電子化の推進 

業務運営の簡素

化及び効率化を図

るとともに、「鉄道・

運輸機構改革プラ

ン」における業務の

生産性の向上や働

きやすい職場環境

の構築に資するた

め、デジタル技術の

活用等により、業務

の電子化及びシス

テム等の最適化を

推進する。 

また、デジタル庁

が策定した、「情報

システムの整備及

び管理の基本的な

方針」（令和３年 12

月 24 日デジタル大

臣決定）に則り、情

報システムの適切

な整備及び管理を

行う 

＜主な定量的指標＞ 

・Ｗｅｂ会議開催回数 

・電子決裁率 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・電子化の推進により

業務の簡素化及び効率

化を図っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

業務運営の簡素化及び

効率化を図るほか、働き

方改革に対応した環境整

備のため、ＩＴの活用等

により、以下に掲げるも

のをはじめとして、業務

の電子化及びシステム等

の最適化を推進した。 

１．Ｗｅｂ会議及びペー

パーレス会議 

Ｗｅｂ会議について

は、Ｗｅｂ会議が可能な

専用端末による利用とし

ていたものに加え、Ｍｉ

ｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａ

ｍｓの導入により各職員

の端末から利用が可能と

なり、さらにはビジネス

チャットやファイル共有

が可能となったことか

ら、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ 

Ｔｅａｍｓに運用を統一

した。また、Ｗｅｂ会議や

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：令和４年度の取組とし

て、業務の電子化及びシステ

ム等の最適化を推進した。 

以上のことから、中期計画等

における所期の目標を達成

していると考えられる。 

  

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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＜指標＞ 

・Ｗｅｂ会議開催回

数 

・電子決裁率 

ペーパーレス会議のニー

ズの高まりを受けて、大

型ディスプレイ、スピー

カーマイク等の環境を充

実させたことにより、出

張に係る時間をほかの業

務に充てることが可能と

なったほか、遠隔地間の

コミュニケーションの円

滑化を図ることができ

た。 

 

２．電子決裁 

文書の起案について

は、電子的方式によるこ

とを原則としているとこ

ろ、電子決裁の不可能な

項目の見直しや電子決裁

の推進に関する通知を発

出し、電子決裁率の向上

に努めた。また、後述する

リモートアクセスサービ

スとの連携を行い、出張

等の外勤時においても承

認が可能な環境の整備に

努めた。このほか、グルー

プウェアのワークフロー

機能を用いて、様々な申

請と承認の活用に努め

た。 

 

３．モバイル通信可能な

ノートＰＣの導入 

令和２年度に導入を開

始したモバイル通信機能

付きのノートＰＣについ

ては、1,384 台（令和４年

度初：約 80％の配備率）

から 1,794 台と（令和 4年

度末）へと大幅に導入を

加速化し、全役職員が在

宅勤務や自席にとらわれ

ない働き方が可能となる

よう環境を整備するとと

もに、業務における効率

的で効果的な活用を促進

した。 

 

４．デジタルツールの利

活用 

社外からのリモートア
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クセスの利便性向上のた

め、令和３年度に新たに

導入したリモートアクセ

スツールにおいて、緊急

時や外業におけるメール

やイントラサイトの閲覧

に加え、Ｍｉｃｒｏｓｏ

ｆｔ Ｔｅａｍｓでのビ

ジネスチャットや業務シ

ステムの利用を実現する

ことができた。また、ＡＩ

を活用した議事録作成ツ

ールや自動翻訳ツールを

導入し、各種会議や関係

者との協議などにおける

議事録作成等の効率化に

寄与することができた。 

 

５．業務システムの最適

化 

各部門の実務において

利用している業務システ

ムについては、デジタル

統括アドバイザーの助言

を得て関係課と課題を調

整し、パッケージシステ

ムの未導入の業務システ

ムを中心に、新たなシス

テムによる運用・利用の

効率化の実現のため、シ

ステム間のデータ連携が

図れるようシステムの構

築を進めている。また、地

方機関で調達・管理を行

っている一部のシステム

については、本社へ移管

し、システム運用管理の

合理化・適正化を推進し

た。 

 

６．事業におけるＤＸの

実現 

機構内に設置した「Ｉ

ＣＴ推進チーム」におい

て、遠隔臨場の確認項目

の精査と開始後の実証フ

ォローに加え、開業監査

業務のデジタル化など、

ＤＸを促進した。北海道

新幹線建設工事において

は、遠隔臨場のモデル工
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区を設定し､各種技術の

実証を行った。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１） 財務運営の適正化（予算、収支計画及び資金計画） 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５．財務内容の改善

に関する事項 

（１）財務運営の適

正化 

中期目標期間に

おける予算、収支計

画及び資金計画に

ついて、適正に計画

し健全な財務体質

の維持を図る。 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日 独立行政

法人会計基準研究

会策定、平成 27 年１

月 27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による

収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、

引き続き、収益化単

位としての業務ご

とに予算と実績を

管理する。 

５．財務内容の改善

に関する事項 

（１）予算、収支計

画及び資金計画 

 別紙のとおり。 

 

５．財務内容の改善

に関する事項 

（１）予算、収支計

画及び資金計画 

別紙のとおり。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画の予算、収

支計画及び資金計画に

基づくとともに、毎年

度の運営費交付金債務

残高の発生状況にも留

意して作成した年度計

画の予算、収支計画及

び資金計画について適

正に実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

・令和４年度の予算、収

支計画及び資金計画の計

画と実績（表３．１－１

参照） 

・令和４年度決算報告書

（表３．１－２参照） 

・目的積立金等の状況

（表３．１－３参照） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画を踏まえ作成

した令和４年度計画に基づ

き、適正に実施したことか

ら、中期計画における所期の

目標を達成していると考え

られる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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また、独立行政法

人会計基準等を遵

守し、適正な会計処

理に努める。 

なお、毎年度の運

営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

行う。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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表３．１－１ 令和３年度の予算、収支計画及び資金計画の計画と実績 
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【特例業務勘定】

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

業務収入 3,683                   3,717                   

業務外収入 16                        169                      ※1　鉄道施設等整備支援事業助成費の返還があったことによる増

他勘定より受入 108,533                108,533                

計 112,232                112,419                

支出

業務経費

特例業務関係経費 97,040                  94,278                  

借入金等償還 22,000                  22,000                  

支払利息 9,426                   9,426                   

一般管理費 1,026                   661                      ※2　経費の節減による減

人件費 530                      413                      ※3　欠員があったことによる減

業務外支出 1                         1                         

他勘定へ繰入 15,086                  14,130                  

計 145,109                140,909                

 

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 60,275                  61,290                  

経常費用 50,848                  51,889                  

特例業務費 49,428                  50,099                  

一般管理費 1,394                   1,765                   ※1　収支計画の見直しによる増

減価償却費 26                        25                        

財務費用 9,427                   9,401                   

収益の部 29,089                  29,319                  

特例業務収入 -                         62                        ※2　恩給負担金引当金戻入益を計上したことによる増

財務収益 29,085                  29,109                  

雑益 4                         148                      ※3　鉄道施設等整備支援事業助成費の返還があったことによる増

純利益 △31,186 △31,971 

目的積立金取崩額 - -                         

総利益 △31,186 △31,971 

資金計画

（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 242,636                1,299,103             

業務活動による支出 123,044                118,093                

投資活動による支出 65                        1,114,228             ※1　定期預金の預入れがあったことによる増

財務活動による支出 22,000                  22,000                  

翌年度への繰越金 97,527                  44,782                  

資金収入 242,636                1,299,103             

業務活動による収入 32,772                  32,862                  

投資活動による収入 79,460                  1,135,760             ※2　有価証券の償還があったことによる増

前年度よりの繰越金 130,404                130,481                

（注2）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分

［人件費の見積もり］ 429百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過
勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

（注１）第４期中期計画期間における特殊要因については、債務等処理法
        の一部改正に伴う令和３年度以降の会社等に対する支援の継続・
        拡充に係る経費である。

区　　　　　　　分
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表３．１－２ 決算報告書 
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表３．１－３ 目的積立金等の状況 

 

（１）建設勘定                           （単位：百万円、％）          （４）助成勘定                           （単位：百万円、％） 

 平成 30 年度末 

(初年度) 
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

令和４年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 12,361 12,361 12,361 12,361 12,361 

目的積立金 - - - - - 

積立金又は繰越欠損金 381 1,077 1,197 1,958 2,043 

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金 - - - - - 

運営費交付金債務 - - - - - 

当期の運営費交付金交付額(a) - - - - - 

 うち年度末残高(b) - - - - - 

当期運営費交付金残存率(b÷a)      

 

（２）海事勘定                                       (単位:百万円、％) 

 

(５)特例業務勘定                                      (単位:百万円､％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)地域公共交通等勘定                                (単位:百万円、％) 

 平成 30 年度末 

(初年度) 
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

令和４年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 81 55 35 22 21 

目的積立金 - - - - - 

積立金又は繰越欠損金 9 3 10 10 29 

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金 - - - - - 

運営費交付金債務 - - 11 - - 

当期の運営費交付金交付額(a) 45 43 59 57 56 

 うち年度末残高(b) - - 11 - - 

当期運営費交付金残存率(b÷a) - - 19.1% - - 

 

 

 平成 30 年度末 

(初年度) 
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

令和４年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 103 101 98 97 94 

機構法第 18 条第２項積立金 163,740 163,740 163,740 163,740 16,374 

目的積立金 - - - - - 

積立金又は繰越欠損金 4,946 △4,565 △13,024 △20,543 △22,448 

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金 - - - -  

運営費交付金債務 - - - -  

当期の運営費交付金交付額(a) 204 215 200 201 200 

 うち年度末残高(b) - - - - - 

当期運営費交付金残存率(b÷a) - - - - - 

 平成 30 年度末 

(初年度) 
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

令和４年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 - - - - - 

目的積立金 - - - - - 

積立金又は繰越欠損金 △25,765 △24,057 △23,020 △21,370 △20,154 

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金 - - - - - 

運営費交付金債務 - - - - - 

当期の運営費交付金交付額(a) - - - - - 

 うち年度末残高(b) - - - - - 

当期運営費交付金残存率(b÷a)      

 平成 30 年度末 

(初年度) 
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

令和４年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 1,014,464 1,014,464 1,014,464 1,014,464 1,014,464 

目的積立金 - - - -  

積立金又は繰越欠損金 76,774 82,753 77,311 78,729 46,758 

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金 - - - - - 

運営費交付金債務 - - - - - 

当期の運営費交付金交付額(a) - - - - - 

 うち年度末残高(b) - - - - - 

当期運営費交付金残存率(b÷a)      
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１） 財務運営の適正化（財務運営の適正化） 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）財務運営の適

正化 

中期目標期間に

おける予算、収支計

画及び資金計画に

ついて、適正に計画

し健全な財務体質

の維持を図る。 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日 独立行政

法人会計基準研究

会策定、平成 27 年１

月 27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による

収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、

引き続き、収益化単

位としての業務ご

とに予算と実績を

管理する。 

また、独立行政法

人会計基準等を遵

（２）財務運営の適

正化 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、平成 27年１月

27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による

収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、

収益化基準の単位

としての業務ごと

に予算と実績の管

理を行う。 

 

 

 

 

 

 

また、各年度期末

における運営費交

（２）財務運営の適

正化 

独立行政法人会

計基準（平成 12 年２

月 16 日独立行政法

人会計基準研究会

策定、平成 27年１月

27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による

収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、

収益化基準の単位

としての業務ごと

に予算と実績の管

理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 また、年度末にお

ける運営費交付金

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・独立行政法人会計基

準（平成 12 年２月 16

日独立行政法人会計基

準研究会策定、平成 27

年１月 27日改訂）等に

より、運営費交付金の

会計処理として、業務

達成基準による収益化

が原則とされたことを

踏まえ、収益化基準の

単位としての業務ごと

に予算と実績の管理を

実施しているか。 

・各年度期末における

運営費交付金債務に関

し、その発生状況を厳

格に分析し、減少に向

けた努力を行っている

＜主要な業務実績＞ 

独立行政法人会計基準

等により、運営費交付金

の会計処理として、業務

達成基準による収益化が

原則とされたことを踏ま

え、収益化基準の単位と

しての業務ごとに予算と

実績の管理を行った。ま

た、受け入れた運営費交

付金については、全額を

収益計上済みであり、こ

の結果、令和４年度末に

おいては、運営費交付金

債務残高は発生していな

い。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：独立行政法人会計基準

等により、運営費交付金の会

計処理として、業務達成基準

による収益化が原則とされ

たことを踏まえ、収益化基準

の単位としての業務ごとに

予算と実績の管理を行った

他、受け入れた運営費交付金

については、全額を収益計上

済みであり、独立行政法人会

計基準等を遵守して適正な

会計処理を行った結果、令和

４年度末において運営費交

付金債務残高は発生してい

ない。 

以上のことから、中期計画

等における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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守し、適正な会計処

理に努める。 

 

 

 

 

 

 

なお、毎年度の運

営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

行う。 

付金債務に関し、そ

の発生状況を厳格

に分析し、減少に向

けた努力を行うと

ともに、独立行政法

人会計基準等を遵

守し、適正な会計処

理に努める。 

なお、毎年度の運

営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務残高

の発生状況にも留

意した上で、厳格に

行う。 

債務に関し、その発

生状況を厳格に分

析し、減少に向けた

努力を行うととも

に、独立行政法人会

計基準等を遵守し、

適正な会計処理に

努める。 

 なお、運営費交付

金額の算定につい

ては、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意した上

で、厳格に行う。 

 

か。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（２） 資金調達 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）資金調達 

毎年度の資金計

画を策定するとと

もに、計画的な債券

発行等を通じて、資

金調達コストの抑

制を図る。 

（３）資金調達 

資金計画を策定

し、短期資金及び長

期資金の併用等に

よる柔軟かつ効率

的な資金調達を行

うことにより、資金

調達コストの抑制

を図る。 

（３）資金調達 

資金調達に当た

っては、サステナビ

リティファイナン

スを有効活用した

資金計画を策定し、

短期資金及び長期

資金を併用した柔

軟かつ効率的な資

金調達を行うこと

により、資金調達コ

ストの抑制を図る。

また、ＩＲ活動等を

通じ機構の環境・社

会貢献面への取り

組みを幅広く訴求

することにより投

資家層の拡大を図

る。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・資金計画に基づき、

資金調達コストの抑制

を図っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

サステナビリティファ

イナンス（注）を活用した

資金計画を策定し、短期

資金及び長期資金を併用

した柔軟かつ効率的な資

金調達を実施し、資金調

達コストの抑制を図っ

た。 

投資家層の拡大等によ

る安定的な資金調達の実

施を目的とした投資家に

対する継続的な個別ＩＲ

活動は、コロナ禍の影響

が落ち着いてきたことも

あり、令和４年度から対

面による個別ＩＲを再開

したことに加え、引き続

きＷＥＢ会議等も活用

し、124 機関（令和３年度

の個別ＩＲ92 機関）に対

して実施することができ

た。また、投資家向けのセ

ミナーも個別ＩＲ活動同

様、ＷＥＢ会議等も活用

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：コロナ禍の影響が落ち

着いてきたこともあり、令和

４年度から対面による個別

ＩＲを再開したことに加え、

引き続きＷＥＢ会議等も活

用して個別ＩＲや投資家向

けセミナーを実施し、積極的

かつ丁寧な情報発信に努め

た。令和 4年度の発行におい

ては、前年に比べ更に金利の

変動が大きく、全般的に上昇

基調の環境下であったため、

投資家の投資姿勢に変化が

見られ地方債に一定の金利

が上乗せされたが、債券の一

部の年限について地方債と

同水準での起債（10年債及び

20 年債）ができた等、低利で

安定的な資金調達を実施す

ることができたほか、環境や

社会性に共感した 48 件（平

成31年度からの累計317件）

という多くの投資家から機

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

サステナビリティファイナンスを活用した資金計画を策定し、短期資金と長期

資金を効果的に併用した資金調達を実施し資金調達コストの抑制を図った。 

また、令和４年度はコロナ禍の影響が落ち着いてきたこともあり、コロナ禍に

おいて中心であった Web 会議等に加え、対面による個別ＩＲの再開、投資家向け

セミナーへの登壇などにより、ＳＤＧsの掲げる目標に貢献する機構の取り組み

を丁寧に説明することで投資家層の拡大を図り、環境や社会性に共感した４８件

という多くの投資家から機構債券への投資表明を新規に獲得するに至った。 

また、令和４年度に発行したサステナビリティボンドが過去最高の需要倍率を

獲得するなど、機構が投資先としての魅力を向上させ、低コストで安定的な資金

調達を実施し、多額の資金を必要とする鉄道建設、船舶共有建造といった機構業

務の質の向上に寄与していることが認められた。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認

められることからＡ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 
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し、年間 8回登壇し、1,564

名（令和 3 年度の投資家

向 け セ ミ ナ ー 19 回 

4,354 名）の参加者に対し

て鉄道建設・船舶共有建

造を通じて「強靭（レジリ

エント）なインフラ構築」

などのＳＤＧｓの掲げる

目標に貢献する機構の取

り組みを丁寧に説明し

た。 

また、投資家向けセミ

ナーの他、テレビ・雑誌等

の各種メディアに理事

長・理事も出演等し、より

多くの視聴者層に対して

機構のＳＤＧｓへの取り

組みやＣＢＩ認証付きサ

ステナビリティボンドの

意義などを訴求すること

ができた。 

この結果、金融機関や

保険会社の他、地方自治

体、一般財団法人、公共法

人等多様な業態からの購

入が見られた。 

（注）「サステナビリテ

ィファイナンス」とは、調

達資金の使途が、①環境

改善効果があること（グ

リーン性）及び、②社会的

課題の解決に資するもの

であること（ソーシャル

性）の双方を有するもの。 

構債券への投資表明を新規

に得ることができた。また、

起債時の需要倍率の獲得が

過去最高（５年債（6.05→

7.82 倍）、倍率は令和３年度

と令和４年度の比較）となっ

た等、低利で安定的な資金調

達を実施することができた。 

以上のことから、中期計画

等における所期の目標を上

回る成果を得られたものと

考えられる。 

 

  

＜課題と対応＞ 

・なし 

需要倍率、投資表明件数とも、他の法人と比べても非常に高い水準であると考

えられる。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（１） 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）人事に関する

計画 

機構の役割を果

たすための人材確

保・育成方針を策定

し、社会的要請に応

えうる組織運営に

努める。 

（２）人事に関する

計画 

機構の役割を果

たすため、人材確保

に係る方針を策定

し、事業規模、事業

内容等業務の実情

に応じて必要な人

材の確保に努め、各

業務の進捗に対応

した人員の適正配

置等重点的な運用

を行うとともに、人

材育成に係る方針

を策定し、高度な専

門的知識の修得、技

術スキルの向上等

を図る研修を実施

することにより、社

会的要請に応えう

る組織運営に努め

る。 

（２）人事に関する

計画 

機構の役割を果

たすため、人材確保

に係る方針を策定

し、事業規模、事業

内容等業務の実情

に応じて必要な人

材の確保に努め、業

務量が増加した繁

忙部門に必要な人

員を重点的に配置

する等、人員の適正

配置と重点的な運

用を行うとともに、

人材育成に係る方

針を策定し、高度な

専門的知識の修得、

技術スキルの向上

等を図る研修を実

施することにより、

社会的要請に応え

うる組織運営に努

める。 

なお、人材育成に

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・必要な人材を確保し

ているか。 

・人員の適正配置等重

点的な運用を行ってい

るか。 

＜主要な業務実績＞ 

人材確保に係る方針と

して令和４年度新規職員

採用計画に基づき、現在

及び将来の業務の円滑な

遂行を見据え、48 名の新

規職員を採用した。また、

即戦力として期待される

10 名の社会人を採用し

た。さらに、定年退職者を

引き続き雇用する再雇用

制度及び特定の事務所に

勤務し定例・定型的業務

を行う職員を雇用する事

務所限定職員制度を活用

するとともに、再雇用期

間満了者の嘱託（常勤・非

常勤）採用により、必要な

人材確保に努めた。これ

ら採用等のほか、鉄道事

業者等他機関からの出向

者の受入れ強化を行い、

各事業の工程、事業量等

を勘案のうえ、業務量に

応じた適正な人員配置に

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：令和４年度新規職員採

用計画に基づき、新規職員や

社会人の採用、再雇用制度や

事務所限定職員制度の活用、

嘱託の採用により、業務の実

情に応じた必要な人材確保

に努め、また、鉄道事業者等

他機関からの出向者の受入

れ強化を行い、業務量を考慮

した人員配置を行った。さら

に、社内公募のポストを検討

の上、引き続き公募を実施す

るとともに、従来の運用にと

らわれない昇格人事により、

意欲や能力のある職員を積

極的に登用するなど、人員の

重点配置の取り組みを行っ

た。 

また、令和４年度研修実施

計画に基づき、階層別研修及

び専門別研修を計画どおり

着実に実施した。なお、人材

育成の観点から、社会人採用

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

全国的に建設技術者不足が続く中、新規職員や即戦力となる社会人の採用、再

雇用制度や事務所限定職員制度の活用等により、業務の実情に応じた必要な人材

の確保に努めるとともに、鉄道プロジェクト推進のため、鉄道事業者や航空事業

者等他機関からの出向者の受入れを強化し、業務量の変動に応じた適切な人員配

置を行った。 

また、令和３年度に開始した出向等のポストに関する社内公募制度を引き続き

実施するとともに、本社と地方機関を移動していく中で昇格させる従来の運用に

とらわれず、本社の課長をそのまま部長に昇格させるなどの柔軟な人事運用を行

うことで、意欲や能力のある職員の積極的な登用、人員の重点配置の取組を行っ

た。 

令和４年４月には人材育成に係る組織体制の強化を図るため、人材育成課を設

置し、従来からの階層別研修及び専門別研修、人材育成の観点から研修の充実に

取り組んだほか、新卒職員だけでなく社会人採用者に対してもメンタリングを実

施するなど、新規採用者に配慮する取組も行った。加えて、個人のスキルアップ

と組織全体の技術力の底上げを目指すため、新たに若手・中堅職員を対象に求め

られるスキルを提示し、習得状況を可視化する取組みとして、令和５年度よりス

キルアッププログラム（ＳＵＰ）を導入することとし、これらを人材育成プログ

ラムとしてとりまとめた。 

このＳＵＰについては、対象者が多いと見込まれる土木系の中堅職員からの意
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ついては、人材育成

に係る組織体制の

強化を行い、複数の

キャリアパスや人

材育成プログラム

の整備などに取り

組む。 

努めた。さらに、社内公募

の実施や、従来の運用に

とらわれない昇格人事に

より、意欲や能力のある

職員を積極的に登用する

など、人員の重点配置の

取り組みを行った。 

また、人材育成に係る

方針として令和４年度研

修実施計画に基づき、職

員の資質向上を図るため

の階層別研修のほか、高

度な専門的知識の修得、

技術スキルの向上等を図

るための専門別研修を着

実に実施した。なお、人材

育成の観点から、社会人

採用者に対してもメンタ

リング制度を開始する

等、新規採用者に配慮す

る取り組み等も行ってい

る。 

さらに、人材育成につ

いては、令和４年４月に

人材育成課を設置し、人

材育成に係る組織体制の

強化を図るとともに、複

数のキャリアパスの検討

や人材育成プログラムの

整備などの取り組みを行

った。具体的には、他法人

の例を参考として、機構

としての人材育成基本方

針を明確にしたうえで、

人材育成に係るメニュー

等を３本柱（ＯＪＴ・ＯＦ

Ｆ－ＪＴ・自己啓発支援）

として体系化するなど整

理を行った。また、新た

に、若手・中堅職員を対象

に、職員に求められるス

キルを提示し、習得状況

を可視化する取組みとし

て、令和５年度よりスキ

ルアッププログラム（Ｓ

ＵＰ）を導入することと

し、これらを人材育成プ

ログラムとしてとりまと

め、令和５年３月末に策

定・周知を行った。 

このうちＳＵＰについ

者に対してもメンタリング

制度を開始する等、新規採用

者に配慮する取り組み等も

行った。さらに、令和４年４

月に人材育成課を設置し、人

材育成に係る組織体制の強

化を図るとともに、キャリア

パスイメージやＳＵＰを含

む人材育成プログラムを策

定した。 

特にＳＵＰについては、機

構として新たな取組みとし

て検討を開始し、多くの関係

者の議論のもと制度設計を

進め、検討が先行した土木系

のみならず、事務系、建築系、

機械系、電気系においても令

和５年度からＳＵＰを導入

するに至った。 

以上のことから、中期計画

等における所期の目標を上

回る成果を得られたものと

考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

 業務の実情に応じた人材

確保に努める必要があるこ

とから、鉄道事業者等からの

出向の受入れを継続して実

施する。人材の育成について

は、ＳＵＰの取組を進めると

ともに、面談実施など制度運

用上のフォローアップや、次

年度に向け、運用状況や意見

等を踏まえたブラッシュア

ップに取り組む。また、機構

としてあるべき複数のキャ

リアパスを検討していく。 

 

見を踏まえるとともに、地方機関での先行試行を行うなど多くの関係者と議論を

重ね制度設計を行った結果、令和５年度より土木系だけでなく、事務系、建築系、

電気系の職員においても導入するに至った。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認

められることからＡ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

 人材確保、人材育成いずれも積極的に取り組んでいると考えられる。 
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ては、個人のスキルアッ

プと組織全体の技術力の

底上げを目指すものと

し、自立的な成長や上司

との対話による気づき等

を期待し制度設計を行っ

た。特に、対象者の多い土

木系について、中堅職員

からの意見を踏まえつつ

先行して検討を進め、令

和４年７月から２建設

所、同 10月からは７建設

所を加えた計９建設所に

おいて試行を行い、多く

の関係者の議論のもと策

定を進めた。その後、土木

系統以外の各系統につい

ても同様に制度設計を進

め、土木系のみならず、事

務系、建築系、機械系、電

気系においても令和５年

度からＳＵＰを導入する

こととなった（導入時点

におけるＳＵＰ対象者：

417 名）。なお、ＳＵＰ対

象者及び箇所長に対して

は、令和５年３月に本社

及び各支社局において系

統別に延べ 21回の制度説

明会を行うなど丁寧な説

明に努めた。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（２） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ６．その他業務運営

に関する重要事項 

 

（２）内部統制の充

実・強化 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備｣(平成 26

年 11 月 28 日総務省

行政管理局長通知)

に基づき､業務方法

書に定めた事項を

確実に実施し、「業

務運営の抜本的な

改善に関する命令

を受けての改善措

置について」を確実

に実施するととも

に、法人の長のリー

ダーシップのもと、

内部統制の取組み

について実態把握、

継続的な分析、必要

な見直しを行う。 

 

 

 

（４）その他当該中

期目標を達成する

ために必要な事項

①内部統制の充実・

強化 

 「独立行政法人の

業務の適正を確保

するための体制等

の整備」（平成 26年

11 月 28 日総務省行

政管理局長通知）に

基づき、業務方法書

に定めた事項を確

実に実施するとと

もに、「業務運営の

抜本的な改善に関

する命令を受けて

の改善措置につい

て」を確実に実施す

る。 

理事長のリーダ

ーシップのもと、理

事長を委員長とし、

全役員が参画する

内部統制委員会を

中心に、機構のミッ

ションや中期目標

の達成を阻害する

（４）その他当該中

期目標を達成する

ために必要な事項

①内部統制の充実・

強化 

 「独立行政法人の

業務の適正を確保

するための体制等

の整備｣(平成 26 年

11 月 28 日総務省行

政管理局長通知）に

基づき、業務方法書

に定めた事項を確

実に実施するとと

もに、「鉄道・運輸機

構改革プラン」に基

づく取組みを確実

に実施する。 

 

理事長のリーダ

ーシップのもと、理

事長を委員長とし、

全役員が参画する

内部統制委員会を

中心に、機構のミッ

ションや中期目標

の達成を阻害する

要因（リスク）の把

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制の取組みに

ついて実態把握、継続

的な分析、必要な見直

しを行い、内部統制の

充実・強化を図ってい

るか。  

・再発防止対策につい

て、これまでの取組み

を踏まえた上で、必要

に応じて見直しを行い

ながら、着実に取り組

んでいるか。 

＜主要な業務実績＞ 

 「業務運営の抜本的な改

善に関する命令を受けての

改善措置について」を踏ま

え、鉄道建設事業における

各路線が抱える課題の早期

解決に引き続き取り組ん

だ。具体的には、工程と事業

費の同時かつ総合的な審議

を行うために設置された、

理事長を委員長とする事業

総合管理委員会を通じて、

リスクを早期に把握し、組

織として適時適切な対応を

図った。また、国や地方公共

団体等の関係者と工事の進

捗状況や発生している事象

等について密に情報を共有

した。 

また、内部監査において、

工程管理、事業費管理及び

リスク管理に関し、新たに

設置された会議体等が実効

性のある対応になっている

か、について監査を行い、関

係通達等に基づき所要の手

続きを実施するとともに、

本社主管課と関係地方機関

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「業務運営の抜本的な

改善に関する命令を受けて

の改善措置について」を踏

まえ、鉄道建設事業におけ

る各路線が抱える課題の早

期解決に引き続き取り組ん

だ。具体的には、工程と事

業費の同時かつ総合的な審

議を行うために設置され

た、理事長を委員長とする

事業総合管理委員会を通じ

て、リスクを早期に把握し、

組織として適時適切な対応

を図った。また、国や地方

公共団体等の関係者と工事

の進捗状況や発生している

事象等について密に情報を

共有した。 

また、内部監査において、

工程管理、事業費管理及び

リスク管理に関し、新たに

設置された会議体等が実効

性のある対応になっている

か、について監査を行い、

関係通達等に基づき所要の

手続きを実施するととも

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

令和３年１月に国土交通大臣に報告した「業務運営の抜本的な改善に関する命

令を受けての改善措置について」に基づき、引き続き、事業総合管理委員会によ

る工程と事業費の同時かつ総合的な審議、内部監査による新たに設置した会議体

等が実効性のある対応を行っているかの検証、内部統制委員会における「令和４

年度内部統制に係る取組計画」のフォローアップなど内部統制の充実、強化など

に取り組んだ。 

なお、令和３年度決算検査報告において、工事の一時中止に伴う増加費用の算

定が適正に行われていなかったため、契約額が割高になっていたとして不当事項

の指摘を受けたが、再発防止に向け内部職員向け説明会を開催するなど適切に対

応した。 

以上を踏まえ、中期計画における所期の目標を達成していると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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また、北陸新幹線

融雪・消雪基地機械

設備工事の入札に

おける情報漏えい

事案等の反省に立

ち、入札談合等関与

行為等の再発防止

対策については、こ

れまでの取組みを

踏まえた上で、必要

に応じて見直しを

行いながら、引き続

き取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

要因（リスク）の把

握・対応を行うな

ど、内部統制の取組

みについて実態把

握、継続的な分析、

必要な見直しを行

い、内部統制の充

実・強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、北陸新幹線

融雪・消雪基地機械

設備工事の入札に

おける情報漏えい

事案等の反省に立

ち、その再発防止対

策について、これま

での取組みを踏ま

えた上で、必要に応

じて見直しを行い

ながら、引き続き着

実に取り組む。 

握・対応を行う等、

内部統制の取組み

について実態把握、

継続的な分析、必要

な見直しを行い、内

部統制の充実・強化

を図る。 

鉄道建設事業に

ついては、工程と事

業費を同時に審議

する事業総合管理

委員会等を通じた

総合的なリスク管

理の実施のほか、工

程管理、事業費管理

及びリスク管理の

対応等に係る監査

の実施など事業実

施部署以外の者に

よる内部統制の取

組みを着実に実施

する。 

また、北陸新幹線

融雪・消雪基地機械

設備工事の入札に

おける情報漏えい

事案等の反省に立

ち、その再発防止対

策について、これま

での取組みを踏ま

えた上で、必要に応

じて見直しを行い

ながら、引き続き着

実に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

で課題を共通認識し、課題

解決に努めていることを確

認した（令和４年６月～９

月）。 

さらに、令和３年７月に

策定・公表した「鉄道・運輸

機構改革プラン」に掲げる

各種取組みについて、所管

する役員の指導の下で引き

続き推進し、全役職員が参

加できるオープンスタイル

で開催する機構改革推進ミ

ーティング等を通じて進捗

状況のフォローアップ及び

社内周知を行った。 

この他、理事長を委員長

とし、全役員が参画する内

部統制委員会において、北

陸新幹線融雪・消雪基地機

械設備工事の入札における

情報漏えい事案等に係る再

発防止対策のフォローアッ

プも含めた、「令和４年度内

部統制に係る取組計画」を

策定し、内部統制の取組み

について実態把握、継続的

な分析、必要な見直しを行

い、内部統制の充実・強化に

取り組んだ。 

１．統制環境の整備と統制

活動 

２．コンプライアンスの推

進とリスク管理に係る取組

み 

３．円滑な情報共有と組織

の一体感の醸成に係る取組

み 

４．広報マインド２．０を踏

まえた情報発信の強化 

５．内部統制システムのモ

ニタリング 

 

 

に、本社主管課と関係地方

機関で課題を共通認識し、

課題解決に努めていること

を確認した（令和４年６月

～９月）。 

さらに、令和３年７月に

策定・公表した「鉄道・運

輸機構改革プラン」に掲げ

る各種取組みについて、所

管する役員の指導の下で引

き続き推進し、全役職員が

参加できるオープンスタイ

ルで開催する機構改革推進

ミーティング等を通じて進

捗状況のフォローアップ及

び社内周知を行った。 

この他、理事長を委員長

とする内部統制委員会にお

いて、北陸新幹線融雪・消

雪基地機械設備工事の入札

における情報漏えい事案等

に係る再発防止対策のフォ

ローアップも含めた内部統

制の取組みについて、「令和

４年度内部統制に係る取組

計画」をフォローアップす

ることにより、実態把握、

継続的な分析、必要な見直

しを行い、内部統制の充実・

強化を図った。 

以上のことから、中期計

画における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

 令和３年度決算検査報告

における不当事項の指摘に

関し、理事長を委員長とし、

全役員が参画する内部統制

委員会において、リスク対

応として、不当事項の発生

原因及び再発防止策の一連

の報告がなされ、適切な対

応が行われていることを確

認した（令和４年 12 月）。 

内部統制の充実・強化につ

いては、「鉄道・運輸機構改

革プラン」に掲げる各取組

みの実施を通じて、改善が

進んでおり、より実効ある

ものとすべく一層の取組み
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に努めていく必要がある。 

 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（３） 広報・情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3年度 令和 4年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）広報・情報公

開の推進 

機構の業務に対

する国民の理解を

深めるため、広報に

おける主要なター

ゲット及びＰＲポ

イントを整理して、

戦略的広報を推進

する。また、主な業

務の実施状況及び

財務情報等につい

て、広く情報公開を

推進するとともに、

外部の知見の積極

的な活用を図り、業

務運営の透明性を

確保する。 

②広報・情報公開の

推進 

機構の業務に対

する国民の理解を

深めるため、広報に

おける主要なター

ゲット及びＰＲポ

イントを整理して、

戦略的広報を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

また、主な業務の

実施状況、役職員の

給与水準、入札結果

や契約の情報、財務

の状況等について、

ホームページ等に

おいて分かりやす

く公表する。 

②広報・情報公開の

推進 

 機構の業務に対

する国民の理解を

深めるため、広報に

おける主要なター

ゲット及びＰＲポ

イントを整理する。

その際、「鉄道・運輸

機構改革プラン」に

基づいて対外的な

情報発信力の強化

の観点から、自治体

等とのコミュニケ

ーションの強化や

Youtube への動画配

信等に取り組むこ

とにより、戦略的広

報を着実に推進す

る。 

また、主な業務の

実施状況、役職員の

給与水準、入札結果

や契約の情報、財務

の状況等について、

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・機構の業務に対する

国民の理解を深めるた

め、主な業務の実施状

況等について、ホーム

ページ等で分かりやす

く公表しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

基本方針を「利用者毎に

整理された、見やすく探し

やすい構造と適切な情報提

供による利用しやすいホー

ムページ」と定めたホーム

ページにおいて、外部専門

機関による協力のもとアク

セス状況の観察・分析を行

い、それを基に表示方法や

掲載内容等について利用者

目線に立った改善を順次行

った。 

また、ソーシャルメディ

アの活用による広報活動と

して、Youtube 公式アカウン

トより、鉄道・運輸機構が所

有する各種アーカイブ映像

や現場レポート動画を投稿

したほか、新たな試みとし

て Twitter 及び Instagram

の公式アカウントを新規開

設し、工事進捗状況やプレ

スリリース、鉄道・運輸機構

の事業に関するトリビア等

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：ホームページについ

ては、前年度に引き続き外

部専門機関による協力のも

とアクセス状況の観察・分

析を行った。また、トップ

ページから目的のページが

探しやすいよう導線を改修

するなど、利用者目線に立

った改善を行った。 

ソーシャルメディアの活

用においては、西九州新幹

線や相鉄・東急直通線の開

業を契機とした発信や鉄道

建設、船舶建造などの現場

レポート、工事進捗状況な

どについて Youtube や

Twitter などソーシャルメ

ディアそれぞれの特徴を活

かし、国民に向け積極的に

親しみやすく、より興味を

惹くよう情報発信を行っ

た。あわせてインフルエン

サーとの連携を企画し、更

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 「鉄道・運輸機構改革プラン」の取組みの一つとして「対外的な情報発信能力

の強化」について組織として体系的に取り組むこととし、理事長より全役職員が

目指すべき新たな広報の道標として、「広報マインド２．０宣言」が発出される

など、機構全体としてさらなる広報への取り組みを進めた。 

ソーシャルメディアの活用による広報活動として、特に Youtube では、令和４

年度に開業した西九州新幹線の車両走行試験や相鉄・東急直通線の現場レポート

などの動画投稿により積極的に情報発信した結果、視聴回数は約 103.8 万回、掲

載動画は 29 本/年を数えるなど、多くの視聴数を得た。 

また、機構の公式 Twitter でも、工事進捗状況、Youtube 動画投稿のお知らせ、

鉄道建設及び船舶建造に関するトリビア、プレスリリース等についてツイート

し、昨年９月の「西九州新幹線祝！開業！！６時 17 分、長崎駅を一番列車が無

事に出発しました！」ツイートでは、7,027 いいね！、７月の「相鉄・東急直通

線レール締結式」ツイートでは 3,891 いいね！を獲得するなど、多くの反響があ

った。さらに、本年 2 月には、新たなターゲット層の獲得をめざし、Instagram

の開設や、インフルエンサーとの連携等に取組んだ。 

さらに、「情報発信力の強化」の一環として、従来の総合パンフレットを、機構

の存在意義を分かりやすく伝えることができるよう大幅に見直し、鉄道・運輸機

構の認知度向上等を図った。 

このほか、鉄道事業者や航空事業者と連携した広報活動や、報道機関等対応で
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ホームページ等に

おいて分かりやす

く公表し、業務運営

の透明性を確保す

る。 

の積極的な情報発信を行っ

た。 

その他、機構の事業推進

への理解を得ることを目的

に、地域住民や地方公共団

体等の関係者を主なターゲ

ットとし、事業の進捗状況、

役職員の給与水準、入札結

果や契約情報、財務状況、外

部有識者による委員会の審

議等についての情報を、分

かりやすく公表した。 

なる情報発信にも取組ん

だ。令和５年２月には新た

なターゲット層へリーチす

るため公式 Instagram を開

設した。 

各種広報媒体等について

は、総合パンフレットの刷

新、広報誌の訴求力向上、

鉄道事業者や航空会社との

連携、開業前の新幹線駅及

び共有船客室内に鉄道・運

輸機構のロゴマークの設

置、ＪＲ横浜駅構内のデジ

タルサイネージ配信や国土

交通省の入口に設置してい

るモニターでの動画配信な

ど積極的なＰＲを行った。 

報道機関等対応について

は、ニコニコ超会議での配

信や日テレ「news every.」、

地元テレビ局との開業に伴

うコラボ企画などの特集に

取組んだ。 

その他、主な事業の進捗

状況、役職員の給与水準、

入札結果や契約情報、財務

状況、外部有識者による委

員会の審議等の情報を、分

かりやすく公表した。 

以上のことから、中期計

画等における所期の目標を

上回る成果を得られたもの

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

は、ニコニコ超会議での配信や日テレ「news every.」、地元テレビ局との開業に

伴うコラボ企画などの特集に取り組み、機構の認知度の向上や、各線区の完成開

業に向けた機運を盛り上げる試みを行った。 

機構が鉄道建設等を円滑に進めるためには、機構の事業に対する自治体や地権

者等の関係者の理解と協力が不可欠であり、また、新卒者や優秀な人材の確保の

ためにも、機構の認知度の一層の向上が必要と考えられるところ、上記のとおり

取組を強化して実績を上げたことは、中期計画における所期の目標を上回る成果

と認められることからＡ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

動画再生回数や掲載動画数から多くの人が視聴していると考えられる。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（４） 情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

(前中期目標期間最終年度

値等) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 (参考情報) 

当該年度までの累積値等､必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）情報セキュリ

ティ対策の推進 

政府の方針に基

づき、法人が保有す

る情報システムに

対するサイバー攻

撃への防御能力強

化、攻撃に対する組

織的対応能力の強

化等の適切な情報

セキュリティ対策

を推進する。 

③情報セキュリテ

ィ対策の推進 

政府の方針に基

づき、機構が保有す

る情報システムに

対するサイバー攻

撃への防御能力強

化、攻撃に対する組

織的対応能力の強

化等の適切な情報

セキュリティ対策

を推進する。 

③情報セキュリテ

ィ対策の推進 

「サイバーセキ

ュリティ戦略」（令

和３年９月 28 日閣

議決定）等の政府の

方針及び機構の「令

和４年度情報セキ

ュリティ対策推進

計画」に基づき、情

報セキュリティ研

修の充実、全業務従

事者への自己点検

の実施、本社及び地

方機関での情報セ

キュリティ監査等

に取組み、ＰＤＣＡ

サイクルによるス

パイラルアップを

機能させ、情報セキ

ュリティ対策を推

進する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・サイバー攻撃への防

御能力強化、攻撃に対

する組織的対応能力の

強化等を行っている

か。 

＜主要な業務実績＞ 

機構の情報セキュリティ

レベルの維持、向上を図る

ため、研修、自己点検及び監

査等に取組み、ＰＤＣＡサ

イクルによるスパイラルア

ップを機能させ、情報セキ

ュリティ対策を推進した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：政府の方針に基づき、

情報セキュリティ対策の推

進を図った。 

以上のことから、中期計

画等における所期の目標を

達成していると考えられ 

る。 

 

＜課題と対応＞ 

 サイバーセキュリティ戦

略本部が決定した「政府機

関のサイバーセキュリティ

対策のための統一基準群」

に適切に対応し、情報セキ

ュリティ対策の推進を実施

する必要がある。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 

 

４．その他参考情報 

 特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６．（５） 環境への配慮 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）環境への配慮 

業務の実施に当

たっては、環境負荷

の低減、環境の保全

について配慮する

とともに、自然環境

保全対策、地球温暖

化対策等に努める。 

④環境への配慮 

業務の実施に際

しての環境負荷を

低減するため、機構

で定める「第４期環

境行動計画」に基づ

き、温室効果ガス

（ＣＯ₂）排出量の

削減に向けたオフ

ィス活動における

取組みのほか、職員

の環境意識の向上

に資する研修等の

実施、建設工事等に

より発生する建設

廃棄物のリサイク

ルやグリーン調達

等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

④環境への配慮 

機構で定める「第

４期環境行動計画」

に基づき、温室効果

ガス（ＣＯ₂）排出量

の削減に向けたオ

フィス活動におけ

る取組みのほか、各

業務における環境

負荷の低減に係る

取組みを着実に推

進する。また、政府

による 2050 年カー

ボンニュートラル

の宣言を踏まえる

とともに、グリーン

社会の実現に寄与

すべく、内航船舶や

鉄道建設現場にお

けるバイオ燃料の

利用を含むカーボ

ンニュートラルの

実現に向けた取組

みの推進、職員の環

境意識の向上等を

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・オフィス活動におい

て温室効果ガス（ＣＯ

₂）排出量の削減に向け

た取組みを実施してい

るか。 

・環境意識の向上に資

する研修等を実施して

いるか。 

・事業において環境負

荷低減に係る取組みを

実施しているか。 

・環境報告書を作成

し、公表しているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

 機構の事務・事業活動に

伴う環境負荷の低減を推進

することを目的として、環

境配慮に関する具体的な取

組みを「環境行動計画」とし

て定めている。平成 30 年度

から令和４年度までを期間

とした「第４期環境行動計

画」に基づき、環境負荷低

減、環境配慮等（以下「環境

負荷低減等」という。）に取

り組んでおり、令和４年度

は以下のとおり環境負荷低

減等に取り組んだ。 

オフィス活動における環

境負荷低減等の取組みとし

て、具体的には、ＯＡ機器の

待機電力の抑制及び省エネ

型製品の調達推進、事務室

照明照度設定の適正化やき

め細やかな点灯・消灯の実

施等による電気使用量の抑

制、ハイブリッド型等高燃

費性能車両への転換やエコ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：事務・事業活動にお

いて「第４期環境行動計画」

に基づき環境負荷低減等に

向けた取組みを実施、全業

務従事者の環境意識向上の

ためｅラーニング形式によ

る研修を行うとともに、「環

境報告書 2022」を作成・公

表するなど、機構の環境に

対する姿勢を広くＰＲし

た。 

以上のことから、中期計

画における所期の目標を達

成していると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜その他事項＞ 

 特になし 
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また、これらの取

組みの状況や成果

を盛り込んだ「環境

報告書」を毎年度作

成し公表する。 

目的とした研修の

実施を行うととも

に、建設工事等によ

り発生する建設廃

棄物のリサイクル

及びグリーン調達

等の取組みを実施

する。 

さらに、持続可能

な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）を意識しつつ、

機構の環境対策へ

の取組や成果につ

いて、「環境報告書

２０２２」を作成

し、ホームページ等

を活用して公表す

るとともに、サステ

ナビリティファイ

ナンスの円滑な実

行のため IR 活動に

おいてもアジア初

の CBI プログラム認

証を取得している

ことも含め機構の

環境・社会貢献面へ

の取組みを幅広く

訴求するなど、適切

かつ積極的な情報

発信を行う。 

ドライブの実践による自動

車燃料使用量の抑制等に取

り組んだ結果、令和 4 年度

においては、温室効果ガス

（ＣＯ２）排出量を 1,543t-

ＣＯ２とし、29.3％削減（平

成 25 年度基準比（H25 年度 

温室効果ガス（ＣＯ２）排出

量 2,183t-ＣＯ２））した。 

また、全業務従事者を対象

とした｢環境対策に係る業

務研修」をｅラーニング形

式によ り実施（令和 5年 1

月、修了率 80.0％）すると

ともに、四半期ごとに電気

及び自動車燃料の使用量を

ベースに温室効果ガス（Ｃ

Ｏ２）排出量を算出し、削減

目標値の達成状況をイント

ラネットに掲載すること

で、省エネルギーに対する

意識向上を図った。 

事業における環境負荷低

減等の取組みとしては、鉄

道建設では、トンネル工事

において掘削に伴い発生し

た土砂の搬出方法を、ダン

プトラック等の重機に代わ

りベルトコンベアを採用す

ることで温室効果ガス（Ｃ

Ｏ２）排出量を抑制すると

ともに、国に準じて定めた

「建設リサイクルガイドラ

イン」に従い、工事において

再生砕石（廃材であるコン

クリート塊を破砕して生

成）や再生加熱アスファル

ト混合物（アスファルトコ

ンクリート発生材を再資源

化）が埋戻し材や付替道路

の路盤材等に求められる品

質基準を満たす場合には、

工事での利用を積極的に行

うことで建設廃棄物の再資

源化・削減に努めた。 

また、船舶共有建造では、

動力源を電気推進とするス

ーパーエコシップや船体抵

抗が少ない高性能な船型等

を採用し、温室効果ガス（Ｃ

Ｏ２）排出量が低減された
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先進二酸化炭素低減化船等

の建造を推進、グリーン化

に資する船舶の延べ建造隻

数は 14 隻とした。 

環境情報の提供の促進等

による特定事業者等の環境

に配慮した事業活動の促進

に関す る法律（平成 16 年

法律第 77号。以下「環境配

慮促進法」という。）等の法

令に基づき「環境報告書

2022」を作成し、ホームペー

ジで公表（令和４年９月）す

るなど、機構の環境負荷低

減の取組みや環境配慮・保

全の取組みについて、広く

ステークホルダーにＰＲす

ることに努めた。 

 

４．その他参考情報 

 特になし 

 


